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第１章．不当寄附勧誘防止法のあらまし

法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律(令和４年法律第 105

号)（以下「不当寄附勧誘防止法」、「寄附法」又は「法」という。）は、法人等か

らの寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護等を図る観点から制定されたが、そ

の内容としては、法人等が寄附の勧誘を行うに当たっての配慮義務、法人等が寄

附の勧誘に際し勧誘を受ける個人を困惑させることや借入れ等による資金調達

を要求することの禁止、配慮義務の不遵守や禁止行為違反に関する行政措置・罰

則、法人等による不当な勧誘により困惑して寄附の意思表示をした場合の取消

権、子や配偶者が養育費・婚姻費用等を保全するための債権者代位権の行使に関

する特例等が定められている。本章では、こうした法の主な内容について概説す

る 1（本章における記載は「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法

律・逐条解説 2」（令和５年２月１日）を基にしており、新規の解釈等は含まれな

い。）。

（１）「法人等」の定義（法第１条） 

法において「法人等」とは、「法人又は法人でない社団若しくは財団で代

表者若しくは管理人の定めがあるもの」と定義しており、法人格を有する法

人に加え、その実質において法人と同視することができる存在として、法人

でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものも対象としてい

る。

ここでいう「法人等」は、特定の法人に限らずあらゆる法人及び法人でな

い社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものを対象としている。

（２）「寄附」の定義（法第２条） 

法において「寄附」とは、以下のア又はイに該当するものをいう。

ア 個人 3と法人等との間で締結される次に掲げる契約

1 法の条文については、参考資料１参照。 
2 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/cons
umer_policy_cms213_230821_01.pdf  
3 事業のために契約の当事者となる場合又は単独行為をする場合におけるものを除く。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230821_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230821_01.pdf
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 ・ 当該個人が当該法人等に対し無償で財産に関する権利を移転する

ことを内容とする契約 
・ 当該個人が当該法人等に対し当該法人等以外の第三者に無償で当

該個人の財産に関する権利を移転することを委託することを内容と

する契約 
イ 個人が法人等に対し無償で財産上の利益を供与する単独行為 

上記のとおり、法の規律の対象となる寄附は、契約によるものに限らず、遺

贈などの単独行為によるものも含まれる。ただし、契約による寄附について、

移転の対象となる財産又はこれと同種同等のものの返還を約するものは、

法における寄附の対象外となる。また、純粋な個人間における寄附について

も、原則として対象外となる 4。 
 
（３）配慮義務・禁止行為（法第３条～第５条） 

   法では、法人等から不当な寄附の勧誘を受ける者を保護する観点から、法

人等が個人に寄附勧誘を行うに当たって遵守すべき事項についての配慮義

務及び法人等の寄附の勧誘に関する禁止行為が定められており、これらに

違反した場合において所要の要件を満たすときは、後述する行政措置や寄

附の意思表示の取消しの対象となる。以下では、配慮義務及び禁止行為につ

いて概説する。 
 

ア 配慮義務（法第３条） 

法人等が個人に寄附の勧誘を行うに当たって十分に配慮しなければな

らない事項として、以下の３点が規定されている。 
・ 自由な意思を抑圧し、適切な判断をすることが困難な状況に陥るこ

とがないようにすること（第１号） 
・ 寄附者やその配偶者・親族の生活の維持を困難にすることがないよ

うにすること（第２号） 
・ 勧誘する法人等を明らかにし、寄附される財産の使途を誤認させる

おそれがないようにすること（第３号） 

 
4 法人等が勧誘や財産の移転先の名目を、見かけ上当該法人等ではなく個人にしている場合
であっても、当該法人等による寄附の勧誘と評価される場合には、外形上は個人間の寄附で
あるが、法の適用対象になると考えられる。 
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これらの配慮義務は、後述する禁止行為が禁止対象となる法人等の行為

の類型を規定しているのと異なり、法人等のどのような行為によるもの

であったとしても寄附の勧誘に当たって個人にもたらしてはならない結

果（状況）を示したものとなっており、こうした結果をもたらす不当な行

為をより幅広く捉えることを可能としている。なお、これらの規定は法人

等が配慮義務に違反した場合の当該事案ごとの民事的な法的効果を直接

規定するものではないが、配慮義務の規定が法に定められることで、民法

上の不法行為の認定及びそれに基づく損害賠償請求が容易になるものと

考えられ 5、法施行前の事案に対して、不当寄附勧誘防止法の趣旨なども

斟酌した上で献金勧誘行為の違法性の判断基準を示した最高裁判決が存

在する 6。 
 

イ 禁止行為（法第４条・第５条） 

    法第４条では、法人等が寄附の勧誘に際して行ってはならない６つの

禁止行為が規定されている。これらは、消費者契約法第４条第３項第１号

 
5 この点については、法案の審議において、岸田文雄内閣総理大臣（当時）から、「配慮義
務については、それ自体が遡って適用されることはないものの、寄附勧誘に当たっての規範
を示すものであり、こうした規範は、過去の寄附に関する被害についての民法上の不法行為
の認定やそれに基づく損害賠償請求の裁判の実務においても考慮される可能性があると考
えています。」（令和４年 12 月６日衆議院本会議）などの答弁がある。 
6「宗教団体等は、献金の勧誘に当たり、献金をしないことによる害悪を告知して寄附者の
不安をあおるような行為をしてはならないことはもちろんであるが、それに限らず、寄附
者の自由な意思を抑圧し、寄附者が献金をするか否かについて適切な判断をすることが困
難な状態に陥ることがないようにすることや、献金により寄附者又はその配偶者その他の
親族の生活の維持を困難にすることがないようにすることについても、十分に配慮するこ
とが求められるというべきである（法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律
３条１号、２号参照）。以上を踏まえると、献金勧誘行為については、これにより寄附者
が献金をするか否かについて適切な判断をすることに支障が生ずるなどした事情の有無や
その程度、献金により寄附者又はその配偶者等の生活の維持に支障が生ずるなどした事情
の有無やその程度、その他献金の勧誘に関連する諸事情を総合的に考慮した結果、勧誘の
在り方として社会通念上相当な範囲を逸脱すると認められる場合には、不法行為法上違法
と評価されると解するのが相当である。」（令和４年（受）第 2281 号 損害賠償請求事件 
令和６年７月 11 日 第一小法廷判決）。 
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から第４号まで、第６号及び第８号の規定内容 7を踏まえ、規定されてい

る。 
・ 不退去（第１号） 
・ 退去妨害（第２号） 
・ 勧誘をすることを告げず退去困難な場所へ同行（第３号） 
・ 威迫する言動を交え相談の連絡を妨害（第４号） 
・ 恋愛感情等に乗じ関係の破綻を告知（第５号） 
・ 霊感等による知見を用いた告知（第６号） 

これらに加え、寄附の勧誘を受ける者にとって過大な負担となる寄附を

抑止するため、法第５条において、法人等が個人に借入れ等により寄附を

するための資金調達を求めることも禁止している。 
 
（４）配慮義務の不遵守及び禁止行為違反に対する行政措置・罰則（法第６条・

第７条、第 16条～第 18 条） 

法人等が法第３条～第５条で定める配慮義務・禁止行為に違反した場合

において所要の要件を満たすときは、行政措置等をとることができる旨が

規定されている。以下では、配慮義務の不遵守及び禁止行為違反に関する行

政措置等についてそれぞれ概説する。 
なお、行政措置の適用に関する具体的な基準等については「法人等による

寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律に基づく消費者庁長官の処分に係

る処分基準等について(令和５年４月 17 日消政策 136 号)」（以下「処分基

準等」という。）で定め、消費者庁ウェブサイト上で公表している 8。 

 

ア 配慮義務の不遵守に対する行政措置（法第６条） 

法第３条に定める配慮義務を遵守していないと認められる法人等につ

いては、当該法人等から寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護に著しい

支障が生じていると明らかに認められる場合において、更に同様の支障

が生ずるおそれが著しいと認められる場合、当該法人等に対して遵守す

 
7 消費者契約法第４条は、不当な勧誘により意思表示がされた場合の取消権について規定し
ているところ、規定内容から片務契約又は単独行為である寄附への適用が問題となる場面
が想定されるもの。 
8 参考資料２参照。 
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べき事項を示し、これに従うべき旨を勧告することができる。 
また、勧告先の法人等がこれに従わなかった場合には、その旨を公表す

ることができるほか、勧告を行うために必要な限度において法人等に対

し配慮義務の遵守状況に関して必要な報告を求めることができる。 
 
イ 禁止行為違反に対する行政措置・罰則（法第７条、第 16条～第 18条） 

法人等が禁止行為を行っている可能性がある場合については、法第４

条及び第５条の規定の施行に関し特に必要と認めるとき 9、その必要の限

度において、法人等に対して寄附勧誘に関する業務状況についての必要

な報告を求めることができる。 
そして、禁止行為に違反したと認められる法人等については、当該法人

等が引き続き当該行為をするおそれが著しいと認められる場合において、

当該行為の停止その他の必要な措置をとるべき旨の勧告ができる。また、

勧告先の法人等が正当な理由なく勧告に係る措置をとらなかった場合、

当該勧告に従うことを命令することができ、命令を行った場合にはその

旨を公表することになる。 
    以上のとおり禁止行為違反に対する行政上の措置が定められているが、

これに違反した場合の罰則についても規定されている。法人等が命令に

違反した場合には、１年以下の拘禁刑若しくは 100 万円以下の罰金刑が

科され、又はこれを併科する旨が定められている。また、寄附勧誘に関す

る業務状況についての必要な報告を求めたにもかかわらずこれを実施し

なかった、又は虚偽の報告をした場合には、50 万円以下の罰金刑が科さ

れる。さらに、法人等の代表者等がこれらの罰則の対象となる行為をした

場合には、行為者本人に加え、法人等も罰則（罰金刑）の対象とされる、

いわゆる法人両罰規定が設けられている。 
 
（５）寄附の意思表示の取消し（法第８条・第９条） 

法第８条では、法人等が寄附の勧誘をするに際し、法第４条で掲げた６つ

の禁止行為のいずれかにより、個人が困惑し、それによって寄附の意思表示

 
9 「特に必要と認めるとき」とは、例えば、禁止行為が不特定又は多数の個人に対して繰り
返し組織的に行われており、社会的に影響が大きく、寄附の勧誘を受ける個人の保護を図る
必要性が強い場合などが想定される。 
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をした場合に当該寄附の意思表示を取り消すことができると規定されてい

る 10。 
法第９条では、取消権の行使期間について、追認をすることができる時か

ら１年間（霊感等による知見を用いた告知により困惑した場合は３年間）行

わないとき、又は寄附の意思表示をした時から５年（霊感等による知見を用

いた告知により困惑した場合は 10年）を経過したとき、時効によって取消

権は消滅するものと定められている。 
 

（６）債権者代位権の行使に関する特例（法第 10 条） 

寄附によって資力が悪化し、寄附者の家族等が適切な扶養等を受けられ

なくなるといった家族等の被害救済に資するよう、扶養や扶助を受ける権

利を被保全債権として、不当寄附勧誘防止法や消費者契約法に基づく取消

権及びこれが行使された場合の財産の返還請求権を代位行使することにつ

いては、被保全債権の期限が到来することを要しないとする、民法の債権者

代位権の特則が定められている 11。 
 

（７）法運用上の配慮（法第 12 条） 

法に基づく行政上の措置を実際に運用する際には、個人を保護するため

に必要な場合に限り勧告等を行うこととするものの、寄附が無償行為であ

り、法人等が寄附を受領する場合には、その態様や位置付け等において、一

般の商取引における事業者の経済活動とは異なる側面がある。特に、学校法

 
10 ただし、消費者契約法の取消しの対象となる場合との適用関係を明確にする観点から、
当該寄附が消費者契約に該当する場合における当該消費者契約の申込み又はその承諾の意
思表示については、不当寄附勧誘防止法で定める取消権の対象から除かれている。 
11 債権者代位権とは、債務者が自己の権利を行使しないときに、債権者が債務者に代わっ
て権利を行使することにより、責任財産の維持を図るための権利である。債権者代位権が認
められるための要件の１つとして、被保全債権の履行期が到来していることが民法第 423
条第２項で定められている。この例外として、不当寄附勧誘防止法第 10 条第１項では、扶
養義務等に係る定期金債権のうち期限の到来していない部分を保全するため必要があると
きは、債務者がした寄附（金銭の給付を内容とするものに限る。）の意思表示に関する第８
条第１項の取消権、消費者契約法第４条第３項（第１号から第４号まで、第６号又は第８号
に係る部分に限る。）の取消権、これらの行使によって生ずる財産の返還請求権を代位行使
することができるとしている。 
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人、宗教法人、政治団体については、これらの団体の主要な活動が寄附で成

り立っている側面があり、かつ、当該活動は憲法上の権利でもある学問の自

由、信教の自由、政治活動の自由とそれぞれ関連性を有する側面がある。 
したがって、法人等による不当な寄附勧誘に対する行政措置等の運用に

当たっては、寄附の勧誘等の適正性を確保することが重要となるものの、法

人等の活動において寄附が果たす役割の重要性に留意しつつ、学問の自由、

信教の自由及び政治活動の自由を不当に侵害したり抑制したりすることと

ならないよう十分配慮しなければならない旨が規定されている。 
当該規定を踏まえながら行政措置の要件の該当性等を適切に判断するこ

とができるようにするため、消費者庁では令和５年４月１日付けで各分野

の有識者に執行アドバイザーを委嘱しており、必要に応じて関係分野の有

識者から意見を伺うものとしている。 
 

 以上が不当寄附勧誘防止法の主な内容となっており、その全体像は図表１－

１の概要資料で示しているとおりである。 

 

【図表１－１】不当寄附勧誘防止法の概要 
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第２章．不当寄附勧誘防止法の周知・啓発の状況 
 

不当寄附勧誘防止法は、法人等による不当な寄附の勧誘を禁止するとともに、

行政上の措置等を定めることにより、法人等からの寄附の勧誘を受ける者の保

護を図ることを目的としているところ、消費者庁においては、法を厳正に運用す

るべく、積極的な周知・啓発の取組を実施している。 

本章では、当該取組の詳細等について整理している（なお、特に断りのない限

り、令和７年３月 31日までに実施した取組について記している。）。 

 

（１）基礎的な取組 

ア 全国の関係機関に対する事務連絡（通知）の発出 

令和４年 12月の不当寄附勧誘防止法の公布及び令和５年１月以降の施

行に際し、消費者庁から関係府省庁及び都道府県等に事務連絡（通知）文

書を発出し、関係府省庁及び都道府県等を通じて、全国の関係機関等に対

し、①不当寄附勧誘防止法が公布・施行される旨、②「法人等による寄附

の不当な勧誘と考えられる行為に関する情報提供フォーム」（以下「消費

者庁ウェブフォーム」という。）の開設及び③不当寄附勧誘防止法に係る

広報資料等について周知した。 
当該文書の発出実績は図表２－１のとおりである。 

 

【図表２－１】事務連絡の発出実績 

実施年月 通知先 内容 

令和４年 

12月 

都道府県・政令指定都市消費

者行政担当課 

不当寄附勧誘防止法の公布等 

令和５年 

１月 

各府省庁消費者政策担当課及

び都道府県・政令指定都市消

費者行政担当課 

不当寄附勧誘防止法の一部の規定

を除く施行等 

令和５年 

４月 

各府省庁消費者政策担当課及

び都道府県・政令指定都市消

費者行政担当課 

不当寄附勧誘防止法の行政措置等

に係る一部の規定の施行、消費者

庁ウェブフォームの開設、不当寄

附勧誘防止法に係る広報資料等 

令和５年 

６月 

各府省庁消費者政策担当課及

び都道府県・政令指定都市消

費者行政担当課 

不当寄附勧誘防止法の全ての規定

の施行、消費者庁ウェブフォーム

の開設、不当寄附勧誘防止法に係

る広報資料等 



 9  
 

イ 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律解説資料（Ｑ

＆Ａ形式）の公表 

本資料は、不当寄附勧誘防止法が公布されたことを受け、令和４年 12

月に消費者庁ウェブサイト上において公表した解説資料である 12。 

具体的な内容としては、総論から個別の規定に至るまで、想定される質

問と、これに対する法解釈等の回答を示している。質問の内容例について

は、図表２－２のとおりである。 
なお、本資料は、令和５年６月に更新しており、今後も、必要に応じ、

追加等を行うこととしている。 
 
【図表２－２】不当寄附勧誘防止法解説資料（Ｑ＆Ａ形式）における掲載質問例 

Ｑ１ 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律が制定さ

れた趣旨はどういうものですか。 

Ｑ12 困惑した状態で寄附の返金の請求をしないという寄附の返金に 

関する合意書（いわゆる念書）を書かせた場合にはその念書は有効です

か。 

Ｑ17 債権者代位権の特例の規定をどのようにして実効的に行使でき

るようにするのですか。特に、未成年者の場合はどうですか。 

Ｑ20 本法は、寄附に関する記録の交付を義務付けるものですか。 

 

ウ 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律・逐条解説の

公表 

本資料は、令和５年２月に消費者庁ウェブサイト上において公表した

不当寄附勧誘防止法の逐条解説である 13。 
本逐条解説については、後述する法人に対する説明会等において積極

的に配布するなど、ウェブサイトへの掲載にとどまらず、広く活用してい

る。 
 

エ 処分基準等の策定及び公表 

本資料は、不当寄附勧誘防止法の行政措置等の規定が施行されたこと

から、行政手続法（平成５年法律第 88号）第 12条第１項に基づき、不当

寄附勧誘防止法に基づく消費者庁長官の処分に係る処分基準等を定め、

 
12 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230704_01.pdf   
13 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230821_01.pdf   

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230704_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_230821_01.pdf
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令和５年４月に公表したものである 14（参考資料２参照）。 

本資料の策定に当たっては、意見募集（パブリック・コメント）を令和

５年２月１日から令和５年３月２日まで実施し、寄せられた意見に対す

る考え方についても公表している 15。 
 

（２）法人等向けの主な取組 

ア 公益財団法人日本宗教連盟等主催の説明会への講師派遣 

本取組は、公益財団法人日本宗教連盟が主催（又は文化庁と共催）する

説明会に消費者庁から講師を派遣し、宗教法人関係者らに対し、不当寄附

勧誘防止法の概要等について説明したものである。 
各回の説明実績は図表２－３のとおりである。 

 
【図表２－３】公益財団法人日本宗教連盟等主催の説明会への講師派遣実績 

実施年月 主催（共催） 場所 参加者 

令和５年１月 公益財団法人日本宗教連盟 東京都港区 84名 

同年６月 
公益財団法人日本宗教連盟

及び文化庁 

沖縄県 

豊見城市 
30名 

同年７月 
公益財団法人日本宗教連盟

及び文化庁 

京都府 

京都市 
39名 

同年９月 
公益財団法人日本宗教連盟

及び文化庁 

福島県 

福島市 
31名 

令和６年２月 
公益財団法人日本宗教連盟

及び文化庁 

岡山県 

岡山市 
33名 

 

イ 文化庁等主催の宗教法人実務研修会への講師派遣 

本取組は、文化庁及び開催地の地方公共団体が共催する「宗教法人実務

研修会」において、令和５年度及び令和６年度開催分に消費者庁から講師

を派遣し、当該研修会の出席者に対し、不当寄附勧誘防止法の概要等につ

いて説明したものである。 
当該研修会は、宗教法人の管理運営の適正化に資するという趣旨の下、

宗教法人等の法人事務担当者を対象に、各年度、全国９か所において開催

されている。消費者庁が講師を派遣した年度における開催実績はそれぞ

れ図表２－４のとおりである。 

 
14 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms103_230417_01.pdf   
15 https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/download?seqNo=0000252728  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms103_230417_01.pdf
https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/download?seqNo=0000252728
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【図表２－４】宗教法人実務研修会への講師派遣実績 

令和５年度開催実績 

 開催地区 開催地・説明年月 主催（共催） 

北海道・東北 

(北海道、青森、岩手、宮城、

秋田、山形、福島) 

(北海道) 

令和５年 11月 

文化庁及び 

北海道 

関東甲信越静 

(茨城、栃木、群馬、埼玉、

千葉、東京、神奈川、新潟、

山梨、長野、静岡) 

(埼玉県) 

令和５年９月 

文化庁及び 

埼玉県 

(長野県) 

令和５年 11月 

文化庁及び 

長野県 

近畿・中部 

(富山、石川、福井、岐阜、

愛知、三重、滋賀、京都、大

阪、兵庫、奈良、和歌山)  

(三重県) 

令和５年９月 

文化庁及び 

三重県 

(兵庫県) 

令和５年 10月 

文化庁及び 

兵庫県 

中国・四国 

(鳥取、島根、岡山、広島、

山口、徳島、香川、愛媛、高

知) 

(山口県) 

令和５年 10月 

文化庁及び 

山口県 

(愛媛県) 

令和５年 11月 

文化庁及び 

愛媛県 

九州 

(福岡、佐賀、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島、沖縄) 

(熊本県) 

令和５年 10月 

文化庁及び 

熊本県 

(大分県) 

令和５年 11月 

文化庁及び 

大分県 

研修内容 

【１日目】 

講義 I「宗教法人の管理運営について」 

・文化庁から、規則変更の手続や財産処分等の管理運営における留

意点について説明。 

講義 II「宗教法人の公益性について」 

・公益財団法人日本宗教連盟から、その活動内容等について説明。 

講義 III「不当寄附勧誘防止法等について」 

・消費者庁から、令和５年１月に施行された不当寄附勧誘防止法の

概要等について説明。 

講義 IV「税務の基礎知識」 

・国税局・税務署における実務の担当者から、宗教法人に関係の深

い所得税や法人税等の税務処理における注意事項等について説
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明。 

講義 V「登録免許税の非課税証明等」（仮） 

・開催県における実務の担当者から、事務手続及び留意点等につい

て説明。 

【２日目】 

１．講義「宗教法人の会計・税務及び宗教法人特有の会計税務処理」 

２．会計演習「宗教活動会計と収益事業会計の記帳から計算書類作

成まで」 

・宗教法人の会計・税務処理について豊富な経験のある税理士法人

から、日常の会計処理の基本知識、会計書類の作成や税額の計算

方法等について解説。 

令和６年度開催実績 

 開催地区 開催地・説明年月 主催（共催） 

北海道・東北 

(北海道、青森、岩手、宮城、

秋田、山形、福島) 

(岩手県) 

令和６年 11月 

文化庁及び 

岩手県 

関東甲信越静 

(茨城、栃木、群馬、埼玉、

千葉、東京、神奈川、新潟、

山梨、長野、静岡) 

(神奈川県) 

令和６年９月 

 

文化庁及び 

神奈川県 

(群馬県) 

令和６年 10月 

文化庁及び 

群馬県 

近畿・中部 

(富山、石川、福井、岐阜、

愛知、三重、滋賀、京都、大

阪、兵庫、奈良、和歌山)  

(福井県) 

令和６年 10月 

文化庁及び 

福井県 

(奈良県) 

令和６年 11月 

文化庁及び 

奈良県 

中国・四国 

(鳥取、島根、岡山、広島、

山口、徳島、香川、愛媛、高

知) 

(高知県) 

令和６年 10月 

文化庁及び 

高知県 

(島根県) 

令和６年 11月 

文化庁及び 

島根県 

九州 

(福岡、佐賀、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島、沖縄) 

(鹿児島県) 

令和６年 10月 

文化庁及び 

鹿児島県 

(長崎県) 

令和６年 11月 

文化庁及び 

長崎県 

研修内容 

【１日目】 

講義 I「宗教法人の管理運営について」 
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・文化庁から、規則変更の手続や財産処分等の管理運営における留

意点について説明。 

講義 II「宗教法人の公益性について」 

・公益財団法人日本宗教連盟から、その活動内容等について説明。 

講義 III「不当寄附勧誘防止法等について」 

・消費者庁から、令和５年１月に施行された不当寄附勧誘防止法の

概要等について説明。 

講義 IV「税務の基礎知識」 

・国税局・税務署における実務の担当者から、宗教法人に関係の深

い所得税や法人税等の税務処理における注意事項等について説

明。 

講義 V「登録免許税の非課税証明等」（仮） 

・開催県における実務の担当者から、事務手続及び留意点等につい

て説明。 

【２日目】 

１．講義「宗教法人の会計・税務及び宗教法人特有の会計税務処理」 

２．会計演習「宗教活動会計と収益事業会計の記帳から計算書類作

成まで」 

・宗教法人の会計・税務処理について豊富な経験のある税理士法人

から、日常の会計処理の基本知識、会計書類の作成や税額の計算

方法等について解説。 

 

ウ 法人向け不当寄附勧誘防止法説明会の開催（消費者庁主催） 

本説明会は、消費者庁主催の下、あらゆる法人等を対象として、不当寄

附勧誘防止法について説明を行ったものである。令和５年度は、委託事業

により実施し（図表２－５）、令和６年度は、消費者庁新未来創造戦略本

部の協力により実施した。 
 

（ア）目的 

消費者庁において、寄附を募るあらゆる法人等に法の理解を促進す

るため、全国各地で不当寄附勧誘防止法についての説明会を開催し、法

の周知・啓発に取り組むことを主たる目的として実施したものである。

その際、法の配慮義務及び禁止規定は、社会通念上、不当な勧誘行為と

考えられるものに限っているにもかかわらず、法人等の中には、寄附の

勧誘に際して、法に抵触するのではないかといった漠然とした不安を

抱いている法人等が存在することも鑑み、本事業の実施を通じて、正当
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な寄附勧誘を行う法人等の不安や懸念が解消されることを目指すこと

とした。 

あわせて、不当寄附勧誘防止法に係る啓発資料を本説明会において

配布することで法人等に法の理解を促すとともに、本説明会に係る参

加者の理解度を調査、分析するなどし、法に係る今後の周知・啓発の検

討に活用することも目的とした。 

 
（イ）開催実績及び説明内容 

令和５年度における本説明会は、令和６年２月から同年３月にかけ

て、大阪・福岡・東京の３か所において開催した上、東京会場では会場

参加とオンライン配信とのハイブリット形式とすることで、全国の法

人等が参加可能な形式で実施した。また、令和６年度における本説明会

は、令和７年３月に消費者庁新未来創造戦略本部（徳島）において開催

した上、会場参加とオンライン配信とのハイブリット形式とすること

で、全国の法人等が参加可能な形式で実施した。各地の開催実績及び説

明内容の詳細は図表２－６のとおりである。 

 
【図表２－５】法人向け不当寄附勧誘防止法説明会の開催案内（令和５年度） 
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【図表２－６】法人向け不当寄附勧誘防止法説明会の開催実績及び説明内容 

大阪会場（不当寄附勧誘防止法説明会 2024in 大阪） 

 開催年月 会場 参加人数（主な属性） 

令和６年２月 大阪府大阪市 32 名（学校法人、公益法

人、病院等） 

プログラム 

１．開会挨拶：消費者庁審議官 

２．基調講演「法人等が寄附を募る際に注意しなければならない

こと」～不当寄附勧誘防止法のキホン～ 法律の背景と目

的、今後の課題について 

本村 健太郎 氏（弁護士） 

３．質疑応答 

４．消費者庁からの説明「不当寄附勧誘防止法について」 

５．質疑応答 

６．閉会 

福岡会場（不当寄附勧誘防止法説明会 2024in 福岡） 

 開催年月 会場 参加人数（主な属性） 

令和６年２月 福岡県福岡市 20名（学校法人、NPO法人、

公益法人、病院等） 

プログラム 

１．開会挨拶：消費者庁審議官 

２．基調講演「法人等が寄附を募る際に注意しなければならない

こと」～不当寄附勧誘防止法のキホン～ 法律の背景と目

的、今後の課題について 

本村 健太郎 氏（弁護士） 

３．質疑応答 

４．消費者庁からの説明「不当寄附勧誘防止法について」 

５．質疑応答 

６．閉会 

東京会場（不当寄附勧誘防止法説明会 2024in 東京） 

 開催年月 会場 参加人数（主な属性） 

令和６年３月 東京都中央区 

及びオンライン配

信 

会場：38名 

オンライン：391名 

（学校法人、NPO法人、公

益法人、株式会社等） 
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プログラム 

１．開会挨拶：消費者庁審議官 

２．基調講演「法人等が寄附を募る際に知っておくべきことにつ

いて」 

八代 英輝 氏（元裁判官・国際弁護士・武蔵野大学客員教授） 

３．質疑応答 

４．消費者庁からの説明「不当寄附勧誘防止法について」 

５．質疑応答 

６．閉会 

徳島会場（不当寄附勧誘防止法説明会 2025in 徳島） 

 開催年月 会場 参加人数（主な属性） 

令和７年３月 

 

徳島県徳島市（消費

者庁新未来創造戦

略本部） 

及びオンライン配

信 

会場：18名 

オンライン：176名 

（学校法人、NPO法人、公

益法人、病院、独立行政法

人等） 

プログラム 

１．開会挨拶：消費者庁審議官 

２．消費者庁からの説明「不当寄附勧誘防止法について」 

３．質疑応答 

４．閉会 

  

（ウ）効果 

令和５年度の本説明会においては、全ての会場の参加者を対象に、説

明会実施後の満足度についてアンケート形式で調査した。 

当該アンケートの回答者は、各会場合計 315名であったところ、「今

回の説明会で、不当寄附勧誘防止法への理解が深まりましたか。」との

質問に対し、「大変理解が深まった」、「理解が深まった」と回答した者

の割合は 99パーセントとなっていることから、本説明会の開催により

一定の周知効果があったものと考えられる。 

また、令和６年度も同様にアンケート調査を実施しており、回答者が

計 106名であったところ、「今回の説明会で、不当寄附勧誘防止法への

理解が深まりましたか。」との質問に対し、「大変理解が深まった」、「理

解が深まった」と回答した者の割合は 97パーセントとなっており、引

き続き一定の効果があったものと考えられる（図表２－７）。 
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【図表２－７】法人向け不当寄附勧誘防止法説明会のアンケート結果（抜粋） 
（令和５年度：315名の回答） 

Ｑ．今回の説明会で、不当寄附勧誘防止法への理解が深まりましたか。 

 

（令和６年度：106名の回答） 

Ｑ．今回の説明会で、不当寄附勧誘防止法への理解が深まりましたか。 

 

 

エ 私立大学職員を対象とした説明会への講師派遣（オンライン） 

一般社団法人日本私立大学連盟及び日本私立大学協会がそれぞれ主催

する、当該団体の加盟大学職員向けの説明会において、消費者庁から講師

を派遣し、当該説明会の出席者に対し、不当寄附勧誘防止法の概要等につ

いてオンラインで説明した。その実績は図表２－８のとおりである。 
 
 
 
 
 

36%

63%

1%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大変理解が深まった

理解が深まった

理解の状況は変わらない

あまり理解が深まらなかった

全く理解が深まらなかった

無回答

61%

36%

3%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大変理解が深まった

理解が深まった

理解の状況は変わらない

あまり理解が深まらなかった

全く理解が深まらなかった

無回答



 18  
 

【図表２－８】私立大学職員を対象とした説明会への講師派遣実績 

時期 主催 説明内容 

令和６年 10月 一般社団法人日本

私立大学連盟 

不当寄附勧誘防止法と私立大学 

令和６年 10月 日本私立大学協会 不当寄附勧誘防止法の概要及び

学校法人における留意点につい

て 

 

（３）個人向けの主な取組 

ア 周知・啓発用チラシの公表 

令和５年１月５日に改正消費者契約法や不当寄附勧誘防止法の一部規

定等が施行されたことを踏まえ、同日、消費者契約法等の改正内容を含む

周知・啓発用チラシ（図表２－９）を、消費者庁、独立行政法人国民生活

センター（以下「国民生活センター」という。）及び日本司法支援センタ

ー（以下「法テラス」という。）の連名で、消費者庁ウェブサイト上に公

表している。 

 

【図表２－９】周知・啓発用チラシ 
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イ 政府広報との連携 

政府広報と連携し、不当寄附勧誘防止法について、30 秒間の周知用動

画 16の配信（図表２－10）、解説記事 17の掲載（図表２－11）及び検索サ

イト等におけるバナー広告の配信（図表２－12）を行っている。 

30 秒間の周知用動画では、個人向けに周知すべき重要なポイントとし

て、不当寄附勧誘防止法に係る「注意すべき不当な勧誘」、「禁止されてい

る勧誘行為」、「寄附の取り消しができる勧誘行為」及び相談窓口等の説明

を行っている。 
解説記事では、政府広報ウェブサイト上の「お金・消費のトラブル」カ

テゴリー内において、「不当な寄附勧誘行為は禁止！霊感商法等の悪質な

勧誘による寄附や契約は取り消せます」と題し、個人向けに分かりやすい

用語を用いて、勧誘事例を含む不当寄附勧誘防止法の各規定等について、

具体的な説明を行っている。 
検索サイト等におけるバナー広告については、広告をクリックすると

前記解説記事にアクセスできるものとなっている。 
 

【図表２－10】政府広報①：30秒間の周知用動画（令和５年４月配信） 

 

 
16 令和７年４月に配信終了。 
17 https://www.gov-online.go.jp/useful/article/202303/1.html  

 

https://www.gov-online.go.jp/useful/article/202303/1.html
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【図表２－11】政府広報②：解説記事（抜粋）（令和６年７月最終更新） 

 

 
【図表２－12】政府広報③：バナー広告 
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ウ 周知用ポスターの公表及び関係機関における掲示 

消費者庁において、委託事業により不当寄附勧誘防止法の周知用ポス

ター（図表２－13）を作成し、令和５年 10月に消費者庁ウェブサイト上

で公表している。 
 

【図表２－13】周知用ポスター 
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（ア）関係機関等への配布実績 

個人向けに幅広い周知を実施するため、周知用ポスターを作成・公表

した令和５年度において、図表２－14 のとおり、各関係機関（全国の

大学（国立、公立、私立）や警察、消費生活センター等）に当該ポスタ

ーを配布し、掲示を依頼した。 

 

【図表２－14】周知用ポスターの関係機関等への配布実績（令和５年度実施） 

機関種別 機関数 合計配布枚数 

関係府省庁等 22 106 

都道府県 47 470 

政令指定都市 20 200 

東京特別区 23 230 

市町村 1,698 8,940 

都道府県警察本部 47 1,300 

中央公民館 1,741 17,410 

法テラス 63 315 

国立大学 86 430 

公立大学 115 575 

私立大学 628 6,280 

私立大学（短大） 289 1,445 

関係団体等 36 185 

   

（イ）東京メトロ駅構内への掲示 

委託事業により、東京メトロ各駅構内において周知用ポスターの掲

示を行った。その実績は図表２－15のとおりである。 

 

【図表２－15】周知用ポスターの東京メトロ駅構内への掲示実績 

実施時期 枚数 

令和５年 11月 160 

令和６年 11月 160 

 

エ 広報動画・啓発動画の公表及び動画広告の配信 

消費者庁において、広告配信に係る委託事業を実施するに当たり、15秒

間の広報動画及び啓発動画（図表２－16）を、令和６年３月及び令和７年

３月に消費者庁ウェブサイト上でそれぞれ公表している。 
その後、ソーシャルメディア、交通広告等のデジタル広告を総合的に活
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用し、不当寄附勧誘防止法を広く国民に周知するとともに、その理解の促

進を図ることを目的として、令和５年度及び令和６年度にそれぞれ委託

事業により、各種デジタル広告媒体において当該動画の広告を配信した。

詳細は図表２－17のとおりである。 
 

【図表２－16】不当寄附勧誘防止法の広報動画・啓発動画（抜粋） 

広報動画「不当な寄附の勧誘に心当たりがあれば連絡を」（令和６年３月公

表） 

 

啓発動画「この寄附勧誘、ヤバくない？」（令和７年３月公表） 

 

 

【図表２－17】動画広告の配信実績 

令和５年度 

 広告媒体 実施時期 配信実績 

YouTube 令和６年 

３月 

視聴回数約 680,000回達成 

Tokyo Metro Vision 同上 東京メトロで１週間実施 

JR西日本 WESTビジョン 同上 JR西日本で１週間実施 

Osaka Metroトレビジョン 同上 Osaka Metroで１週間実施 

コンビニ POSレジ画面 同上 13,904店舗で１週間実施 

令和６年度 

 広告媒体 実施時期 配信実績 

YouTube 令和７年 

３月 

視聴回数約 690,000回達成 
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TVer 同上 視聴回数約 240,000回達成 

Tokyo Metro Vision 同上 東京メトロで１週間実施 

JR西日本 WESTビジョン 同上 JR西日本で１週間実施 

Keihanビジョン 同上 京阪電鉄で１週間実施 

近鉄アドレールビジョン 同上 近畿日本鉄道で１週間実施 

北大阪急行車内ビジョン 同上 北大阪急行で１週間実施 

（備考）令和５年度は、全ての媒体で広報動画「不当な寄附の勧誘に心当たりがあれば連絡

を」を配信。令和６年度は、YouTube 及び TVer のみ啓発動画「この寄附勧誘、ヤ

バくない？」を、その他の広告媒体では広報動画「不当な寄附の勧誘に心当たりが

あれば連絡を」をそれぞれ配信。 

 

オ 社会福祉協議会関係者向けのメールニュースへの寄稿 

社会福祉法人全国社会福祉協議会の協力の下、同法人が社会福祉協議

会関係者向けに定期的に発行しているメールニュースに寄稿し、高齢者

を見守る方々へ向けた法の周知を図った。 

具体的には、令和６年７月 30日発行分のメールニュースに、「高齢者へ

の不当な寄附の勧誘被害にご注意ください！～『法人等による寄附の不

当な勧誘の防止等に関する法律』について～」と題した通知文を寄稿した。

その内容としては、法の概要について簡潔に説明するとともに、周りの方

が不当な寄附の勧誘被害を受けているかもしれないという場面に遭遇し

た場合には消費者庁ウェブフォームや相談窓口まで連絡いただきたい旨、

高齢者を見守る方々へ周知していただくよう協力を依頼したものとなっ

ている。 

 

カ 不当寄附勧誘防止法の解説動画の公表 

消費者庁において、不当寄附勧誘防止法の各規定について解説をする

ための動画（以下「解説動画」という。）を委託事業により作成し、令和

７年２月に消費者庁ウェブサイト上で公表している（図表２－18）18。本

解説動画については、多様な周知・啓発の機会に活用することで、法の理

解の促進を図ることを目的としている。 
なお、本解説動画は、消費者庁において作成・公表している「『消費者

力』育成・強化教材」との関係（詳細は後述（イ）参照）から、同教材の

在り方を踏まえて作成している。 
 

 
18 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/movie_004   

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/movie_004
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【図表２－18】不当寄附勧誘防止法の解説動画（抜粋） 

 

  

 
（ア）内容 

解説動画では、個人向けに周知すべき不当寄附勧誘防止法の各規定

について余すことなく解説するとともに、「消費者力」の重要性や相談

窓口及び通報窓口の案内をするなど、法の解説にとどまらない内容も

含む構成としている。また、学生等の社会生活上の経験が乏しい個人等

にも分かりやすく解説するため、法律用語にこだわらず、平易な表現を

用いている。構成内容の詳細は図表２－19のとおりである。 

 

【図表２－19】解説動画の構成内容 

項目 内容 

法の概説 ・不当寄附勧誘防止法とは？ 

・規制対象と保護対象 

・寄附とは？ 

規制の内容 ・不当な寄附勧誘行為（禁止行為及び配慮義務） 

・勧誘事例 

取消権等 ・取消権 

・債権者代位権の特例 

その他 ・「消費者力」の重要性 

・相談窓口の案内 

・通報窓口の案内 
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（イ）「消費者力」の育成・強化との関係 

「消費者力」19の育成・強化については、図表２－20 のとおり、「霊

感商法等の悪質商法への対策検討会 20」や「「旧統一教会」問題関係省

庁連絡会議 21」において、消費者被害の未然防止のための消費者教育の

取組強化が指摘されたことを踏まえ、令和４年 12月以降、消費者教育

推進会議の下に設置された「消費者力」育成・強化ワーキングチームに

おいて、「消費者力」の整理や「消費者力」を効果的に身に付けるため

の教材・方策について検討がなされたものである。 

これらの経緯から、不当寄附勧誘防止法の周知・啓発は「消費者力」

の育成・強化と連動して実施できることが望ましいと考えられるとこ

ろ、同ワーキングチームの取りまとめにおいては、当該教材の構成イメ

ージが具体的に示されており、解説動画の作成に当たっては、当該構成

イメージを参考にした 22。 

 

  

 
19 悪質商法等による被害を未然防止するために消費者自身が実践する力として、①違和感
に「気づく力（批判的思考力）」、②きっぱりと「断る力」、③一人で抱えず「相談する力」
の３つが基本的な「消費者力」として考えられる。 
20 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/meeting_materials/review_meeting_007   
21 https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken03_00150.html  
22 https://www.caa.go.jp/policies/council/cepc/other/assets/consumer_education_203_231011_01.pdf  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/meeting_materials/review_meeting_007
https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken03_00150.html
https://www.caa.go.jp/policies/council/cepc/other/assets/consumer_education_203_231011_01.pdf
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【図表２－20】不当寄附勧誘防止法の周知・啓発と「消費者力」育成・強化の関係 

 

 

＜参考：体験型教材「鍛えよう、消費者力 気づく・断る・相談する」＞ 

消費者庁では、消費者教育推進会議の下に設置された「消費者力」育成・強

化ワーキングチームによる取りまとめを踏まえ、幅広い世代を対象に、気づく

（批判的思考）・断る・相談する・働きかける等被害防止に必要な実践的な消

費者力を育成・強化することを目的とする体験型教材を開発し、令和６年４月

に公表した。 
体験型教材では、世代ごとに遭いやすいトラブル事例をもとにした動画や

マンガ、授業や講座で活用する際の参考となる教材活用ガイドや投影用スラ

イド、授業・講座展開例等を用意している。 
臨場感のある VR動画では、「自分ごと」として学ぶことができるように、被

害者目線でトラブルを疑似体験できる「事例 VR動画」のほかに、対処法を考

え振り返る「復習動画」、勧誘等の具体的な手口や気づくべきポイント、断り

方等を学ぶことができる「解説動画」を用意している。 

「偽装サークル」のケースでは、大学生の主人公がキャンパスで、親しくな

った先輩に声をかけられサークルの見学に行ったところ、セミナー合宿に誘

われるが、合宿では、高額な教材の購入を迫られ、仲間に引き入れられていく

様子を扱っている。 

体験型教材、VR 動画等の詳しい内容については、体験型教材「鍛えよう、
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消費者力 気づく・断る・相談する」特設サイトを参照いただきたい 23。また、

図表２－21のとおり啓発ポスターも作成しており、こちらも参照されたい。 

 

【図表２－21】啓発ポスター「体験型教材『鍛えよう、消費者力 気づく・断

る・相談する』」 

 

 

 
23 https://www.kportal.caa.go.jp/shohisha-ryoku/  

https://www.kportal.caa.go.jp/shohisha-ryoku/
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キ 不当寄附勧誘防止法パンフレット「あなたやご家族が寄附の強引な

勧誘に困っていませんか？」の公表 

消費者庁において、不当な寄附勧誘を受けていないか自己チェックを

した上で、不当寄附勧誘防止法の各規定について知ることができるパン

フレット「あなたやご家族が寄附の強引な勧誘に困っていませんか？」

（図表２－22）（以下「パンフレット」という。）を作成し、令和７年２月

に消費者庁ウェブサイト上で公表している 24。 
 
【図表２－22】パンフレット（抜粋） 

 

 
24 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_250214_02.pdf   

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/assets/consumer_policy_cms213_250214_02.pdf
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また、個人向けに幅広い周知を実施するため、パンフレットを作成・公

表した令和６年度において、図表２－23 のとおり、全国の大学（国立、

公立、私立）や警察、消費生活センター等の関係機関に当該パンフレット

を配布した。 
 

【図表２－23】パンフレットの関係機関等への配布実績（令和６年度実施） 

機関種別 機関数 合計配布部数 

都道府県 47 2,350 

政令指定都市 20 1,000 

東京特別区 23 1,150 

市町村 1,698 84,900 

各警察本部及び各警察署 1,200 24,000 

中央公民館 1,603 79,505 

法テラス 66 1,870 

国立大学 86 4,300 

公立大学 115 5,750 

私立大学 626 31,300 

私立大学（短大） 287 14,350 

日本弁護士連合会及び各弁護士会 53 2,650 

関係団体等 37 1,850 
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第３章．寄附に関する情報の受付状況 
 

（１）情報を収集するための３つの窓口 

消費者庁においては、不当寄附勧誘防止法を適切かつ着実に運用してい

くため、法の行政措置等に係る規定が施行された令和５年４月１日に合わ

せて消費者庁ウェブサイト上に消費者庁ウェブフォームを開設するととも

に、国民生活センター及び全国の消費生活センター等において受け付けた

相談のうち、寄附に関係するものの情報及び法務省大臣官房司法法制部か

ら「霊感商法等対応ダイヤル（法テラス）」において受け付けた相談のうち、

寄附に関係するものの情報を収集し、法第３条の不遵守並びに第４条及び

第５条の違反が疑われる情報（以下「嫌疑情報」という。）の収集について

万全を期している。これら３つの窓口の概要については、図表３－１のとお

りである。 

 

【図表３－１】３つの窓口の概要 

 
 

（２）各窓口の特性 

嫌疑情報を収集するために運用又は活用している３つの窓口については、

次のとおりの特性を有している。 
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ア 消費者庁ウェブフォーム 

消費者庁ウェブフォームについては、消費者庁ウェブサイト上に開設

した専用フォームであり、インターネットにアクセスできる環境があれ

ば 24時間 365日情報提供が可能である（図表３－２及び図表３－３）25。 

また、インターネットの使用が不慣れな方にも適切に対応するため、郵

送によっても情報を受け付けている。 

 

【図表３－２】情報提供ページ 26（消費者庁ウェブサイト） 

 

 
25 https://contact.caa.go.jp/donation_solicitation/webform-001.html  
26 https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/inquiry  

https://contact.caa.go.jp/donation_solicitation/webform-001.html
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/donation_solicitation/inquiry
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【図表３－３】消費者庁ウェブフォーム 

・注意事項、個人情報の取扱い 
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 ・入力画面 
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・入力画面（続き） 
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・入力画面（続き） 
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イ 全国の消費生活センター等 

    全国の消費生活センター等から収集している情報（「国民生活センター

から提供された情報」をいう。）については、消費者ホットライン「１８

８」（図表３－４）などを通じて都道府県等に設置された消費生活相談窓

口が受け付けた、商品やサービスなど消費生活全般に関する苦情や問合

せなどのうち、寄附に関係するものである（個人情報を除く。）。 

    具体的には、国民生活センターと全国の消費生活センター等をネット

ワークで結び、消費者から消費生活センター等に寄せられる消費生活に

関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行うシステムである

「全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET：Practical Living 

Information Online Network System）」（以下「PIO-NET」という。）に登

録された情報のうち、寄附に関係する相談情報の提供を受けている。 

    

【図表３－４】消費者ホットラインの画像広告 

 

 

ウ 霊感商法等対応ダイヤル 

    霊感商法等対応ダイヤル（図表３－５）からの情報については、法テラ

スが相談窓口情報を案内するために受け付けた、霊感商法を始めとする

金銭トラブル、心の悩み、家族の悩み、児童虐待、修学、生活困窮など、

「旧統一教会」問題やこれと同種の問題に関係する相談のうち、寄附に関

係するものである（個人情報を除く。）。 
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【図表３－５】霊感商法等対応ダイヤルのチラシ 
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（３）受付情報件数の推移 

ア 窓口別の受付情報件数 

消費者庁ウェブフォームに寄せられた情報（文書等による情報提供も

含む。）並びに国民生活センター、全国の消費生活センター等（以下「全

国の消費生活センター等」という。）及び霊感商法等対応ダイヤルに寄せ

られた相談等のうち、寄附に関係する情報として提供を受けた情報（以下

「受付情報」という。）については、寄附勧誘対策室員が当該情報を確認

した日付をもって全件を受け付けている 27。 

受付情報の窓口別件数の推移については、図表３－６及び図表３－７

のとおりであり、情報収集を開始した直後の 2023年度上半期は、消費者

庁が 204 件（全体に占める割合 25.2 パーセント）、全国の消費生活セン

ター等が 404件（同 49.9パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが 201件

（同 24.8 パーセント）であり、同年度下半期は、消費者庁が 59 件（同

6.6パーセント）、全国の消費生活センター等が 527件（同 59.1パーセン

ト）、霊感商法等対応ダイヤルが 306 件（同 34.3 パーセント）であった
28。 

また、2024 年度上半期は、消費者庁が 51 件（同 7.3 パーセント）、全

国の消費生活センター等が 464 件（同 66.4 パーセント）、霊感商法等対

応ダイヤルが 184件（同 26.3パーセント）であり、同年度下半期は、消

費者庁が 68 件（同 13.5 パーセント）、全国の消費生活センター等が 286

件（同 57パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが 148件（同 29.5パー

セント）であった。 

全ての期の累計は、受付情報の総件数 2,902件のうち消費者庁が 382件

（同 13.2 パーセント）、全国の消費生活センター等が 1,681 件（同 57.9

パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが 839件（同 28.9パーセント）で

あった。 

 

 

   

 
27 受付情報の件数については、消費者庁において受け付けた年月に属しているため、情報
提供者又は相談者が実際に情報提供（相談）を行った年月日及び情報提供又は相談に係る事
案が発生した年月日とは異なり、寄附に関係するトラブルの発生時期を表すものではない。 
 また、１件の情報に複数の事案が含まれている場合であっても、１件として計上している。 
28 本稿において、「上半期」とは当該年度の４月１日～９月 30 日までの期間を指しており、
「下半期」とは当該年度の 10 月１日～３月 31 日までの期間を指している。 
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【図表３－６】窓口別受付情報件数の推移 

 

 

【図表３－７】窓口別受付件数の推移 

 
 

イ 事件の受理 

（ア）概要 

受付情報については、寄附勧誘対策室長以下同室員の複層的な確認

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

89 96 156 183 159 126 133 170 157 151 136 145

44 30 41 40 38 11 204 (25.2%) 10 13 9 7 7 13 59 (6.6%) 263 (15.5%)

13 27 84 95 103 82 404 (49.9%) 64 82 76 104 100 101 527 (59.1%) 931 (54.7%)

32 39 31 48 18 33 201 (24.8%) 59 75 72 40 29 31 306 (34.3%) 507 (29.8%)

3 29 19 7 4 8 3 9 5 3 4 3

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

166 143 89 91 83 127 68 90 61 124 71 88

14 5 9 7 5 11 51 (7.3%) 9 8 7 9 14 21 68 (13.5%) 119 (9.9%) 382 (13.2%)

126 88 53 57 78 62 464 (66.4%) 36 61 54 64 34 37 286 (57.0%) 750 (62.4%) 1,681 (57.9%)

26 50 27 27 0 54 184 (26.3%) 23 21 0 51 23 30 148 (29.5%) 332 (27.6%) 839 (28.9%)

6 2 2 6 2 3 4 8 2 2 3 421 23 44 141

（備考）
・「消費者庁」は、消費者庁ウェブフォーム、書面及び庁内他の窓口により受け付けた情報等の合計件数。
・「全国の消費生活センター等」の受付件数は、PIO-NETに2025年2月28日までの登録分。
・「霊感商法等対応ダイヤル」の受付が無い月については、事務手続上の都合により翌月にまとめて受け付けたもの。

消費者庁

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

受理件数

受付件数 699 502 1,201 2,902

累計
計上半期 下半期

2024年度

受理件数 70 27 97

受付件数 809 892 1,701

消費者庁

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

2023年度

計上半期 下半期
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により一件一件内容を吟味し、嫌疑情報と認めたときは、当該情報の内

容から寄附の勧誘の時期が明らかに法の施行日よりも前のもの 29であ

ると判別できる場合を除き、調査対象の事件として「受理」の手続を行

い、受理年月日を始め処理及びその他事務の取扱状況を管理している。

こうした情報の受付及び受理の概要については、図表３－８のとおり

である。 

 

【図表３－８】受付・受理の概念 

 

 

（イ）受理件数の推移 

月別の受理件数については、図表３－９及び図表３－10 のとおり、

2023 年４月１日に寄附勧誘対策室が発足し、調査体制が確立された直

後の同年５月は 29 件、６月は 19 件と二桁の件数を受理したものの、

その後は各月２件から９件の間の件数で推移している。 

窓口別の受理件数については、情報収集を開始した直後の 2023年度

上半期は、消費者庁が 13件（全体に占める割合 18.6パーセント）、全

国の消費生活センター等が 33件（同 47.1パーセント）、霊感商法等対

応ダイヤルが 24件（同 34.3パーセント）であり、同年度下半期は、消

費者庁が 16件（同 59.3パーセント）、全国の消費生活センター等が 10

 
29 関連する消費者契約法の一部を改正する法律(平成 30 年法律第 54 号)の施行日（令和元
年６月 15 日）を一つの基準としつつ、情報内容に応じて積極的に受理している。 

受付

不当寄附勧誘防止法第３条の不遵守
もしくは

第４条又は第５条の違反が疑われる情報

霊感商法等
対応ダイヤル

全国の
消費生活センター等

消費者庁
ウェブフォーム等

受理

「寄附」が関係する
相談・苦情

「寄附」に関する
相談

・寄附の不当勧誘に係る情報
・その他（全ての書込）
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件（同 37パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが１件（同 3.7パーセ

ント）であった。 

また、2024 年度上半期は、消費者庁及び全国の消費生活センター等

が各 10件（同各 47.6 パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが１件（同

4.8パーセント）であり、同年度下半期は、消費者庁及び全国の消費生

活センター等が各９件（同各 39.1パーセント）、霊感商法等対応ダイヤ

ルが５件（同 21.7パーセント）であった。 

全ての期の累計は、全体で 141 件のうち消費者庁が 48 件（同 34 パ

ーセント）、全国の消費生活センター等が 62件（同 44パーセント）、霊

感商法等対応ダイヤルが 31件（同 22パーセント）であった。 

      

【図表３－９】窓口別受理件数の推移 

 

 

【図表３－10】窓口別受理件数の推移 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

3 29 19 7 4 8 3 9 5 3 4 3

3 3 1 1 1 4 13 (18.6%) 0 9 3 0 3 1 16 (59.3%) 29 (29.9%)

0 7 15 5 3 3 33 (47.1%) 3 0 2 3 0 2 10 (37.0%) 43 (44.3%)

0 19 3 1 0 1 24 (34.3%) 0 0 0 0 1 0 1 (3.7%) 25 (25.8%)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

6 2 2 6 2 3 4 8 2 2 3 4

2 1 1 4 0 2 10 (47.6%) 3 2 2 0 2 0 9 (39.1%) 19 (43.2%) 48 (34.0%)

4 1 1 2 2 0 10 (47.6%) 0 6 0 1 1 1 9 (39.1%) 19 (43.2%) 62 (44.0%)

0 0 0 0 0 1 1 (4.8%) 1 0 0 1 0 3 5 (21.7%) 6 (13.6%) 31 (22.0%)

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

消費者庁

累計
上半期 下半期 計

受理件数 21 44 14123

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

2024年度

消費者庁

受理件数 70 27 97

2023年度

上半期 下半期 計
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（ウ）窓口別の受理率 

     受付情報に対する各窓口別の受理状況については、図表３－11 のと

おり、2023年度上半期は、消費者庁が受付情報 204件に対して受理 13

件（受理率 6.4パーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 404

件に対して受理 33 件（同 8.2 パーセント）、霊感商法等対応ダイヤル

が受付情報 201 件に対して受理 24 件（同 11.9 パーセント）であり、

同年度下半期は、消費者庁が受付情報 59件に対して受理 16件（同 27.1

パーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 527件に対して受

理 10件（同 1.9パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが受付情報 306

件に対して受理１件（同 0.3パーセント）であった。 

     また、2024年度上半期は、消費者庁が受付情報 51件に対して受理 10

件（同 19.6パーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 464件

に対して受理 10 件（同 2.2 パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが

受付情報 184 件に対して受理 1 件（同 0.5 パーセント）であり、同年

度下半期は、消費者庁が受付情報 68 件に対して受理９件（同 13.2 パ

ーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 286件に対して受理

９件（同 3.1パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが受付情報 148件

に対して受理５件（同 3.4パーセント）であった。 

全ての期の累計は、消費者庁が受付情報 382 件に対して受理 48 件

（同 12.6パーセント）、全国の消費生活センター等が受付情報 1,681件

に対して受理 62 件（同 3.7 パーセント）、霊感商法等対応ダイヤルが

受付情報 839件に対して受理 31件（同 3.7パーセント）であった。 

 

【図表３－11】窓口別の受理率 

 

受付 受付 受付

204 13 〈6.4%〉 59 16 〈27.1%〉 263 29 〈11.0%〉

404 33 〈8.2%〉 527 10 〈1.9%〉 931 43 〈4.6%〉

201 24 〈11.9%〉 306 1 〈0.3%〉 507 25 〈4.9%〉

809 70 〈8.7%〉 892 27 〈3.0%〉 1,701 97 〈5.7%〉

受付 受付 受付 受付

51 10 〈19.6%〉 68 9 〈13.2%〉 119 19 〈16.0%〉 382 48 〈12.6%〉

464 10 〈2.2%〉 286 9 〈3.1%〉 750 19 〈2.5%〉 1,681 62 〈3.7%〉

184 1 〈0.5%〉 148 5 〈3.4%〉 332 6 〈1.8%〉 839 31 〈3.7%〉

699 21 〈3.0%〉 502 23 〈4.6%〉 1,201 44 〈3.7%〉 2,902 141 〈4.9%〉

計

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

全体

下半期 計

受理〈率〉 受理〈率〉 受理〈率〉

2024年度

上半期
累計

受理〈率〉

消費者庁

消費者庁

全国の消費生活センター等

霊感商法等対応ダイヤル

全体

受理〈率〉 受理〈率〉 受理〈率〉

2023年度

上半期 下半期
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第４章．嫌疑情報に対する調査の状況 
 

（１）事件の調査及び処理 

受理した事件については、寄附勧誘対策室長以下の調査員によって、情報

の内容をきめ細かく吟味した上で調査方針を確立し、 

   ・ 情報提供者、被勧誘者等からの事情聴取 

   ・ 嫌疑法人等に関する情報収集（存在確認、代表者の人定特定） 

   ・ 不当な勧誘行為の事実の特定 

   ・ 勧誘を行った者の特定 

  など、嫌疑事実の裏付けに必要な証拠の収集を行った上で、法と証拠に基づ

いて嫌疑法人に対する勧告等の行政措置の要否を組織的に判断している 30。 

そして、調査の結果、法第６条又は第７条の規定に基づく勧告若しくは第

７条の規定に基づく命令を行うための要件を満たさないものについては、

図表４－１に示す区分に従い事件を処理している。 

 

【図表４－１】事件処理の区分 

号 区分 主文 

第 1 号 対象法人等が消滅した場合 法人等消滅 

第２号 調査をすることが不可能な場合 調査不能 

第３号 同一の事件につき既に事件処理決定がある場合 事件処理済み 

第４号 
事実につき法の施行前によるものであるものと

認められる場合 

不当寄附勧誘防止

法適用対象外 

（法施行前事案） 

第５号 
法人等による不当な寄附の勧誘に係る事実が認

められない場合 
嫌疑なし 

第６号 

法第６条第１項若しくは法第７条第２項に規定

する勧告、又は同条第３項に規定する命令をする

ための要件を満たしていないと認められる場合 

法令要件不充足 

第７号 

法第６条第１項若しくは法第７条第２項に規定

する勧告、又は同条第３項に規定する命令をする

ことについて、これを猶予する場合 

勧告（命令）猶予 

 
30 寄附勧誘対策室については、消費者庁の職員のほかに検察庁、警察庁からの出向者も職
員として含まれており、適切に法を運用するための体制が整備されている。 
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（２）調査の結果 

ア 公表時における処理区分 

調査の結果については、これまで令和５年度上半期分（令和５年 11月

２日公表）、同年度下半期分（令和６年５月９日公表）、令和６年度上半期

分（令和６年 11月 14日公表）、同年度下半期分（令和７年５月８日公表）

を公表してきたところ（図表４－２）、公表に当たっては、国民に対して

分かりやすく解説する必要性から、決定した処理区分（図表４－１参照）

を図表４－３のとおり５項目に要約することとし、法人等消滅（第１号）、

事件処理済み（第３号）、勧告（命令）猶予（第７号）は、「法施行日前の

事案と認められるもの等」に該当するという整理にしている。 

 

【図表４－２】公表資料（令和６年度下半期分、令和７年５月８日公表） 

 

 

イ 各期の処理件数 
各期における処理件数 31については、図表４－３のとおり、2023 年度

上半期が 43件、同年度下半期が 42件、2024年度上半期が 25件、同年度

下半期が 20件であり、処理区分別でみると 2023年度上半期は、「匿名又

 
31 処理件数は、受付・受理件数に呼応した件数としているため、１件の受付・受理情報の中
に複数の事案が含まれている場合も、処理件数は１件として計上している。 
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は連絡不通等により調査が不能なもの」が 32件（全体に占める割合 74.4

パーセント）と最も多く、次いで「法律施行日前の事案と認められるもの

等」が９件（同 20.9 パーセント）、「寄附の不当勧誘の事実が認められな

いもの」が２件（同 4.7パーセント）であった。 

同年度下半期は、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」が 19

件（同 45.2パーセント）と最も多く、次いで「寄附の不当勧誘の事実が

認められないもの」が 12件（同 28.6パーセント）、「法律施行日前の事案

と認められるもの等」が 11件（同 26.2パーセント）であった。 

2024年度上半期は、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」が

11件（同 44パーセント）と最も多く、次いで「寄附の不当勧誘の事実が

認められないもの」が８件（同 32パーセント）、「法律施行日前の事案と

認められるもの等」が６件（同 24パーセント）であった。 

同年度下半期は、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」が 14

件（同 56パーセント）と最も多く、次いで「寄附の不当勧誘の事実が認

められないもの」が６件（同 24パーセント）であった。 

全ての期の累計は、合計 130件のうち「匿名又は連絡不通等により調査

が不能なもの」が 76件（同 58.5パーセント）と最も多く、次いで「寄附

の不当勧誘の事実が認められないもの」が 28 件（同 21.5 パーセント）、

「法律施行日前の事案と認められるもの等」が 26件（同 20パーセント）

であった。 

 

【図表４－３】処理件数の推移 

 

 

2023年度と 2024年度を比較すると、処理件数の合計は、受理件数の減

少に比例して半減している。 

処理区分別の割合については、「寄附の不当勧誘の事実が認められない
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もの」が 2023 年度の 16.5 パーセントに対して 2024 年度は 31.1 パーセ

ントと増加し、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」は 2023年

度の 60 パーセントに対して 2024 年度は 55.6 パーセントと僅かに減少

し、「法律施行日前の事案と認められるもの等」は 2023年度の 23.5パー

セントに対して 2024年度は 13.3パーセントと減少した。 

 

ウ 嫌疑情報に基づく対象法人等 

（ア）類型の整理 
     調査の対象とした法人等（以下「対象法人等」という。）については、

受理した情報に基づいて法人等の存在確認、法人格の有無など登記等

の確認、代表者の特定、勧誘行為者の特定など所要の調査を行っている

ところ、法の適切な運用に資する情報として、対象法人等の類型につい

て、図表４－４に示す３つの類型に整理した 32。 

 

【図表４－４】対象法人等の類型 

 

（イ）対象法人等の類型別の処理件数 
対象法人等の類型別の処理件数については、図表４－５のとおり、

「宗教団体」が 2023年度上半期は 34件（全体に占める割合 79.1パー

セント）、同年度下半期は 35 件（同 83.3 パーセント）、2024 年度上半

期は 21件（同 84パーセント）、同年度下半期は 18件（同 90パーセン

ト）であり、整理した３項目においては全ての期で割合が最も高い。 

また、「宗教団体以外」は、2023 年度上半期は５件（同 11.6 パーセ

ント）、同年度下半期は５件（同 11.9パーセント）、2024年度上半期は

 
32 対象法人等の類型については、受理した情報の内容を主な根拠として整理・分別してい
るため、消費者庁として対象法人等が嫌疑情報にかかわっていることを客観的事実に基づ
いて認定したものではない。 

 類型 内容 

１ 宗教団体 
宗教法人を始め、自称他称を問わず宗教的

な活動を行っている団体 

２ 宗教団体以外 
企業、財団法人、社団法人、法人格のない任

意団体など 

３ 不明 団体等の名称、種別等が不明なもの 
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１件（同４パーセント）、同年度下半期は１件（同５パーセント）であ

った。 

団体等の名称、種別等が不明なもの（以下「不明」という。）は、2023

年度上半期は４件（同 9.3 パーセント）、同年度下半期は２件（同 4.8

パーセント）、2024年度上半期は３件（同 12パーセント）、同年度下半

期は１件（同５パーセント）であった。 

     全ての期の累計は、計 130 件のうち「宗教団体」が 108 件（同 83.1

パーセント）、「宗教団体以外」は 12 件（同 9.2 パーセント）、「不明」

は 10件（同 7.7パーセント）であった。 

 

【図表４－５】対象法人等の類型別の処理件数 

 

 

（ウ）処理区分別の対象法人等の類型別件数 
各処理区分における対象法人等の類型別件数については、図表４－

６のとおり、「寄附の不当勧誘の事実が認められないもの」について、

2023 年度上半期は、計２件のうち「宗教団体」及び「宗教団体以外」

が各１件（同一処理区分に占める割合各 50パーセント）であり、同年

度下半期は、計 12件のうち「宗教団体」が８件（同 66.7パーセント）、

「宗教団体以外」が３件（同 25 パーセント）、「不明」が１件（同 8.3

パーセント）であった。 

     2024年度上半期は、計８件のうち「宗教団体」が７件（同 87.5パー

セント）、「宗教団体以外」が１件（同 12.5パーセント）であり、同年

度下半期は、計６件のうち「宗教団体」が４件（同 66.7パーセント）、

「宗教団体以外」及び「不明」が各１件（同各 16.7パーセント）であ

った。 

全ての期の累計は、計 28件のうち「宗教団体」が 20件（同 71.4パ

ーセント）、「宗教団体以外」が６件（同 21.4パーセント）、「不明」が

34 (79.1%) 35 (83.3%) 69 (81.2%) 21 (84.0%) 18 (90.0%) 39 (86.7%) 108 (83.1%)

5 (11.6%) 5 (11.9%) 10 (11.8%) 1 (4.0%) 1 (5.0%) 2 (4.4%) 12 (9.2%)

4 (9.3%) 2 (4.8%) 6 (7.1%) 3 (12.0%) 1 (5.0%) 4 (8.9%) 10 (7.7%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

宗教団体

宗教団体以外

不明

13043 42 85 25 20 45計
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２件（同 7.1パーセント）であった。 

  次に、「匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの」について、2023

年度上半期は、計 32件のうち「宗教団体」が 24件（同 75パーセント）、

「宗教団体以外」及び「不明」が各４件（同各 12.5パーセント）であ

り、同年度下半期は、計 19件のうち「宗教団体」が 18件（同 94.7パ

ーセント）、「不明」が１件（同 5.3パーセント）であった。 

     2024 年度上半期は、計 11 件のうち「宗教団体」が９件（同 81.8 パ

ーセント）、「不明」が２件（同 18.2パーセント）であり、同年度下半

期は、計 14件全てが「宗教団体」であった。 

全ての期の累計は、計 76件のうち「宗教団体」が 65件（同 85.5パ

ーセント）、「宗教団体以外」が４件（同 5.3パーセント）、「不明」が７

件（同 9.2パーセント）であった。 

最後に、「法律施行日前の事案と認められるもの等」について、2023

年度上半期は、計９件全てが「宗教団体」であり、同年度下半期は、計

11件のうち「宗教団体」が９件（同 81.8パーセント）、「宗教団体以外」

が２件（同 18.2パーセント）であった。 

     2024年度上半期は、計６件のうち「宗教団体」が５件（同 83.3パー

セント）、「不明」が１件（同 16.7パーセント）であり、同年度下半期

は、いずれも０件であった。 

全ての期の累計は、計 26件のうち「宗教団体」が 23件（同 88.5パ

ーセント）、「宗教団体以外」が２件（同 7.7パーセント）、「不明」が１

件（同 3.8パーセント）であった。 

 

【図表４－６】処理区分別の対象法人等の類型別件数 

 

計

1 (50.0%) 8 (66.7%) 9 (64.3%) 7 (87.5%) 4 (66.7%) 11 (78.6%) 20 (71.4%)

1 (50.0%) 3 (25.0%) 4 (28.6%) 1 (12.5%) 1 (16.7%) 2 (14.3%) 6 (21.4%)

0 (0.0%) 1 (8.3%) 1 (7.1%) 0 (0.0%) 1 (16.7%) 1 (7.1%) 2 (7.1%)

24 (75.0%) 18 (94.7%) 42 (82.4%) 9 (81.8%) 14 (100.0%) 23 (92.0%) 65 (85.5%)

4 (12.5%) 0 (0.0%) 4 (7.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (5.3%)

4 (12.5%) 1 (5.3%) 5 (9.8%) 2 (18.2%) 0 (0.0%) 2 (8.0%) 7 (9.2%)

9 (100.0%) 9 (81.8%) 18 (90.0%) 5 (83.3%) 0 (0.0%) 5 (83.3%) 23 (88.5%)

0 (0.0%) 2 (18.2%) 2 (10.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (7.7%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (16.7%) 0 (0.0%) 1 (16.7%) 1 (3.8%)

45

25

14

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期

130計 43 42 85 25 20

6 26

宗教団体

宗教団体以外

不明

法律施行日前の事案と
認められるもの等

9 11 20 6 0

76

宗教団体

宗教団体以外

不明

匿名又は連絡不通等により
調査が不能なもの

32 19 51 11 14

下半期

28

宗教団体

宗教団体以外

不明

寄附の不当勧誘の事実が
認められないもの

2 12 14 8 6
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エ 調査対象事件の代表的事例 

（ア）寄附の不当勧誘の事実が認められないもの 33 
事 件 番 号 令和６年度 第５号 

受 付 年 月 日 令和６年４月 

受 理 年 月 日 令和６年４月 

端 緒 情 報 

提 供 者 40歳代  女性 

勧誘を受けた者 情報提供者本人 

概 要 
里親募集サイトを通じて、猫の里親になったが、

譲渡の際にしつこく寄附の勧誘を受けた。 
嫌 疑 法 人 等 不明 

疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（不退去） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
  情報提供者から消費者庁ウェブフォームへ報告がなされたこと

により、本件を認知した。 
２ 事件受理 

端緒情報について、 
    猫の譲渡の際に寄附を求められ、長時間退去しなかった 
旨の状況から、禁止行為（不退去）の可能性が疑われたため、事件

受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者（被勧誘者）に対する協力要請 
  情報提供者に架電し、調査への協力を依頼したところ、面会した

上で事情聴取に応じる意向を示した。 
４ 情報提供者の聴取 
  情報提供者の自宅に赴き、事情聴取したところ、同人は、 

・ 里親募集サイトを通じて猫を譲り受けた際、しつこく寄附を

要求されたので、インターネットで色々と調べたところ消費者

庁に関係がある内容のようだったので、情報提供した。 
・ 寄附を要求してきた相手の団体については、里親募集サイト

上の名称以外、詳細は不明で、動物取扱業の届出をしていると

主張していたが、保健所等に問い合わせるも、確認できなかっ

た。 
・ 寄附を要求してきた相手が猫を連れて私の家に来たのは、数

箇月前の平日、午後２時頃で、それから夕方の６時半頃まで家

 
33 情報提供者等の関係者から、公表することに同意を得られた事件について掲載。 
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にいたと思う。 
・ 私が譲渡してもらった猫の保護に至る経緯や保護活動をして

いる方の動向などについて、譲渡には関係の無い話を長々とさ

れ、その後、徐々に宗教的な内容になり、「保護活動には数百

万円のお金がかかるが、借入してでも用立てないと世界中の猫

が不幸になる。あなたが飼育している猫も不幸になる。」など

と言われた。 
・ そして、話の終盤にお金の話になり、譲渡費用のほかに、猫

の空輸費用や、外国で保護活動をしている友人への寄附、保健

所への寄附金を要求された。 
・ 強要されたという認識はないが、長時間居座られて猫を保護

するためにお金が必要であることを懇懇と説明され、断り難い

雰囲気だったので、私は手元にあった現金十数万円を相手に渡

してしまった。 
・ そして、寄附を要求してきた相手は、私からお金を受け取る

とそそくさと帰っていった。 
・ 寄附を要求してきた相手は私の自宅に４時間くらい滞在して

いたため、私も途中で帰ってほしいとは考えたが、口に出して

は言わなかった。 
・ その後、寄附を要求してきた相手とはＳＮＳで連絡を取り合

っていたが、譲渡してもらった猫が病気を有していたことが判

明したことを契機にトラブルになり、連絡がつかなくなった。 
 旨を申し立てた。 
５ 嫌疑法人に対する調査 
  情報提供者から得た情報に基づき、嫌疑法人及び勧誘者につい

て、登記事項の照会、所在確認などの基礎調査を行うも、特定に

は至らなかった。 
６ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、勧誘者が数時間に渡り情報提供者の

自宅に留まり、寄附を勧誘した状況が認められるが、情報提供者は、

勧誘者に対して退去すべき旨の意思表示を行っておらず、禁止行為

（不退去）の構成要件を満たさないため「嫌疑なし」とした。      
処理決定年月日 令和６年７月 22日 
備 考  
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事 件 番 号 令和５年度 第 93号 

受 付 年 月 日 受付なし（職権認知） 

受 理 年 月 日 令和６年２月 

端 緒 情 報 

提 供 者 70歳代  女性 

勧誘を受けた者 情報提供者本人 

概 要 

 通信販売で寺院から開運グッズを購入したとこ

ろ、寺の男性から「先祖の供養をしないと大変なこ

とになる」などと不安を煽られ、祈祷代やお布施を

要求された。 

嫌 疑 法 人 等 宗教法人（裏付けあり） 
疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（霊感等知見を用いた告知） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
  PIO-NET を活用して違法情報を調査していたところ、禁止行為

（霊感等の知見を用いた告知）に抵触する可能性が疑われる相談を

認めた。 
２ 事件の受理 

当該相談については、これまでに国民生活センターから提供を

受けていた情報には含まれていない内容であったことから、直ち

に事件として受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者（被勧誘者）に対する協力要請 
  各地の消費生活センター等において受け付けた相談を調査の端

緒とする場合には、相談を受け付けた各消費生活センター等を通じ

て相談者（以下「情報提供者」という。）の協力を取り付ける必要

があることから、当該消費生活センターを通じて情報提供者に打診

したところ了承を得た。 
４ 情報提供者に対する電話連絡 
  情報提供者に電話連絡し、事件について事情聴取を行ったとこ

ろ、 
     証拠資料を現在も保有している 
     面会した上での事情聴取にも対応できる 
 旨の意向を示したことから、情報提供者の住居付近において面会の

上、事情聴取を行うこととした。 
５ 情報提供者に対する事情聴取 
  情報提供者の居住地域を管轄する消費生活センターの施設を借

用し、情報提供者のプライバシーを確保した上で、事情聴取を行っ
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たところ、同人は 
・ 私は、近年夫を亡くし、夫の一周忌を終えた事を契機に一昨年

から娘夫婦と同居するようになったが、同居を開始してから私

や家族に対して色々と悪い事が重なり悩んでいた。 
 ・ そんな折、運気が上がるという触れ込みの「お札とお香のセッ

ト」を紹介するチラシを目にしたので、少しでも運気が良くなる

ことを期待して、販売元のお寺から通信販売で２セット購入し

た。 
 ・ 届いた商品には、 

御利益を授かっていただけるように伝えたいことが

あるので、商品が到着したら電話を掛けてくるように。 
旨が記載されたメモが同封されていたので、指示通りに私から

お寺に電話を掛けた。 
・ 電話に応答した方は、電話口の私に対して商品の使用方法につ

いて丁寧に指導してくれた上、 
悩み事があれば、同封した便箋に記載して郵送しても

らいたい。 
  旨を申し向けてきた。 
 ・ そこで、後日、私は思い浮かぶ悩みを便箋に記載して送付する

と、しばらくして私の携帯電話宛に寺で修行しているという者

や、先生と呼ばれる者から代わる代わる電話があり、 
      気の回りが悪いので供養した方がよい 
      供養しないと大変なことになる 
      供養は通常数年かかるが、数か月で終える 

費用は一日につき数万円かかる 
  などと申し向けてきた。 

・ 私は、供養にお金を掛けるつもりはなかったので、断り続けて

いたところ、最終的には 
      供養代とお布施として数万円でよい 
  と減額までして勧誘してきたので、一旦承諾してしまった。 
 ・ しかし、冷静になって再考し、後日、私から寺に電話を掛け 

お金が無いので供養は断ります。 
とはっきりと告げて断った。 

 ・ その後も、何回か電話があり、勧誘されたが、供養は自分で

すれば良いと思い、電話の相手に対して 
行政機関に相談したのでもう結構です。 
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旨を告げたところ、電話を掛けて来なくなった。 
 ・ せっかく良い開運商品を購入できたのに、霊感商法の様な手口

で供養代を要求され、がっかりしている。 
 旨を申し立てた。 
６ 嫌疑法人に対する調査 
  情報提供者から提示を受けた開運商品及び同商品の送付状等か

ら嫌疑法人の名称、所在地が明らかとなったため、同法人について

登記事項の照会、所在確認、稼働実態の確認などの基礎調査を実施

した結果、伽藍を有して何らかの宗教活動を行っている実在する宗

教法人であることが判明した。 
７ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、勧誘者が布施を勧誘する際に用いた

言動については形式的に禁止行為（霊感等知見を用いた告知）に抵

触し得る余地はあるが、被勧誘者は一貫して支払いを拒否し、勧誘

行為により困惑したという認識も有していないため、「嫌疑なし」

とした。 
処理決定年月日 令和６年９月 30日 
備 考   
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事 件 番 号 令和５年度 第 81号・第 84号 

受 付 年 月 日 受付なし（職権探知） 

受 理 年 月 日 令和５年 11月 

端 緒 情 報 

提 供 者 70歳代  女性 

勧誘を受けた者 情報提供者本人 

概 要 
通販でお札等を購入したが、販売元の寺院から

「家運が傾いている。」と不安を煽られ、お布施を

要求された。 

嫌 疑 法 人 等 宗教法人（裏付けなし） 
疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（霊感等知見を用いた告知） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
PIO-NET を活用して違法情報を調査していたところ、 

「家運が傾いている」と不安を煽られお布施を要求された 
 旨、禁止行為（霊感等知見を用いた告知）の可能性が疑われる相談

を認めた。 
２ 事件の受理 

当該相談については、これまでに国民生活センターから提供を

受けていた情報には含まれていない内容であったことから、直ちに

事件受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者（被勧誘者）に対する協力要請 
  各地の消費生活センター等において受け付けた相談を調査の端   
緒とする場合には、相談を受け付けた各消費生活センター等を通じ

て相談者（以下「情報提供者」という。）の協力を取り付ける必要

があることから、当該消費生活センターを通じて情報提供者に打診

したところ了承を得た。 
４ 情報提供者に対する電話連絡 
  情報提供者に電話連絡し、事件について事情聴取を行ったとこ

ろ、 
     面会した上での事情聴取にも対応できる 
 旨の意向を示したことから、情報提供者の住居において面会の上、

事情聴取を行うこととした。 
５ 情報提供者に対する事情聴取 
  情報提供者の住居において事情聴取したところ、同人は、 

・ 自宅に届いた通販カタログの中に「運気を上げる」などと書

かれたお寺が販売している開運グッズに関するチラシが１枚挟

んであった。 
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・ 開運グッズの代金は 5,000円で、購入すると特別な線香がセ

ットでついてくるとのことから、私は普段、開運グッズなどを

買うことはないが、値段もそれほど高くなく、気に入ったので

注文することにした。 
・ 開運グッズを注文するため、チラシに書かれていた寺の電話

番号に電話し、２セットを購入する旨を伝えると、電話に出た

人から「あなたは幸運です。」などと言われた。 
・ しばらくして代引郵便で開運グッズが届き、箱の中には、開

運グッズのほかに家族の名前や悩みなどを記載する用紙が入っ

ており、それを送ると拝んでもらえると説明が付されていたの

で、同封されていた封筒にその用紙を入れて寺に送った。 
・ 数日過ぎた頃、寺から私の自宅に電話があり、開運グッズの

使用方法の説明を受けるとともに、悩みの相談にも応じてもら

った。 
・ すると、電話口の相手から「拝んでもらえば善くなる。」な

どと言われ、これまで話した者ではない住職と名乗る男から、

「一日おきに電話をかけるように」と指示をされ、その住職と

話をするようになった。 
・ 私は、自分の病気のことや精神的に不安定な家族のことな

ど、住職に問われるがままその時に抱いていた不安や悩みを話

してしまった。 
・ すると何回目かの電話で住職から「家運が傾いている。半年

間拝まないと沈んでいく家だ。拝まないと孫もダメになる。病

気も治らない。」「拝む際に必要なお供え物や花などの費用が必

要になるので、お布施するように」などと言われた。 
 ・ 私は住職がお布施の話をあからさまにしてきたので、おかし

いと思い、住職に対してはっきりと「これって霊感商法じゃな

いですか。買ったものも捨てます。」と言ったところ、住職は態

度を変えて怒り出し、「捨てるなら勝手にしろ」などと言い放っ

たので、私は電話を切った。 
 ・ それ以降は、私から寺に電話することもなければ、電話が架

かってくることもない。購入した開運グッズは有名な寺社に持

ち込んで処分してもらい、チラシは廃棄した。 
 ・ 人の悩みにつけ込んで不安を煽り、祈とうが必要だと促し金

銭を要求するなど、宗教を冒涜した行為だと思う。電話の先の

相手が本当の住職だとしたら残念でならない。被害に遭う人が

増えないように注意喚起してもらいたい。 
旨を供述した。 

６ 事件の併合 

令和５年 12月、国民生活センターから同一案件の情報提供を受

けたことから、受理した上で、同一事件として併合を決定した。 

７ 嫌疑法人に対する調査 

  情報提供者が申し立てた法人名称や所在地から、同法人の登記

事項の照会した結果、実在する宗教法人であることが判明した。 
８ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、勧誘者が布施を求める際に用いた言
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動が、禁止行為（霊感等知見を用いた告知）に抵触し得る可能性は

あるものの、当該布施が祈祷や供物等の対価に該当し得る可能性が

あることや、情報提供者は毅然とした態度で、霊感商法である旨を

申し向けて断っている状況があることから、情報提供者が勧誘者に

よる勧誘行為により困惑した事実が認められず、「嫌疑なし」とし

た。      
処理決定年月日 令和６年５月 20日 
備 考  
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事 件 番 号 令和５年度 第 80号・第 85号 

受 付 年 月 日 受付なし（職権探知） 

受 理 年 月 日 令和５年 11月 

端 緒 情 報 

提 供 者 40歳代   女性 

勧誘を受けた者 
情報提供者の知人 

30歳代  女性 

概 要 

 知人が脱会届を提出しているにもかかわらず、宗

教団体の信者から執拗に会費の支払いを要求され

ている。 
 退会した旨をいくら主張しても、「聞いてない」

と言われ請求され続けている。 
嫌 疑 法 人 等 宗教法人（裏付けあり） 

疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（不退去・退去妨害） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 

  PIO-NET を活用して違法情報を調査していたところ、「執拗に会

費の支払いを要求されている」旨の相談を認め、禁止行為（不退去

又は退去妨害）の可能性が疑われた。 
２ 事件の受理 

当該相談については、これまでに国民生活センターから提供を

受けていた情報には含まれていない内容であったことから、直ち

に事件として受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者に対する協力要請 
  各地の消費生活センター等において受け付けた相談を調査の端

緒とする場合には、相談を受け付けた各消費生活センター等を通じ

て相談者（以下「情報提供者」という。）の協力を取り付ける必要

があることから、当該消費生活センターを通じて情報提供者に打診

したところ了承を得た。 
４ 被勧誘者に対する協力要請 
  本事件調査の端緒とした相談情報については、被勧誘者の知人が

寄せたものであるため、情報提供者を通じて被勧誘者に対して調査

への協力を要請するとともに、円滑に事情聴取を行うためには情報

提供者の協力も不可欠であると認め、事情聴取時における立会いな

どの協力を求めたところ、了承を得た。 
５ 事件の併合 

令和５年 12月、国民生活センターから同一案件の情報提供を受
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けたことから、受理した上で、同一事件として併合を決定した。 
６ 被勧誘者に対する事情聴取 
  被勧誘者の住居付近の公共施設において、情報提供者の同席を得

て事情聴取を行ったところ、被勧誘者は、 
・ 私は数年前、家族に勧められるがまま宗教団体に入会させられ

た。 
・ 入会すると毎日決まった時間に神事を行わなければならなく

なった上、団体が販売している商品を購入させられたり、強引に

集会に参加させられたり、毎月会費（数万円）の支払いを求めら

れたりし、体力的にも金銭的にも負担だったので、退会すること

にした。 
・ 退会する方法を友人に相談し、昨年、宗教団体の本部と支部に

内容証明郵便を利用して退会届を郵送し、その後しばらくは静

かに過ごしていた。 
・ 退会届を郵送して半年くらいが経過した頃、私が働いている施

設の同僚から宗教団体への会費の支払いを求められた。 
 ・ 同僚は、私が入会していた宗教団体の現役信者だが、私が脱会

したことを知らないのかと思い、改めて 
     宗教団体は辞めた 
  旨を申し向けると、納得して引き下がった。 
 ・ しかし、それから更に半年以上経過した頃、当該同僚から 

退会したことは知らない 
幹部からも聞いてない 
退会届は届いてない 

などと申し向けられ、再度会費の支払いを求めてくるようにな

った。 
 ・ 私は会費を支払うつもりは一切無かったので、同僚に対して退

会した旨を何度も説明し、職場の上司に必要の無い会費の支払い

を求められて迷惑していることを相談したが、その職場には現役

の信者が複数人いることもあり、上司の目が届かない場所などで

複数の同僚から代わる代わる会費の支払いを求められた。 
 ・ 会費を要求してくる同僚達について名前程度はわかるが、年齢

や住所など詳しい事は知らない。 
 ・ 会費の支払いを求められる際には、恫喝されたり、暴行を受け

たりすることはなかったが、顔を合わせたときだけではなく、職

場の下駄箱に手紙が入れてあったり、退社後に後をつけられたり
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と、とにかくしつこく支払いを求められたので、しばらく仕事を

休むこともあった。 
・ しかし、私は、退会しているので、何度要求されても会費を支

払うつもりは一切ない。 
旨を供述した。 

７ 勧誘場所に対する調査 
  被勧誘者が勧誘を受けた場所について、同人の供述に基づき、現

場の確認、登記事項の照会など基礎調査を実施し、特定した。 
８ 嫌疑法人に対する調査 
  被勧誘者の供述及び同人が保有していた物品等から嫌疑法人の

名称及び所在地が明らかとなったため、同法人について登記事項の

照会、所在確認などの基礎調査を実施した結果、実在する宗教法人

であることが判明した。 
９ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、禁止行為（不退去・退去妨害）に抵

触し得る勧誘事実は存在せず、宗教団体の入退会に係る会費の支払

いをめぐるトラブルと認め、「嫌疑なし」とした。 
処理決定年月日 令和６年４月 19日 

備 考 

 本調査に伴い、被勧誘者から「同僚からの要求が収まるかもしれな

いので、職場に不当寄附勧誘防止法のポスターを掲示したい」旨の要

請を受けたことから、関係機関を通じて当該ポスターを提供した。 
 また、事情聴取後の経過について確認したところ、被勧誘者は 
   ・ しばらくは会費の支払を求められたが、職場にポスターを

貼ってもらい、警察にも相談したところ、現在は収まってい

る。 
   ・ 普段どおり職場にも通っているし、同僚ともトラブルなく

過ごしている。 
旨を申し立てた。 
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事 件 番 号 令和５年度 第 65号 

受 付 年 月 日 令和５年９月 
受 理 年 月 日 令和５年９月 

端 緒 情 報 

提 供 者 年齢不明  男性 

勧誘を受けた者 
情報提供者の配偶者 
年齢不明  女性 

概 要 
商業施設内において募金を求められ、退去の意思

を示したにも関わらず執拗に寄附を求められた。 
嫌 疑 法 人 等 財団法人（裏付けあり） 

疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（退去妨害） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
  情報提供者から消費者庁ウェブフォームへ報告がなされたこと

により、本件を認知した。 
２ 事件受理 

端緒情報について 
    退去意思を示したにも関わらず執拗に寄附を求められた 
 との内容から、禁止行為（退去妨害）の可能性が疑われたため、事

件受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者に対する協力要請 

事件の詳細について事情を聴取するため、情報提供者を介し、被

勧誘者に調査への協力を依頼したところ、承諾を得た。 
４ 被勧誘者に対する事情聴取 
  被勧誘者に対し、電話により事情を聴取したところ、同人は、 

・ 先日、私が一人で買物のために商業施設に赴くと、施設内の

広いスペースにおいて、男性から「女の子たちを救う団体なん

ですけど、募金とかで支援されたことはありますか？」などと

声をかけられ、チラシを手交しようとしてきた。 

・ 私は急いでいたので、男の話を聞くことなく立ち去ろうとす

ると、男は「現地に教育施設をつくる取り組みをしています。

サブスクで支援できるものです。」などと求めていないにもか

かわらず、矢継ぎ早に説明を継続した。  

・ 私は、「急いでいます」旨を告げて立ち去ろうとすると、男

は、「１、２分で済むんです。」、「緊急でお願いしているん

です。」などと言いながらしつこく付きまとってきたので、振

り切って、その場を後にした。 
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・ 寄附の勧誘をしてきた男は、本当に困っていそうな切実な顔

つきと話し方で、引き下がらなかったので、とても立ち去り難

い状況であったが、男から行く手を遮られたり、体に触れられ

て引き留められたりはしていない。  
・ 時間を計ったわけではないが、私の感覚では 10 分くらい寄

附の勧誘を受けていたと思う。                             
旨を申し立てた。 

５ 現場確認及び防犯カメラ映像の精査 
被勧誘者の供述によると、寄附の勧誘行為を受けた場所は商業

施設であるとのことから、防犯カメラ映像が残存している可能性

があると思料し、同施設に赴き、防犯カメラ映像を閲覧した。 

すると、商業施設内の防犯カメラ映像には、 

勧誘者の男が被勧誘者にチラシ様のものを差し出し、数

メートル随行した後、両者が立ち止まり話をしている状況 

が記録されており、会話の内容は録音されていないものの、動画

の状況から 

両者が立ち止まってから被勧誘者が立ち去るまでの時間

は、約４分間 

であった。   

また、その間、勧誘者が被勧誘者の衣服や身体に触れるなどし

て物理的に制止する行為や行く手に立ち塞がり通行を遮るなどの

行為は確認できなかった。 

６ 嫌疑法人に対する調査 

商業施設の管理会社に対し調査への協力を求めたところ、嫌疑

法人の名称等について明らかとなったことから、同法人の登記事

項等を照会した結果、実在する財団法人であることが判明した。 

７ 事件の処理 
  本事件は、関係者からの事情聴取及び防犯カメラ映像の精査の結

果、勧誘行為が行われた約４分間において、勧誘者による明確な退

去妨害行為は認められないことから、「嫌疑なし」とした。      
処理決定年月日 令和６年１月 22日 
備 考  
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事 件 番 号 令和５年度 第 62号・第 67号 

受 付 年 月 日 受付なし（職権探知） 

受 理 年 月 日 令和５年８月 

端 緒 情 報 

提 供 者 50歳代   女性 

勧誘を受けた者 情報提供者本人 

概 要 

 夫婦ともに宗教法人の信者であったが、執拗に献

金を求められるため、「お金がない」と断ったとこ

ろ「子供から借りたらどうですか」とまで言われ、

自宅にも頻繁に来るので困っている。 

嫌 疑 法 人 等 宗教法人（裏付けあり） 
疑われた違法（不遵守）行為 禁止行為（借入れによる資金調達要求） 

調 査 の 経 過 

１ 端緒情報の認知 
PIO-NETを活用して違法情報を調査していたところ、寄附の勧誘

に際して「子供から借りたらどうですか」と申し向けられた旨の相

談を認め、禁止行為（借入れによる資金調達の要求）の可能性が疑

われた。 
２ 事件の受理 

当該相談については、これまでに国民生活センターから提供を

受けていた情報には含まれていない内容であったことから、直ち

に事件として受理し、調査に着手した。 
３ 情報提供者に対する協力要請 
  各地の消費生活センター等において受け付けた相談を調査の端

緒とする場合には、相談を受け付けた各消費生活センター等を通じ

て相談者（以下「情報提供者」という。）の協力を取り付ける必要

があることから、当該消費生活センターを通じて情報提供者に打診

したところ了承を得た。 
４ 情報提供者に対する電話連絡 
  情報提供者に電話連絡し、事件について事情聴取を行ったとこ

ろ、 
     面会した上での事情聴取にも対応できる 
 旨の意向を示したことから、情報提供者の住居において面会の上、

事情聴取を行うこととした。 
５ 事件の併合 

令和５年９月、国民生活センターから同一案件の情報提供を受

けたことから、受理した上で、同一事件として併合を決定した。 
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６ 情報提供者に対する事情聴取 
  情報提供者の住居において家族等が同席の下、事情聴取を行った

ところ、情報提供者は、 
 ・ 私達夫婦は、数年前、別の宗教から揃って現在の宗教に入信し

直した。 
 ・ 入信する際の説明では、宗教団体への寄附は不要との説明を受

けていたが、入信後は毎月の会費が数千円、行事に伴う寄附が数

百円から数千円、そのほか特別な寄附として年１回、一人十数万

円の寄附を求められるようになった。 
 ・ 年１回勧誘される十数万円の特別な寄附は、入信してから本年

までは、「お金が無い」という理由で断り続けてきた。 
・ しかし、本年は宗教団体の幹部信者から例年に増して執拗に寄

附の勧誘を受け、私は例年と同様に支払うつもりは無かったの

で、「お金が無い」と断っていた。 
・ すると、あるとき宗教団体の施設にお参りに赴いた際、その施

設内で幹部信者に呼び止められ、真剣な強ばった表情で 
    今年は寄附できるか 
 旨を聞いてきたので、これまで同様に断ると 

     お子さんは社会人でしょ 
     お子さんから借りたらどうですか 
     考えておいてください 
  と申し向けられた。 
 ・ 私は、宗教団体から執拗に寄附を求められ、さらには、関係の

ない子供まで巻き込もうとしたことに嫌気がさし、夫婦共に宗教

から脱会することとした。 
 ・ その後、しばらくの間は幹部信者が脱会を引き留めようとして

いたが、正式な手続を経て脱会した。 
 ・ 宗教団体が活動するためにお金が必要な事は理解できるが、信

者に不快な思いをさせてまで寄附を徴収しようとすることは、違

法ではないまでも道義に反すると考える。 
 ・ 不当寄附勧誘防止法が制定されたことも踏まえ、宗教団体には

法の趣旨を理解した上で適正に活動してもらいたいし、消費者庁

には法の周知をしっかり進めてもらいたい。 
 ・ この宗教団体とは、二度と関わりたくない。 
 旨を申し立てた。 
７ 嫌疑法人に対する調査 
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  情報提供者の供述及び同人が保有していた物品等から嫌疑法人

の名称及び所在地が明らかとなったため、同法人について登記事項

の照会、所在確認などの基礎調査を実施した結果、実在する宗教法

人であることが判明した。 
８ 同種事件の相談状況の調査 

  PIO-NET を利用し、令和５年７月１日から同年 12月 31日までの

間における本事件の嫌疑法人に係る消費生活相談の受付状況を確

認するも、類似・関連事案に係る相談は確認できなかった。 
９ 事件の処理 
  本事件は、事情聴取の結果、勧誘者が借入れによる資金調達を求

めた可能性は認められるものの、防犯カメラ映像、録音等の客観的

事実を疎明する証拠を入手するには至らず、また、情報提供者は嫌

疑法人とかかわりを持つことを忌避しているため、勧誘者に対する

事情聴取は差し控える必要があることから、違法行為を客観的に認

定することは困難な状況にある。 
加えて、処理決定時においては、同法人による同種事案の発生は

把握されていない。 
よって、追加の証拠が得られるなど、事実の認定に進展があった

場合には、再起の手続を取ることを前提として、現時点においては

「嫌疑なし」とした。 
処理決定年月日 令和６年１月 22日 

備 考   

 

  



 66  
 

（イ）匿名又は連絡不通等により調査が不能なもの 
代表的な事例 

・  宗教団体の施設内において、信者が正常な判断をできないよ

うにして、寄附を勧誘している。 

・  電話で海外の恵まれない子供への義援金を威圧的に求められ

た。 

・  知人の紹介でセミナーの研修を受けたら、宗教活動であるこ

とが分かり、寄附の勧誘を受けた。 

・  家族が、海外の宗教に没頭し、借金してまで寄附をしている。 

・  親族が、自宅を担保として多額の借金をし、宗教団体に献金し

てしまった。 

・  親が、借金をしてまで宗教団体に献金していたため、自分が借

金返済を肩代わりした。 

・  入信している宗教団体に献金を強制され、土地と家も担保と

して取られてしまった。 

・  宗教団体に入信している親が、献金のために金銭的に苦労し

ているので脱退させたい。 

・  家族の病気を治してくれるという祈祷師のもとに何年も通

い、多額の寄附をした。 

・  宗教団体から霊感等の知見を用いた勧誘を受け献金した。 

・  配偶者が宗教団体に献金するために、育児費や食費などを切

り詰めている。 

・  見知らぬ者が自宅を訪れ、断ったのに災害の際の義援金を執

拗に勧誘された。 

・  知人から執拗に宗教団体への入信の勧誘を受け、団体の施設

に何度も連れていかれ、寄附や物品購入をしてしまった。 

・  知人の高齢者の自宅に宗教団体の人間が来て勝手に拝むなど

してお金を要求された。 

・  悩みが解決できるという商品を電話で注文したところ、販売

元の寺院から連絡があり、供養を勧められて高額なお布施を要

求された。 

・  入信している宗教団体から定期的に協力金を求められ、支払

いを断ると不利益や不平等な扱いを受ける。 
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調査結果（調査不能と認めた主な事由） 

・ 情報提供者の連絡先が不明のため。 

・ 情報提供者が詳細を把握していないため。 

・ 情報提供者が聴取を拒否したため。 

・ 被勧誘者の協力が得られなかったため。 

・ 被勧誘者の健康状態から聴取困難のため。 

・ 被勧誘者が既に死亡しているため。 

 

（ウ）法律施行日前の事案と認められるもの等 
代表的な事例 

 

・  親が宗教団体から霊感等を用いた説明を受け商品購入の契約

をしてしまった。 

・  過去、宗教団体に対して献金するために借金したため、返済に

より生活が苦しい。 

・  宗教団体から霊感等の知見を用いた理由で脅されるなどして

献金させられた。 

・  知人の高齢者が、宗教団体に高額なお布施をしているので心

配。 

・  数十年前、宗教団体から霊感等の知見を用いた勧誘を受け、多

額の献金をしてしまった。 

・  家族が自己啓発団体に預貯金のほとんどを寄附してしまった

ようだ。 

・  家族が宗教団体へ献金するために多額の借金をしてしまい、

返済できなくなってしまった。 

・  鑑定を受けた霊能者から霊感等の知見を用いて脅され、お金

を振り込んだ。 

・  両親が入信している宗教団体に献金させられてきた。同じよ

うな境遇の２世信者が相談できる窓口があれば知りたい。 

・  約 20年前、宗教団体に入信していたところ、車で県外に連れ

ていかれて金銭を要求され、仕方なく支払った。 
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調査結果（法施行日前と認めた主な事由） 

・ 提供された情報内容から令和５年３月 31日以前における勧誘

行為と特定。 

・ 情報提供者、被勧誘者から事情聴取した結果、令和５年３月

31日以前における勧誘行為と特定。 

 

（３）調査の実態 

ア 調査期間 

  本章（１）に記載のとおり、受理した事件については、寄附勧誘対策室

の調査担当者が 

   ・ 情報提供者、被勧誘者等からの事情聴取 

   ・ 嫌疑法人等に関する情報収集（存在確認、代表者の人定特定） 

   ・ 不当な勧誘行為の事実の特定 

   ・ 勧誘を行った者の特定 

など、法に抵触する事実の裏付けに必要な証拠の収集を行っているとこ

ろ、各調査項目を履行するためには一定の時間を要する。 

これまでに処理した事件について、事件を受理してから処理を決定す

るまでの期間は図表４－７のとおりである。 

 

【図表４－７】調査期間 

 

 

60日未満 1 (2.3%) 0 (0.0%) 1 (1.2%) 3 (12.0%) 1 (5.0%) 4 (8.9%) 5 (3.8%)

60日～89日 2 (4.7%) 18 (42.9%) 20 (23.5%) 12 (48.0%) 8 (40.0%) 20 (44.4%) 40 (30.8%)

90日～119日 29 (67.4%) 8 (19.0%) 37 (43.5%) 5 (20.0%) 10 (50.0%) 15 (33.3%) 52 (40.0%)

120日～149日 11 (25.6%) 5 (11.9%) 16 (18.8%) 1 (4.0%) 1 (5.0%) 2 (4.4%) 18 (13.8%)

150日以上 0 (0.0%) 11 (26.2%) 11 (12.9%) 4 (16.0%) 0 (0.0%) 4 (8.9%) 15 (11.5%)

全体

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期

130

※　調査期間は、受理した日から処理を決定（決裁が完了）した日までの差で算出しており、閉庁日も含まれる。

計

43 42 85 25 20 45
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各期の調査期間について、2023 年度上半期は、処理件数 43 件のうち

「90 日～119 日」が 29 件（全体に占める割合 67.4 パーセント）で最も

多く、次いで「120日～149日」が 11件（同 25.6パーセント）、「60日～

89日」が２件（同 4.7パーセント）、「60日未満」が１件（同 2.3パーセ

ント）であり、同年度下半期は、処理件数 42件のうち「60日～89日」が

18 件（同 42.9 パーセント）と最も多く、次いで「150 日以上」が 11 件

（同 26.2パーセント）、「90 日～119日」が８件（同 19パーセント）、「120

日～149日」が５件（同 11.9パーセント）であった。 

  2024年度上半期は、処理件数 25件のうち「60日～89日」が 12件（同

48パーセント）で最も多く、次いで「90日～119日」が５件（同 20パー

セント）、「150日以上」が４件（同 16パーセント）、「60日未満」が３件

（同 12 パーセント）、「120 日～149 日」が１件（同４パーセント）であ

り、同年度下半期は、処理件数 20件のうち「90日～119日」が 10件（同

50 パーセント）と最も多く、次いで「60 日～89 日」が８件（同 40 パー

セント）、「60日未満」及び「120日～149日」が各１件（同各５パーセン

ト）であった。 

全ての期の累計は、処理件数 130件のうち「90日～119日」が 52件（同

40パーセント）と最も多く、次いで「60日～89日」が 40件（同 30.8パ

ーセント）、「120 日～149 日」が 18 件（同 13.8 パーセント）、「150 日以

上」が 15 件（同 11.5 パーセント）、「60 日未満」が５件（同 3.8 パーセ

ント）であった。 

  全ての期を通じて 

・ 最も短い調査期間は 45日 

・ 最も長い調査期間は 278日 

   であり、時間を要す主な調査項目としては 

        ・ 情報提供者から調査への協力意向の取付け 

          全国の消費生活センター等からの情報については、相談

を受け付けたセンターを通じて意向確認を行うため、二重

の時間を要す。信仰心に関係する事案も多いため、調査への

協力可否を決断するまでに数箇月要す場合もある。 

        ・ 事情聴取を行う日程の調整 

          関係者の都合を踏まえた日程、聴取場所の調整が必要。 

電話聴取にあっても、聴取に相応の時間を要すことから、

日程の調整は必須。 

        ・ 関係機関、企業、団体等に対する各種照会 

          関係機関、企業、団体等に対して文書等により各種事項を
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照会した場合、回答を得るまでに数週間要す場合もある。 

        ・ 経過観察、関連動向の把握 

          情報の真偽を見極める上で、情報に基づく案件の経過観

察、対象法人等に関連する他の動向の把握を行う場合には、

一定の期間を要す。 

   などがある。 

 

イ 法人登記照会状況 

    調査によって対象法人等の名称、所在地等が判明した場合には、対象法

人等の登記事実について照会を実施している。 

    照会を実施した結果、登記情報を入手できた件数については、図表４－

８のとおり、2023年度上半期が 43件中 29件（全体に占める割合 67.4パ

ーセント）、同年度下半期が 42件中 35件（同 83.3パーセント）、2024年

度上半期が 25件中 18件（同 72パーセント）、同年度下半期が 20件中 12

件（同 60 パーセント）であり、全ての期の累計では 130 件中 94 件（同

72.3パーセント）であった。 

    なお、「登記なし」については、調査により対象法人等の名称が明確に

なったものの本照会により法人登記事実が確認できなかったもの、「不明」

については、調査によっても対象法人等を特定するための名称、俗称、所

在地等が判然とせず、登記事実の確認に至らなかったものの件数である。 

 

【図表４－８】法人登記の照会結果 

 
 

ウ 文書による照会等の実施状況 

  事件の調査については、法に基づき消費者庁長官が勧告、命令等の行政

上の措置の要否を適正に決定するために必要な証拠を収集するための行

政調査であるところ、調査に当たっては法第 13条の規定に基づく資料提

登記情報入手 29 (67.4%) 35 (83.3%) 64 (75.3%) 18 (72.0%) 12 (60.0%) 30 (66.7%) 94 (72.3%)

登記なし 2 (4.7%) 1 (2.4%) 3 (3.5%) 0 (0.0%) 1 (5.0%) 1 (2.2%) 4 (3.1%)

不明 12 (27.9%) 6 (14.3%) 18 (21.2%) 7 (28.0%) 7 (35.0%) 14 (31.1%) 32 (24.6%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期

130

計

照
会
結
果

処理件数 43 42 85 25 20 45
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供等の要請のほか、任意調査として文書による照会、協力要請等を行って

いる 34。 

 調査のために発出した文書の件数については、図表４－９のとおり、

2023 年度上半期に処理した事件においては５件、同年度下半期に処理し

た事件においては 44件（うち法第 13条の規定を根拠としたものが３件）、

2024年度上半期に処理した事件においては 52件、同年度下半期に処理し

た事件においては 11件であり、2024年度末までに 130件の事件を処理し

た中で、合計 112件の照会文書等を発出した。 

    文書の発出については、事件の内容・性質に応じて調査上の必要性及び

文書の内容を組織的に判断した上で行っており、事件によっては発出せ

ずに処理する場合がある一方、調査上の必要性から複数発出する場合も

ある。 

 

【図表４－９】照会文書等の発出件数 

 
     

エ 事情聴取の状況 

（ア）概況 
     嫌疑情報については、寄附の不当な勧誘に係る断片的、抽象的又は間

接的な内容である場合が多いため、事実を正確に把握するためには、情

報提供者を始め、勧誘を受けたとされる者からの事情聴取は重要な調

査項目である。 

     しかしながら、調査の端緒とする情報を受け付けている３つの窓口

については各々その特性が異なるため、調査を進展させるために事情

聴取が必須とされる事件であっても 

・ 情報提供者の連絡先が不明な場合 

・ 情報提供者と連絡が取れない場合 

・ 情報提供者等が消費者庁への調査協力を拒否した場合 

 
34 法第 13 条（内閣総理大臣への資料提供等） 
内閣総理大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係行政機

関の長に対し、資料の提供、説明その他必要な協力を求めることができる。 

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

5 44 49 52 11 63 112

うち13条根拠 0 3 3 0 0 0 3

発出件数

2023年度 2024年度
累計
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    など、事情聴取の実施が困難な事件も一定数存在する。 

 

（イ）情報提供者に対する事情聴取の実施状況 
     図表４－10 は、各事件における情報提供者からの事情聴取の実施状

況である 35。 

     まず、2023年度上半期に処理した 43件の事件においては、電話によ

る「聴取実施」が１件（全体に占める割合 2.3パーセント）、「連絡先不

明、聴取拒否等」が 28 件（同 65.1パーセント）、情報の内容などから

事情聴取の必要性を認めなかったもの（以下「不実施」という。）36が 14

件（同 32.6パーセント）であり、同年度下半期に処理した 42件の事件

においては、「聴取実施」が 17件（同 40.5パーセント）、そのうち「面

会聴取」が５件（聴取実施に占める割合 29.4パーセント）、「電話聴取」

が 12件（同 70.6パーセント）、「連絡先不明、聴取拒否等」が 12件（全

体に占める割合 28.6パーセント）、「不実施」が 13件（同 31パーセン

ト）であった。 

     2024 年度上半期に処理した 25 件の事件においては、「聴取実施」が

14 件（同 56 パーセント）、そのうち「面会聴取」が８件（聴取実施に

占める割合 57.1 パーセント）、「電話聴取」が６件（同 42.9 パーセン

ト）、「連絡先不明、聴取拒否等」が７件（全体に占める割合 28パーセ

ント）、「不実施」が４件（同 16パーセント）であり、同年度下半期に

処理した 20件の事件においては、電話による「聴取実施」が８件（同

40 パーセント）、「連絡先不明、聴取拒否等」が 10 件（同 50 パーセン

ト）、「不実施」が２件（同 10パーセント）であった。 

全ての期の累計は、130件の事件のうち「聴取実施」が 40件（同 30.8

パーセント）、そのうち「面会聴取」が 13 件（聴取実施に占める割合

32.5 パーセント）、「電話聴取」が 27 件（同 67.5 パーセント）、「連絡

先不明、聴取拒否等」が 57 件（全体に占める割合 43.8 パーセント）、

「不実施」が 33件（同 25.4パーセント）であった。 

 

  

 
35 各事件における事情聴取の実施有無を表しているため、複数人から事情聴取した場合で
あっても１件として計上している。 
36 「不実施」とするのは、調査の端緒とした情報に違法性を吟味出来る十分な内容が含まれ
ている場合などである。 
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【図表４－10】情報提供者に対する事情聴取の実施状況 

 
 

（ウ）被勧誘者に対する事情聴取の実施状況 
     図表４－11は、勧誘を受けたとされる者（以下「被勧誘者」という。）

からの事情聴取の実施状況である 37。 

2023 年度上半期に処理した 43 件の事件においては、「聴取実施」は

０件、「連絡先不明、聴取拒否等」が 29件（全体に占める割合 67.4パ

ーセント）、「不実施」が 14件（同 32.6パーセント）であり、同年度下

半期に処理した 42 件の事件においては、「聴取実施」が９件（同 21.4

パーセント）、そのうち「面会聴取」が２件（聴取実施に占める割合 22.2

パーセント）、「電話聴取」が７件（同 77.8パーセント）、「連絡先不明、

聴取拒否等」が 16件（全体に占める割合 38.1パーセント）、「不実施」

が 17件（同 40.5パーセント）であった。 

     2024 年度上半期に処理した 25 件の事件においては、「聴取実施」が

10 件（同 40 パーセント）、そのうち「面会聴取」が８件（聴取実施に

占める割合 80 パーセント）、「電話聴取」が２件（同 20 パーセント）、

「連絡先不明、聴取拒否等」が９件（全体に占める割合 36パーセント）、

「不実施」が６件（同 24パーセント）であり、同年度下半期に処理し

た 20件の事件においては、電話による「聴取実施」が３件（同 15パー

セント）、「連絡先不明、聴取拒否等」が 12件（同 60パーセント）、「不

実施」が５件（同 25パーセント）であった。 

全ての期の累計は、130件のうち「聴取実施」が 22件（同 16.9パー

セント）、そのうち「面会聴取」が 10 件（聴取実施に占める割合 45.5

 
37 「勧誘を受けたとされる者」（被勧誘者）とは、端緒となった情報の事案における当事者
のことであり、調査の結果、寄附の不当な勧誘行為を受けていない者も含んでいる。 

1 (2.3%) 17 (40.5%) 18 (21.2%) 14 (56.0%) 8 (40.0%) 22 (48.9%) 40 (30.8%)

〈面会聴取〉 〈0〉 〈5〉 〈(29.4%)〉 〈5〉 〈(27.8%)〉 〈8〉 〈(57.1%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈8〉 〈(36.4%)〉 〈13〉 〈(32.5%)〉

〈電話聴取〉 〈1〉 〈(100.0%)〉 〈12〉 〈(70.6%)〉 〈13〉 〈(72.2%)〉 〈6〉 〈(42.9%)〉 〈8〉 〈(100.0%)〉 〈14〉 〈(63.6%)〉 〈27〉 〈(67.5%)〉

28 (65.1%) 12 (28.6%) 40 (47.1%) 7 (28.0%) 10 (50.0%) 17 (37.8%) 57 (43.8%)

14 (32.6%) 13 (31.0%) 27 (31.8%) 4 (16.0%) 2 (10.0%) 6 (13.3%) 33 (25.4%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期

20 45 130

計

聴取実施

連絡先不明、聴取拒否等

不実施

事件処理件数 43 42 85 25
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パーセント）、「電話聴取」が 12 件（同 54.5 パーセント）、「連絡先不

明、聴取拒否等」が 66件（全体に占める割合 50.8パーセント）、「不実

施」が 42件（同 32.3パーセント）であった。 

 

【図表４－11】被勧誘者に対する事情聴取の実施状況 

 

 

（エ）情報提供者と被勧誘者の相関関係 

図表４－12 は、情報提供者に対する事情聴取の実施有無等を踏まえ

た被勧誘者に対する事情聴取の実施状況である 38。 

     2023 年度上半期においては、情報提供者に対して「電話聴取」を実

施したものが１件あるが、被勧誘者については「連絡先不明、聴取拒否

等」のため聴取できなかった。また、情報提供者に対し事情聴取を「不

実施」とした 14件については、被勧誘者に対する事情聴取も「不実施」

であった。 

  同年度下半期においては、情報提供者に対して「面会聴取」を実施し

たものが５件あり、そのうち被勧誘者に対して「面会聴取」を実施した

ものが２件（情報提供者に対する面会聴取に占める割合 40パーセント）、

「不実施」が３件（同 60パーセント）であり、情報提供者に対して「電

話聴取」を実施した 12件については、そのうち被勧誘者に対して「電

話聴取」を実施したものが６件（情報提供者に対する電話聴取に占める

割合 50パーセント）、「連絡先不明、聴取拒否等」及び「不実施」が各

３件（同各 25パーセント）であった。また、情報提供者に対し事情聴

 
38 事情聴取の件数については、情報提供者と被勧誘者が同一人物の場合には双方に計上し
ており、また、一つの事件において複数の情報提供者又は被勧誘者から聴取した場合であっ
ても、１件として計上している。 

0 (0.0%) 9 (21.4%) 9 (10.6%) 10 (40.0%) 3 (15.0%) 13 (28.9%) 22 (16.9%)

〈面会聴取〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈2〉 〈(22.2%)〉 〈2〉 〈(22.2%)〉 〈8〉 〈(80.0%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈8〉 〈(61.5%)〉 〈10〉 〈(45.5%)〉

〈電話聴取〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈7〉 〈(77.8%)〉 〈7〉 〈(77.8%)〉 〈2〉 〈(20.0%)〉 〈3〉 〈(100.0%)〉 〈5〉 〈(38.5%)〉 〈12〉 〈(54.5%)〉

29 (67.4%) 16 (38.1%) 45 (52.9%) 9 (36.0%) 12 (60.0%) 21 (46.7%) 66 (50.8%)

14 (32.6%) 17 (40.5%) 31 (36.5%) 6 (24.0%) 5 (25.0%) 11 (24.4%) 42 (32.3%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期

20 45 130

計

聴取実施

連絡先不明、聴取拒否等

不実施

事件処理件数 43 42 85 25
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取を「不実施」とした 13件については、そのうち被勧誘者に対して「電

話聴取」を実施したもの及び「連絡先不明、聴取拒否等」が各１件（情

報提供者に対する事情聴取不実施に占める割合各 7.7パーセント）で、

「不実施」は 11件（同 84.6パーセント）であった。 

     2024 年度上半期においては、情報提供者に対して「面会聴取」を実

施したものが８件あり、そのいずれも被勧誘者に対して「面会聴取」を

実施している。情報提供者に対して「電話聴取」を実施した６件につい

ては、そのうち被勧誘者に対して「電話聴取」を実施したもの、「連絡

先不明、聴取拒否等」、「不実施」が各２件（情報提供者に対する電話聴

取に占める割合各 33.3パーセント）であった。また、情報提供者に対

し事情聴取を「不実施」とした４件については、被勧誘者に対する事情

聴取も「不実施」であった。 

     同年度下半期においては、情報提供者に対して「電話聴取」を実施し

たものが８件あり、そのうち被勧誘者に対して「電話聴取」を実施した

ものが３件（同 37.5パーセント）、「連絡先不明、聴取拒否等」が２件

（同 25 パーセント）、「不実施」が３件（同 37.5 パーセント）であっ

た。また、情報提供者に対し事情聴取を「不実施」とした２件において

は、被勧誘者に対する事情聴取も「不実施」であった。 

     全ての期の累計は、情報提供者に対して「面会聴取」を実施した 13

件のうち、被勧誘者に対して「面会聴取」を実施したものが 10件（情

報提供者に対する面会聴取に占める割合 76.9 パーセント）、「不実施」

が３件（同 23.1パーセント）であり、情報提供者に対して「電話聴取」

を実施した 27件のうち、被勧誘者に対して「電話聴取」を実施したも

のが 11 件（情報提供者に対する電話聴取に占める割合 40.7 パーセン

ト）、「連絡先不明、聴取拒否等」及び「不実施」が各８件（同各 29.6

パーセント）であった。また、情報提供者について「連絡先不明、聴取

拒否等」であった 57件については、被勧誘者についても「連絡先不明、

聴取拒否等」であり、情報提供者に対し事情聴取を「不実施」とした 33

件のうち、被勧誘者に対して「電話聴取」を実施したもの及び「連絡先

不明、聴取拒否等」が各１件（情報提供者に対する事情聴取不実施に占

める割合各３パーセント）、「不実施」が 31 件（同 93.9 パーセント）

であった。 
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【図表４－12】事情聴取における情報提供者と被勧誘者の相関関係 

 
 

オ 被勧誘者の実態 

（ア）性別・年代 

被勧誘者の性別・年代については、図表４－13のとおり、2023年度

上半期に処理した事件においては、男性が10件（全体に占める割合23.3

パーセント）、そのうち年代別の内訳は、50 歳代１件（男性に占める割

合 10パーセント）、60歳代２件（同 20パーセント）、70歳代１件（同

10パーセント）、年齢不明６件（同 60パーセント）であり、女性が 23

件（全体に占める割合 53.5パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30

歳代１件（女性に占める割合 4.3パーセント）、40歳代１件（同 4.3パ

ーセント）、50歳代２件（同 8.7パーセント）、60歳代１件（同 4.3パ

ーセント）、70歳代２件（同 8.7パーセント）、80歳代２件（同 8.7パ

ーセント）、年齢不明 14件（同 60.9パーセント）で、そのほか性別・

年齢不明が６件（全体に占める割合 14パーセント）、その他が４件（同

9.3パーセント）であった。 

同年度下半期に処理した事件においては、男性が 12 件（同 28.6 パ

ーセント）、そのうち年代別の内訳は、30歳代１件（男性に占める割合

8.3パーセント）、50歳代４件（同 33.3パーセント）、70歳代２件（同

16.7 パーセント）、80 歳代３件（同 25.0 パーセント）、年齢不明２件

面会聴取 0 2 (40.0%) 2 (40.0%) 8 (100.0%) 0 8 (100.0%) 10 (76.9%)

連絡先不明、聴取拒否等 0 0 0 0 0 0 0

不実施 0 3 (60.0%) 3 (60.0%) 0 0 0 3 (23.1%)

電話聴取 0 6 (50.0%) 6 (46.2%) 2 (33.3%) 3 (37.5%) 5 (35.7%) 11 (40.7%)

連絡先不明、聴取拒否等 1 (100.0%) 3 (25.0%) 4 (30.8%) 2 (33.3%) 2 (25.0%) 4 (28.6%) 8 (29.6%)

不実施 0 3 (25.0%) 3 (23.1%) 2 (33.3%) 3 (37.5%) 5 (35.7%) 8 (29.6%)

電話聴取

連絡先不明、聴取拒否等 28 (100.0%) 12 (100.0%) 40 (100.0%) 7 (100.0%) 10 (100.0%) 17 (100.0%) 57 (100.0%)

不実施

電話聴取 0 1 (7.7%) 1 (3.7%) 0 0 0 1 (3.0%)

連絡先不明、聴取拒否等 0 1 (7.7%) 1 (3.7%) 0 0 0 1 (3.0%)

不実施 14 (100.0%) 11 (84.6%) 25 (92.6%) 4 (100.0%) 2 (100.0%) 6 (100.0%) 31 (93.9%)

6 33

被勧誘者

不実施 14 13 27 4 2

10 17 57

被勧誘者

連絡先不明、聴取拒否等 28 12 40 7

8 14 27

被勧誘者

電話聴取 1 12 13 6

0 8 13

被勧誘者

面会聴取 0 5 5 8

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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（同 16.7 パーセント）であり、女性が 28 件（全体に占める割合 66.7

パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30 歳代３件（女性に占める割

合 10.7 パーセント）、40 歳代２件（同 7.1 パーセント）、50 歳代７件

（同 25パーセント）、60歳代３件（同 10.7パーセント）、70歳代５件

（同 17.9 パーセント）、80 歳代１件（同 3.6 パーセント）、90 歳以上

２件（同 7.1パーセント）、年齢不明５件（同 17.9パーセント）で、そ

のほかその他が２件（全体に占める割合 4.8パーセント）であった。 

     2024年度上半期に処理した事件においては、男性が３件（同 12パー

セント）、そのうち年代別の内訳は、30歳代１件（男性に占める割合 33.3

パーセント）、70 歳代１件（同 33.3 パーセント）、年齢不明１件（同

33.3 パーセント）であり、女性が 19 件（全体に占める割合 76 パーセ

ント）、そのうち年代別の内訳は、20歳代１件（女性に占める割合 5.3

パーセント）、30歳代２件（同 10.5パーセント）、40歳代２件（同 10.5

パーセント）、50歳代３件（同 15.8パーセント）、60歳代１件（同 5.3

パーセント）、70 歳代６件（同 31.6 パーセント）、年齢不明４件（同

21.1 パーセント）で、そのほか性別・年齢不明が１件（全体に占める

割合４パーセント）、その他が２件（同８パーセント）であった。 

     同年度下半期に処理した事件においては、男性が 10 件（同 50 パー

セント）、そのうち年代別の内訳は、18歳・19歳が２件（男性に占める

割合 20パーセント）、30歳代１件（同 10パーセント）、40歳代３件（同

30 パーセント）、年齢不明４件（同 40 パーセント）であり、女性が６

件（全体に占める割合 30パーセント）、そのうち年代別の内訳は、60歳

代２件（女性に占める割合 33.3パーセント）、70歳代２件（同 33.3パ

ーセント）、80歳代１件（同 16.7パーセント）、年齢不明１件（同 16.7

パーセント）で、そのほか性別・年齢不明及びその他が各２件（全体に

占める割合各 10パーセント）であった。 

     全ての期の累計は、男性が 35件（同 26.9パーセント）、そのうち年

代別の内訳は、18歳・19歳が２件（男性に占める割合 5.7パーセント）、

30 歳代３件（同 8.6 パーセント）、40 歳代３件（同 8.6 パーセント）、

50歳代５件（同 14.3パーセント）、60歳代２件（同 5.7パーセント）、

70歳代４件（同 11.4パーセント）、80歳代３件（同 8.6パーセント）、

年齢不明 13件（同 37.1パーセント）であり、女性が 76件（全体に占

める割合 58.5パーセント）、そのうち年代別の内訳は、20歳代１件（女

性に占める割合 1.3 パーセント）、30 歳代６件（同 7.9 パーセント）、

40歳代５件（同 6.6パーセント）、50歳代 12 件（同 15.8パーセント）、

60歳代７件（同 9.2パーセント）、70歳代 15 件（同 19.7パーセント）、
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80歳代４件（同 5.3パーセント）、90歳以上２件（同 2.6パーセント）、

年齢不明 24件（同 31.6パーセント）で、そのほか性別・年齢不明が９

件（全体に占める割合 6.9 パーセント）、その他が 10 件（同 7.7 パー

セント）であった。 

 

【図表４－13】被勧誘者の性別・年代 

 
  

10 (23.3%) 12 (28.6%) 22 (25.9%) 3 (12.0%) 10 (50.0%) 13 (28.9%) 35 (26.9%)

18歳未満 0 0 0

18歳・19歳 0 2 〈20.0%〉 2 〈15.4%〉 2 〈5.7%〉

20歳代 0 0 0

30歳代 1 〈8.3%〉 1 〈4.5%〉 1 〈33.3%〉 1 〈10.0%〉 2 〈15.4%〉 3 〈8.6%〉

40歳代 0 3 〈30.0%〉 3 〈23.1%〉 3 〈8.6%〉

50歳代 1 〈10.0%〉 4 〈33.3%〉 5 〈22.7%〉 0 5 〈14.3%〉

60歳代 2 〈20.0%〉 2 〈9.1%〉 0 2 〈5.7%〉

70歳代 1 〈10.0%〉 2 〈16.7%〉 3 〈13.6%〉 1 〈33.3%〉 1 〈7.7%〉 4 〈11.4%〉

80歳代 3 〈25.0%〉 3 〈13.6%〉 0 3 〈8.6%〉

90歳以上 0 0 0

年齢不明 6 〈60.0%〉 2 〈16.7%〉 8 〈36.4%〉 1 〈33.3%〉 4 〈40.0%〉 5 〈38.5%〉 13 〈37.1%〉

23 (53.5%) 28 (66.7%) 51 (60.0%) 19 (76.0%) 6 (30.0%) 25 (55.6%) 76 (58.5%)

18歳未満 0 0 0

18歳・19歳 0 0 0

20歳代 0 1 〈5.3%〉 1 〈4.0%〉 1 〈1.3%〉

30歳代 1 〈4.3%〉 3 〈10.7%〉 4 〈7.8%〉 2 〈10.5%〉 2 〈8.0%〉 6 〈7.9%〉

40歳代 1 〈4.3%〉 2 〈7.1%〉 3 〈5.9%〉 2 〈10.5%〉 2 〈8.0%〉 5 〈6.6%〉

50歳代 2 〈8.7%〉 7 〈25.0%〉 9 〈17.6%〉 3 〈15.8%〉 3 〈12.0%〉 12 〈15.8%〉

60歳代 1 〈4.3%〉 3 〈10.7%〉 4 〈7.8%〉 1 〈5.3%〉 2 〈33.3%〉 3 〈12.0%〉 7 〈9.2%〉

70歳代 2 〈8.7%〉 5 〈17.9%〉 7 〈13.7%〉 6 〈31.6%〉 2 〈33.3%〉 8 〈32.0%〉 15 〈19.7%〉

80歳代 2 〈8.7%〉 1 〈3.6%〉 3 〈5.9%〉 1 〈16.7%〉 1 〈4.0%〉 4 〈5.3%〉

90歳以上 2 〈7.1%〉 2 〈3.9%〉 0 2 〈2.6%〉

年齢不明 14 〈60.9%〉 5 〈17.9%〉 19 〈37.3%〉 4 〈21.1%〉 1 〈16.7%〉 5 〈20.0%〉 24 〈31.6%〉

6 (14.0%) 6 (7.1%) 1 (4.0%) 2 (10.0%) 3 (6.7%) 9 (6.9%)

4 (9.3%) 2 (4.8%) 6 (7.1%) 2 (8.0%) 2 (10.0%) 4 (8.9%) 10 (7.7%)

※　「その他」には勧誘を受けたとされる者が複数人存在する事件を計上

全体 43 42 85 25 20 45 130

その他

計

男性

女性

性別・年齢不明

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期
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（イ）居住都道府県 

被勧誘者が居住する都道府県については、図表４－14 及び図表４－

15のとおり、2023年度上半期に処理した事件（43件）の内訳は、埼玉

県（２件）、千葉県、東京都、神奈川県、長野県、愛知県（２件）、滋賀

県、鳥取県、愛媛県（２件）、高知県（２件）、福岡県、熊本県の 12都

県のほか、その他３件及び不明 24件であり、同年度下半期に処理した

事件（42件）の内訳は、北海道、岩手県、山形県、茨城県、栃木県、群

馬県、埼玉県（４件）、千葉県（２件）、東京都（３件）、神奈川県（２

件）、長野県、岐阜県、滋賀県、兵庫県（２件）、和歌山県、鳥取県、広

島県、山口県（２件）、佐賀県、熊本県（４件）の 20都道県のほか、そ

の他２件及び不明８件であった。 

     また、2024年度上半期に処理した事件（25件）の内訳は、北海道（２

件）、岩手県（２件）、宮城県、千葉県、東京都（５件）、神奈川県（３

件）、静岡県、滋賀県、大阪府（２件）、広島県、長崎県の 11都道府県

のほか、その他２件及び不明３件であり、同年度下半期に処理した事件

（20件）の内訳は、秋田県、千葉県（２件）、神奈川県（２件）、愛知県

（２件）、大阪府（２件）、兵庫県、佐賀県（２件）、熊本県、沖縄県（２

件）の９府県のほか、不明５件であった。 

 

【図表４－14】被勧誘者の居住都道府県 
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【図表４－15】被勧誘者の居住都道府県 

 

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

北海道 1 1 2 2 3

青森県 0 0 0

岩手県 1 1 2 2 3

宮城県 0 1 1 1

秋田県 0 1 1 1

山形県 1 1 0 1

福島県 0 0 0

茨城県 1 1 0 1

栃木県 1 1 0 1

群馬県 1 1 0 1

埼玉県 2 4 6 0 6

千葉県 1 2 3 1 2 3 6

東京都 1 3 4 5 5 9

神奈川県 1 2 3 3 2 5 8

新潟県 0 0 0

富山県 0 0 0

石川県 0 0 0

福井県 0 0 0

山梨県 0 0 0

長野県 1 1 2 0 2

岐阜県 1 1 0 1

静岡県 0 1 1 1

愛知県 2 2 2 2 4

三重県 0 0 0

滋賀県 1 1 2 1 1 3

京都府 0 0 0

大阪府 0 2 2 4 4

兵庫県 2 2 1 1 3

奈良県 0 0 0

和歌山県 1 1 0 1

鳥取県 1 1 2 0 2

島根県 0 0 0

岡山県 0 0 0

広島県 1 1 1 1 2

山口県 2 2 0 2

徳島県 0 0 0

香川県 0 0 0

愛媛県 2 2 0 2

高知県 2 2 0 2

福岡県 1 1 0 1

佐賀県 1 1 2 2 3

長崎県 0 1 1 1

熊本県 1 4 5 1 1 6

大分県 0 0 0

宮崎県 0 0 0

鹿児島県 0 0 0

沖縄県 0 2 2 2

その他 3 2 5 2 2 7

不明 24 8 32 3 5 8 40

計 43 42 85 25 20 45 130

※　「その他」は、複数の被勧誘者が含まれる事件

2023年度 2024年度
累計
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カ 情報提供者の実態 

（ア）情報提供者の身分 

     情報提供者の身分については、図表４－16 のとおり、類型化して整

理した。 

2023年度上半期に処理した事件においては、「被勧誘者本人」からの

情報提供が 15件（全体に占める割合 34.9パーセント）、「本人以外」の

者からの情報提供が 28 件（同 65.1 パーセント）で、本人以外の内訳

は、「配偶者」が５件（本人以外に占める割合 17.9パーセント）、「成人

の子」が４件（同 14.3パーセント）、「年齢不明の子」が５件（同 17.9

パーセント）、「兄弟姉妹」が３件（同 10.7 パーセント）、「その他の親

族」が５件（同 17.9パーセント）、「その他（友人、知人、代理人等）」

が６件（同 21.4パーセント）であり、同年度下半期に処理した事件に

おいては、「被勧誘者本人」からの情報提供が 12件（全体に占める割合

28.6 パーセント）、「本人以外」の者からの情報提供が 30 件（同 71.4

パーセント）で、本人以外の内訳は、「配偶者」及び「成人の子」が各

７件（本人以外に占める割合各 23.3パーセント）、「年齢不明の子」が

1 件（同 3.3 パーセント）、「兄弟姉妹」が３件（同 10 パーセント）、

「親」が２件（同 6.7パーセント）、「その他の親族」が３件（同 10パ

ーセント）、「その他」が７件（同 23.3パーセント）であった。 

     また、2024 年度上半期に処理した事件においては、「被勧誘者本人」

からの情報提供が 10 件（全体に占める割合 40 パーセント）、「本人以

外」の者からの情報提供が 15件（同 60パーセント）で、本人以外の内

訳は、「成人の子」が８件（本人以外に占める割合 53.3 パーセント）、

「その他」が７件（同 46.7パーセント）であり、同年度下半期に処理

した事件においては、「被勧誘者本人」からの情報提供が８件（全体に

占める割合 40 パーセント）、「本人以外」の者からの情報提供が 12 件

（同 60パーセント）で、本人以外の内訳は、「成人の子」が６件（本人

以外に占める割合 50パーセント）、「年齢不明の子」が 1件（同 8.3パ

ーセント）、「兄弟姉妹」及び「親」が各２件（同各 16.7パーセント）、

「その他」が１件（同 8.3パーセント）であった。 

     全ての期の累計は、「被勧誘者本人」からの情報提供が 45件（全体に

占める割合 34.6パーセント）、「本人以外」の者からの情報提供が 85件

（同 65.4パーセント）で、本人以外の内訳は、「配偶者」が 12件（本

人以外に占める割合 14.1 パーセント）、「成人の子」が 25 件（同 29.4

パーセント）、「未成年の子」は０件、「年齢不明の子」が７件（同 8.2

パーセント）、「兄弟姉妹」が８件（同 9.4 パーセント）、「親」が４件
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（同 4.7 パーセント）、「その他の親族」が８件（同 9.4 パーセント）、

「その他」が 21件（同 24.7パーセント）であった。 

 

【図表４－16】情報提供者の身分の類型 

 

 

（イ）性別・年代 

情報提供者（被勧誘者本人と重複する場合を除く。）の性別・年代に

ついては、図表４－17のとおり、2023年度上半期に処理した事件にお

いては、男性からの情報提供が 13 件（全体に占める割合 46.4 パーセ

ント）、そのうち年代別の内訳は、40歳代２件（男性に占める割合 15.4

パーセント）、50 歳代２件（同 15.4 パーセント）、年齢不明９件（同

69.2 パーセント）であり、女性からの情報提供が２件（全体に占める

割合 7.1パーセント）、そのうち年代別の内訳は、40歳代１件（女性に

占める割合 50パーセント）、年齢不明１件（同 50パーセント）で、そ

のほか性別・年齢不明からの情報提供が 13件（全体に占める割合 46.4

パーセント）であった。 

同年度下半期に処理した事件においては、男性からの情報提供が 16

件（同 53.3 パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30 歳代１件（男

性に占める割合 6.3 パーセント）、40 歳代１件（同 6.3 パーセント）、

50 歳代２件（同 12.5 パーセント）、60 歳代４件（同 25 パーセント）、

70歳代１件（同 6.3パーセント）、年齢不明７件（同 43.8パーセント）

であり、女性からの情報提供が 13 件（全体に占める割合 43.3 パーセ

15 (34.9%) 12 (28.6%) 27 (31.8%) 10 (40.0%) 8 (40.0%) 18 (40.0%) 45 (34.6%)

28 (65.1%) 30 (71.4%) 58 (68.2%) 15 (60.0%) 12 (60.0%) 27 (60.0%) 85 (65.4%)

〈5〉 〈(17.9%)〉 〈7〉 〈(23.3%)〉 〈12〉 〈(20.7%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈12〉 〈(14.1%)〉

成人 〈4〉 〈(14.3%)〉 〈7〉 〈(23.3%)〉 〈11〉 〈(19.0%)〉 〈8〉 〈(53.3%)〉 〈6〉 〈(50.0%)〉 〈14〉 〈(51.9%)〉 〈25〉 〈(29.4%)〉

未成年 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉

年齢不明 〈5〉 〈(17.9%)〉 〈1〉 〈(3.3%)〉 〈6〉 〈(10.3%)〉 〈1〉 〈(8.3%)〉 〈1〉 〈(3.7%)〉 〈7〉 〈(8.2%)〉

〈3〉 〈(10.7%)〉 〈3〉 〈(10.0%)〉 〈6〉 〈(10.3%)〉 〈2〉 〈(16.7%)〉 〈2〉 〈(7.4%)〉 〈8〉 〈(9.4%)〉

〈2〉 〈(6.7%)〉 〈2〉 〈(3.4%)〉 〈2〉 〈(16.7%)〉 〈2〉 〈(7.4%)〉 〈4〉 〈(4.7%)〉

〈5〉 〈(17.9%)〉 〈3〉 〈(10.0%)〉 〈8〉 〈(13.8%)〉 〈0〉 〈(0.0%)〉 〈8〉 〈(9.4%)〉

〈6〉 〈(21.4%)〉 〈7〉 〈(23.3%)〉 〈13〉 〈(22.4%)〉 〈7〉 〈(46.7%)〉 〈1〉 〈(8.3%)〉 〈8〉 〈(29.6%)〉 〈21〉 〈(24.7%)〉

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

被勧誘者本人

本人以外

〈配偶者〉

〈子〉

〈兄弟姉妹〉

〈親〉

〈その他の親族〉

〈その他〉

45 130

※　「その他」は友人、知人、代理人等

全体 43 42 85 25 20
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ント）、そのうち年代別の内訳は、30歳代４件（女性に占める割合 30.8

パーセント）、40 歳代、50 歳代、60 歳代が各１件（同各 7.7 パーセン

ト）、70 歳代３件（同 23.1 パーセント）、年齢不明３件（同 23.1 パー

セント）で、そのほか性別・年齢不明からの情報提供が１件（全体に占

める割合 3.3パーセント）であった。 

     2024 年度上半期に処理した事件においては、男性からの情報提供が

８件（同 53.3パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30歳代、40歳

代、50 歳代が各１件（男性に占める割合各 12.5 パーセント）、年齢不

明５件（同 62.5パーセント）であり、女性からの情報提供が７件（全

体に占める割合 46.7 パーセント）、そのうち年代別の内訳は、40 歳代

６件（女性に占める割合 85.7パーセント）、年齢不明１件（同 14.3パ

ーセント）であった。 

     同年度下半期に処理した事件においては、男性からの情報提供が５

件（全体に占める割合 41.7パーセント）、そのうち年代別の内訳は、30

歳代３件（男性に占める割合 60パーセント）、40歳代２件（同 40 パー

セント）であり、女性からの情報提供が５件（全体に占める割合 41.7

パーセント）、そのうち年代別の内訳は、40 歳代２件（女性に占める割

合 40パーセント）、50歳代１件（同 20パーセント）、年齢不明２件（同

40パーセント）で、そのほか性別・年齢不明からの情報提供が２件（全

体に占める割合 16.7パーセント）であった。 

     全ての期の累計は、男性からの情報提供が 42 件（同 49.4 パーセン

ト）、そのうち年代別の内訳は、30歳代５件（男性に占める割合 11.9パ

ーセント）、40 歳代６件（同 14.3 パーセント）、50 歳代５件（同 11.9

パーセント）、60 歳代４件（同 9.5 パーセント）、70 歳代１件（同 2.4

パーセント）、年齢不明 21件（同 50パーセント）であり、女性からの

情報提供が 27件（全体に占める割合 31.8パーセント）、そのうち年代

別の内訳は、30 歳代が４件（女性に占める割合 14.8 パーセント）、40

歳代 10 件（同 37 パーセント）、50 歳代２件（同 7.4 パーセント）、60

歳代１件（同 3.7パーセント）、70歳代３件（同 11.1パーセント）、年

齢不明７件（同 25.9パーセント）で、そのほか性別・年齢不明からの

情報提供が 16件（全体に占める割合 18.8パーセント）であった。 
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【図表４－17】情報提供者の性別・年代（被勧誘者本人と重複する場合を除く） 

 
 

 

  

13 (46.4%) 16 (53.3%) 29 (50.0%) 8 (53.3%) 5 (41.7%) 13 (48.1%) 42 (49.4%)

18歳未満 0 0 0

19歳・18歳 0 0 0

20歳代 0 0 0

30歳代 1 〈6.3%〉 1 〈3.4%〉 1 〈12.5%〉 3 〈60.0%〉 4 〈30.8%〉 5 〈11.9%〉

40歳代 2 〈15.4%〉 1 〈6.3%〉 3 〈10.3%〉 1 〈12.5%〉 2 〈40.0%〉 3 〈23.1%〉 6 〈14.3%〉

50歳代 2 〈15.4%〉 2 〈12.5%〉 4 〈13.8%〉 1 〈12.5%〉 1 〈7.7%〉 5 〈11.9%〉

60歳代 4 〈25.0%〉 4 〈13.8%〉 0 4 〈9.5%〉

70歳代 1 〈6.3%〉 1 〈3.4%〉 0 1 〈2.4%〉

80歳代 0 0 0

90歳以上 0 0 0

年齢不明 9 〈69.2%〉 7 〈43.8%〉 16 〈55.2%〉 5 〈62.5%〉 5 〈38.5%〉 21 〈50.0%〉

2 (7.1%) 13 (43.3%) 15 (25.9%) 7 (46.7%) 5 (41.7%) 12 (44.4%) 27 (31.8%)

18歳未満 0 0 0

19歳・18歳 0 0 0

20歳代 0 0 0

30歳代 4 〈30.8%〉 4 〈26.7%〉 0 4 〈14.8%〉

40歳代 1 〈50.0%〉 1 〈7.7%〉 2 〈13.3%〉 6 〈85.7%〉 2 〈40.0%〉 8 〈66.7%〉 10 〈37.0%〉

50歳代 1 〈7.7%〉 1 〈6.7%〉 1 〈20.0%〉 1 2 〈7.4%〉

60歳代 1 〈7.7%〉 1 〈6.7%〉 0 1 〈3.7%〉

70歳代 3 〈23.1%〉 3 〈20.0%〉 0 3 〈11.1%〉

80歳代 0 0 0

90歳以上 0 0 0

年齢不明 1 〈50.0%〉 3 〈23.1%〉 4 〈26.7%〉 1 〈14.3%〉 2 〈40.0%〉 3 〈25.0%〉 7 〈25.9%〉

13 (46.4%) 1 (3.3%) 14 (24.1%) 2 (16.7%) 2 (7.4%) 16 (18.8%)

12 27 85全体 28 30 58 15

性別・年齢不明

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

男性

女性
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（ウ）居住都道府県 

情報提供者（被勧誘者本人と重複する場合を除く）が居住する都道府

県については、図表４－18及び図表４－19のとおり、2023年度上半期

に処理した事件（28 件）の内訳は、千葉県、東京都（６件）、静岡県、

愛知県、香川県、愛媛県の６都県のほか、不明 17件であり、同年度下

半期に処理した事件（30 件）の内訳は、山形県、茨城県、埼玉県、千

葉県（４件）、東京都（９件）、神奈川県、長野県、岐阜県、兵庫県、和

歌山県、鳥取県、岡山県、広島県、熊本県（２件）の 14 都県のほか、

不明４件であった。 

     また、2024年度上半期に処理した事件（15件）の内訳は、岩手県（２

件）、宮城県、千葉県、東京都（５件）、神奈川県、長野県（２件）、静

岡県、広島県、長崎県の９都県であり、同年度下半期に処理した事件（12

件）の内訳は、秋田県、神奈川県（４件）、兵庫県、佐賀県（２件）、沖

縄県（２件）の５県のほか、不明２件であった。 

 

【図表４－18】情報提供者の居住都道府県（被勧誘者本人と重複する場合を除く） 
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【図表４－19】情報提供者の居住都道府県（被勧誘者本人と重複する場合を除く） 

 

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

北海道 0 0 0

青森県 0 0 0

岩手県 0 2 2 2

宮城県 0 1 1 1

秋田県 0 1 1 1

山形県 1 1 0 1

福島県 0 0 0

茨城県 1 1 0 1

栃木県 0 0 0

群馬県 0 0 0

埼玉県 1 1 0 1

千葉県 1 4 5 1 1 6

東京都 6 9 15 5 5 20

神奈川県 1 1 1 4 5 6

新潟県 0 0 0

富山県 0 0 0

石川県 0 0 0

福井県 0 0 0

山梨県 0 0 0

長野県 1 1 2 2 3

岐阜県 1 1 0 1

静岡県 1 1 1 1 2

愛知県 1 1 0 1

三重県 0 0 0

滋賀県 0 0 0

京都府 0 0 0

大阪府 0 0 0

兵庫県 1 1 1 1 2

奈良県 0 0 0

和歌山県 1 1 0 1

鳥取県 1 1 0 1

島根県 0 0 0

岡山県 1 1 0 1

広島県 1 1 1 1 2

山口県 0 0 0

徳島県 0 0 0

香川県 1 1 0 1

愛媛県 1 1 0 1

高知県 0 0 0

福岡県 0 0 0

佐賀県 0 2 2 2

長崎県 0 1 1 1

熊本県 2 2 0 2

大分県 0 0 0

宮崎県 0 0 0

鹿児島県 0 0 0

沖縄県 0 2 2 2

不明 17 4 21 2 2 23

計 28 30 58 15 12 27 85

2023年度 2024年度
累計
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第５章．違法情報を看過しないための補完的な取組 
 

（１）関係情報の分析 

第３章(１)・(２)に記載のとおり、法を適切かつ着実に運用するため、嫌

疑情報の収集に万全を期すこととし、３つの窓口から各特性に応じた情報

を幅広く収集しているところ、その副次的効果として、嫌疑情報には該当し

ないものの「寄附」に関係・関連する多様な相談を把握できる状況にある。 

そこで、３つの窓口から受け付けた情報については、嫌疑情報以外のもの

（以下「関係情報」という。）も、内容を吟味した上で分析・整理し、法を

施行する上で理解すべき「寄附に関する社会情勢」の把握に努めている。 

 

ア 関係情報の類型化 

    関係情報の内容は多種多様であることから、効率的に整理し、その結果

を効果的に活用できるようにするため、当該情報の要旨（相談の主訴）に

基づき、図表５－１のとおり、類型化を図って整理している。 

 

【図表５－１】関係情報の類型 

 類型 代表的な事例 

１ 
寄附金の返金

等 

・ 宗教団体に寄附した金銭の返金を求めたい。 

・ 慈善団体に寄附した金銭の返金を求めたい。 

・ 団体を退会すると寄附した金銭は返金されるの

か知りたい。 

・ 寄附した金銭について、領収証が無い状態で返

金を求める方法を知りたい。 

・ 寄附した者の子でも金銭の返金を求められるの

か知りたい。 

・ 一旦は返金を求めない約束をしたが、寄附した

金銭の返金を求めることはできるのか知りたい。 

２ 
団体の入会、脱

退問題等 

・ 宗教団体への入会勧誘でつきまとわれた。 

・ 自治会に強制的に入会させられる。 

・ 宗教団体から家族を脱会させたい。 

・ 子供を宗教団体に入会させようとしている親が

いて心配。 

・ 慈善団体への寄附を止めたい。 

・ 寄附サイトの会員登録を解約したい。 
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 類型 代表的な事例 

３ 
団体への会費

の支払問題等 

・ 宗教団体の年会費を支払いたくない。 

・ 慈善団体への寄附の方法を変更したい。 

・ 宗教団体に支払う年会費の値下げを要求した

が、応じてもらえない。 

４ 

寄附に関する

商取引・契約問

題等 

・ マルチ商法の勧誘を受けた。 

・ 業者から寄附を求める架電があったが、訪問購

入が目的だった。 

・ 保護犬の譲渡に寄附金が必須なのは問題だ。 

・ 檀家料（布施）が高額で困っている。 

５ 
寄附を悪用し

た詐欺等 

・ 役所を騙って寄附を募る電話があった。 

・ 慈善団体を騙り食料の寄附を募る電話がきた。 

・ 慈善活動への寄附を求めるメールが届いた。 

・ ロマンス詐欺の被害に遭った。 

６ 
投資に関する

問題等 

・ 出資したが配当が滞っている。 

・ 投資に関する勧誘を受けた。 

７ 
法律に対する

要望意見 
〈別途記載〉 

８ 
消費者庁に対

する要望意見 
〈別途記載〉 

９ その他 

・ 会社から慈善活動の寄附を求められた。 

・ 祝花は寄附に当たるのか。 

・ 檀家料を支払わないのは違法なのか。 

・ 訪問で寄附を募るのは違法ではないのか。 

・ チャリティーチケットを購入したが、寄附金の

使途を確認したい。 

・ 遺産を宗教団体に寄附するのではないかと心配

している。 

・ 献金額の一般的な相場を知りたい。 

・ 危険な宗教団体かどうか知りたい。 
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７ 法律に対する要望意見の要旨 

(1) 

「不当寄附勧誘防止法」は、施行以前でも被害者が救済される法律と聞い

ている。判断基準が知りたい。 

返金交渉が困難な被害者なども救済すべきだ。 

(2) 
返金交渉について、解決は長引きかねないと覚悟していたが、幸いにも

示談し、回収もできた。新法の効果があったかもしれない。 

(3) 霊感商法などの取消権の時効を、せめて 20年にしてもらえないか。 

(4) 
友人の誘いで学生時代から宗教団体に所属し、お布施集めをしていた。

寄附法には何の効果もないと思う。 

(5) 
親が長年宗教団体に献金していたので、寄附法に期待したが時期的に取

り返せない。寄附法に意味はない。 

(6) 

 宗教団体にお金を払ってしまった人が、個々に返金の交渉や裁判を行う

のは不可能だと思うので、法律を作って返金させるなど国に対応してもら

いたい。 

 

８ 消費者庁に対する要望意見の要旨 

(1) 

 宗派内における資格を取得せず、また、伽藍及び法人格も持たずに寺院

名・法人名を使い分けて葬送法要を行うことで布施を徴し、生活費を稼い

でいる者がいる。宗務行政担当者や関連団体と検討の上、同種事案の発生

防止策を講じてもらいたい。 

(2) 

お布施とは信徒から進んでするものであり、教団側から勧誘するという

ことは集金目的の活動と言える。親が新興宗教団体の信者で苦労した。信

仰心を布施の徴収に利用する団体の税金を免除する必要はない。 

他にも集金目的の教団に困っている人が沢山いるはずなので、悪徳新興

宗教は調査して解散させてもらいたい。 

(3) 

地元の神社では、昔から近隣の事業者に対して寄附を募っていたが、最

近では少々離れた場所に居住する個人にも定期的に寄附を募ってくる。 

寄附の御礼はもらえるが、寄附の集め方は問題だと思う。取り締まって

もらいたい。 

(4) 
氏子を名乗る者が定期的に個人宅に対して寄附を募ってくる。しつこい

ので取り締まってもらいたい。 
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イ 類型別の受付件数 

関係情報の類型別受付件数については、図表５－２のとおり、類型化し

難い情報をまとめた「その他」を除くと、2023 年度上半期においては、

「団体の入会、脱退問題等」が 150件（全体に占める割合 20.2パーセン

ト）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が 119 件

（同 16パーセント）、「寄附金の返金等」が 103件（同 13.9パーセント）、

「寄附を悪用した詐欺等」が 53件（同 7.1パーセント）、「団体への会費

の支払問題等」が７件（同 0.9パーセント）、「法律に対する要望意見」が

５件（同 0.7パーセント）、「投資に関する問題等」が３件（同 0.4パーセ

ント）であり、同年度下半期においては、「寄附金の返金等」が 220件（同

25.3 パーセント）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題

等」が 172 件（同 19.8 パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 108

件（同 12.4パーセント）、「寄附を悪用した詐欺等」が 80件（同 9.2パー

セント）、「団体への会費の支払問題等」が５件（同 0.6パーセント）、「消

費者庁に対する要望意見」が４件（同 0.5パーセント）、「法律に対する要

望意見」が１件（同 0.1パーセント）であった。 

また、2024年度上半期においては、「寄附に関する商取引・契約問題等」

が 156 件（同 22.9 パーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」

が 133件（同 19.5パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 108件（同

15.8 パーセント）、「寄附を悪用した詐欺等」が 47 件（同 6.9 パーセン

ト）、「団体への会費の支払問題等」が４件（同 0.6パーセント）であり、

同年度下半期においては、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 83 件

（同 17.3 パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」

が 75件（同 15.6パーセント）、「寄附金の返金等」が 68件（同 14.1パー

セント）、「寄附を悪用した詐欺等」が 27件（同 5.6パーセント）、「団体

への会費の支払問題等」が１件（同 0.2パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 530件（同

19.1 パーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が 524 件（同

18.9パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 441件（同 15.9パーセ

ント）、「寄附を悪用した詐欺等」が 207件（同 7.5パーセント）、「団体へ

の会費の支払問題等」が 17件（同 0.6パーセント）、「法律に対する要望

意見」が６件（同 0.2パーセント）、「消費者庁に対する要望意見」が４件

（同 0.1 パーセント）、「投資に関する問題等」が３件（同 0.1 パーセン

ト）であった。 
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【図表５－２】関係情報の類型別受付件数 

 

 

ウ 情報提供者の類型 

情報提供者の身分の類型別件数については、図表５－３のとおり、各情

報の当事者である「本人」と当事者以外である「本人以外」では、全ての

期において「本人」が最も多く、2023 年度上半期が 526 件（全体に占め

る割合 70.9パーセント）、同年度下半期が 559件（同 64.3パーセント）、

2024年度上半期が 484件（同 71パーセント）、同年度下半期が 293件（同

60.9パーセント）であり、全ての期の累計は 1,862件（同 67.1パーセン

ト）であった。 

    「本人以外」の内訳については、全ての期において「子」の割合が最も

高く、2023年度上半期は 99件（本人以外に占める割合 45.8パーセント）、

同年度下半期は 138 件（同 44.4 パーセント）、2024 年度上半期は 83 件

（同 41.9 パーセント）、同年度下半期は 57 件（同 30.3 パーセント）で

あり、全ての期の累計は 377件（同 41.3パーセント）であった。 

    また、「子」以外の内訳で多いものは、2023年度上半期は「配偶者」が

37件（同 17.1パーセント）、次いで「友人、知人、代理人等」が 25件（同

11.6パーセント）、「兄弟姉妹」が 21件（同 9.7パーセント）であり、同

年度下半期は「友人、知人、代理人等」が 45 件（同 14.5 パーセント）、

次いで「配偶者」が 41 件（同 13.2パーセント）、「兄弟姉妹」が 27 件（同

8.7パーセント）であった。 

2024 年度上半期は「友人、知人、代理人等」が 26 件（同 13.1 パーセ

寄附金の返金等 103 (13.9%) 220 (25.3%) 323 (20.0%) 133 (19.5%) 68 (14.1%) 201 (17.3%) 524 (18.9%)

団体の入会、脱退問題等 150 (20.2%) 108 (12.4%) 258 (16.0%) 108 (15.8%) 75 (15.6%) 183 (15.7%) 441 (15.9%)

団体への会費の支払問題等 7 (0.9%) 5 (0.6%) 12 (0.7%) 4 (0.6%) 1 (0.2%) 5 (0.4%) 17 (0.6%)

寄附に関する商取引・契約問題等 119 (16.0%) 172 (19.8%) 291 (18.1%) 156 (22.9%) 83 (17.3%) 239 (20.6%) 530 (19.1%)

寄附を悪用した詐欺等 53 (7.1%) 80 (9.2%) 133 (8.3%) 47 (6.9%) 27 (5.6%) 74 (6.4%) 207 (7.5%)

投資に関する問題等 3 (0.4%) 0 (0.0%) 3 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (0.1%)

法律に対する要望意見 5 (0.7%) 1 (0.1%) 6 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 6 (0.2%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 4 (0.5%) 4 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (0.1%)

その他 302 (40.7%) 280 (32.2%) 582 (36.1%) 234 (34.3%) 227 (47.2%) 461 (39.6%) 1,043 (37.6%)

全体 481 1,163 2,775

2024年度
累計

計上半期 下半期

742 870 1,612

計

682

2023年度
上半期 下半期
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ント）、次いで「配偶者」が 25件（同 12.6パーセント）、「親族（配偶者、

親、子及び兄弟姉妹以外の者）」が 22 件（同 11.1 パーセント）であり、

同年度下半期は「不明」が 34件（同 18.1パーセント）、次いで「配偶者」

が 27件（同 14.4パーセント）、「友人、知人、代理人等」が 24件（同 12.8

パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「配偶者」が 130件（同 14.2パーセント）、次いで

「友人、知人、代理人等」が 120 件（同 13.1 パーセント）、「兄弟姉妹」

が 80件（同 8.8パーセント）であった。 

 

【図表５－３】情報提供者の身分の類型別件数 

 

 

エ 情報提供者別の関係情報の類型別件数 

（ア）当事者本人 

当事者本人から提供を受けた関係情報の主な類型については、図表

５－４のとおり、「その他」を除くと、全ての期において「寄附に関す

る商取引・契約問題等」が最も多く、2023年度上半期が 98件（本人か

ら提供された情報に占める割合 18.6パーセント）、同年度下半期が 147

件（同 26.3パーセント）、2024年度上半期が 133件（同 27.5パーセン

ト）、同年度下半期が 73 件（同 24.9 パーセント）、全ての期の累計は

451件（同 24.2パーセント）であった。 

   また、ほかの類型について、2023年度上半期は、「団体の入会、脱退

問題等」が 95件（同 18.1パーセント）、次いで「寄附金の返金等」が

45件（同 8.6パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 43件（同 8.2パ

526 (70.9%) 559 (64.3%) 1,085 (67.3%) 484 (71.0%) 293 (60.9%) 777 (66.8%) 1,862 (67.1%)

216 (29.1%) 311 (35.7%) 527 (32.7%) 198 (29.0%) 188 (39.1%) 386 (33.2%) 913 (32.9%)

〈配偶者〉 〈37〉 〈(17.1%)〉 〈41〉 〈(13.2%)〉 〈78〉 〈(14.8%)〉 〈25〉 〈(12.6%)〉 〈27〉 (14.4%) 〈52〉 〈(13.5%)〉 〈130〉 〈(14.2%)〉

〈親〉 〈13〉 〈(6.0%)〉 〈24〉 〈(7.7%)〉 〈37〉 〈(7.0%)〉 〈17〉 〈(8.6%)〉 〈17〉 (9.0%) 〈34〉 〈(8.8%)〉 〈71〉 〈(7.8%)〉

〈子〉 〈99〉 〈(45.8%)〉 〈138〉 〈(44.4%)〉 〈237〉 〈(45.0%)〉 〈83〉 〈(41.9%)〉 〈57〉 (30.3%) 〈140〉 〈(36.3%)〉 〈377〉 〈(41.3%)〉

〈兄弟姉妹〉 〈21〉 〈(9.7%)〉 〈27〉 〈(8.7%)〉 〈48〉 〈(9.1%)〉 〈20〉 〈(10.1%)〉 〈12〉 (6.4%) 〈32〉 〈(8.3%)〉 〈80〉 〈(8.8%)〉

〈親族〉 〈15〉 〈(6.9%)〉 〈22〉 〈(7.1%)〉 〈37〉 〈(7.0%)〉 〈22〉 〈(11.1%)〉 〈17〉 (9.0%) 〈39〉 〈(10.1%)〉 〈76〉 〈(8.3%)〉

〈友人、知人、代理人等〉 〈25〉 〈(11.6%)〉 〈45〉 〈(14.5%)〉 〈70〉 〈(13.3%)〉 〈26〉 〈(13.1%)〉 〈24〉 (12.8%) 〈50〉 〈(13.0%)〉 〈120〉 〈(13.1%)〉

〈不明〉 〈6〉 〈(2.8%)〉 〈14〉 〈(4.5%)〉 〈20〉 〈(3.8%)〉 〈5〉 〈(2.5%)〉 〈34〉 (18.1%) 〈39〉 〈(10.1%)〉 〈59〉 〈(6.5%)〉

682 481 1,163 2,775

本人

本人以外

全体 742 870 1,612

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計



 93  
 

ーセント）であり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」が 106件（同

19パーセント）、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 62件（同 11.1

パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 61件（同 10.9パーセント）で

あった。 

   2024 年度上半期は、「寄附金の返金等」が 78 件（同 16.1 パーセン

ト）、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 68件（同 14パーセント）、

「寄附を悪用した詐欺」が 44件（同 9.1パーセント）であり、同年度

下半期は、「団体の入会、脱退問題等」が 40件（同 13.7パーセント）、

次いで「寄附金の返金等」が 39件（同 13.3パーセント）、「寄附を悪用

した詐欺」が 16件（同 5.5パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 268 件（同 14.4 パーセン

ト）、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 265 件（同 14.2 パーセン

ト）、「寄附を悪用した詐欺」が 164件（同 8.8パーセント）であった。 

 

【図表５－４】本人からの関係情報の類型別件数 

 

 

（イ）配偶者 

当事者の配偶者から提供を受けた関係情報の主な類型については、

図表５－５のとおり、「その他」を除くと、2023 年度上半期は、「団体

の入会、脱退問題等」が 11件（配偶者から提供された情報に占める割

合 29.7 パーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が 10 件

（同 27パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が４件（同

10.8パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が３件（同 8.1パーセント）

であり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」が 16件（同 39パーセン

ト）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が６件（同 14.6

寄附金の返金等 45 (8.6%) 106 (19.0%) 151 (13.9%) 78 (16.1%) 39 (13.3%) 117 (15.1%) 268 (14.4%)

団体の入会、脱退問題等 95 (18.1%) 62 (11.1%) 157 (14.5%) 68 (14.0%) 40 (13.7%) 108 (13.9%) 265 (14.2%)

団体への会費の支払問題等 6 (1.1%) 4 (0.7%) 10 (0.9%) 3 (0.6%) 1 (0.3%) 4 (0.5%) 14 (0.8%)

寄附に関する商取引・契約問題等 98 (18.6%) 147 (26.3%) 245 (22.6%) 133 (27.5%) 73 (24.9%) 206 (26.5%) 451 (24.2%)

寄附を悪用した詐欺 43 (8.2%) 61 (10.9%) 104 (9.6%) 44 (9.1%) 16 (5.5%) 60 (7.7%) 164 (8.8%)

投資に関する問題 2 (0.4%) 0 (0.0%) 2 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (0.1%)

法律に対する要望意見 3 (0.6%) 1 (0.2%) 4 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (0.2%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 3 (0.5%) 3 (0.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (0.2%)

その他 234 (44.5%) 175 (31.3%) 409 (37.7%) 158 (32.6%) 124 (42.3%) 282 (36.3%) 691 (37.1%)

上半期 下半期

本人全体 526 559 1,085

2023年度

計

2024年度
累計

計上半期 下半期

484 293 777 1,862
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パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が４件（同 9.8パー

セント）、「団体への会費の支払問題等」が１件（同 2.4パーセント）で

あった。 

2024 年度上半期は、「寄附金の返金等」が８件（同 32 パーセント）

と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が７件（同 28パーセ

ント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が２件（同８パーセント）、

「団体への会費の支払問題等」が１件（同４パーセント）であり、同年

度下半期は、「団体の入会、脱退問題等」が８件（同 29.6パーセント）

と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が７件（同 25.9パーセント）、

「寄附に関する商取引・契約問題等」及び「寄附を悪用した詐欺」が各

１件（同各 3.7パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 41件（同 31.5パーセント）

と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 32件（同 24.6パー

セント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 11件（同 8.5パーセ

ント）、「寄附を悪用した詐欺」が４件（同 3.1パーセント）、「団体への

会費の支払問題等」が２件（同 1.5パーセント）であった。 

 

【図表５－５】配偶者からの関係情報の類型別件数 

 

 

（ウ）当事者の親 

当事者の親から提供を受けた関係情報の主な類型については、図表

５－６のとおり、「その他」を除くと、全ての期において「団体の入会、

脱退問題等」が最も多く、2023 年度上半期が８件（親から提供された

情報に占める割合 61.5パーセント）、同年度下半期が 13件（同 54.2パ

ーセント）、2024年度上半期が５件（同 29.4パーセント）、同年度下半

寄附金の返金等 10 (27.0%) 16 (39.0%) 26 (33.3%) 8 (32.0%) 7 (25.9%) 15 (28.8%) 41 (31.5%)

団体の入会、脱退問題等 11 (29.7%) 6 (14.6%) 17 (21.8%) 7 (28.0%) 8 (29.6%) 15 (28.8%) 32 (24.6%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 1 (2.4%) 1 (1.3%) 1 (4.0%) 0 (0.0%) 1 (1.9%) 2 (1.5%)

寄附に関する商取引・契約問題等 4 (10.8%) 4 (9.8%) 8 (10.3%) 2 (8.0%) 1 (3.7%) 3 (5.8%) 11 (8.5%)

寄附を悪用した詐欺 3 (8.1%) 0 (0.0%) 3 (3.8%) 0 (0.0%) 1 (3.7%) 1 (1.9%) 4 (3.1%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 9 (24.3%) 14 (34.1%) 23 (29.5%) 7 (28.0%) 10 (37.0%) 17 (32.7%) 40 (30.8%)

配偶者全体 37 41 78

2023年度

25 27 52 130

2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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期が４件（同 23.5 パーセント）、全ての期の累計は 30 件（同 42.3 パ

ーセント）であった。 

また、ほかの類型について、2023 年度下半期は「寄附金の返金等」

が２件（同 8.3パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が１件（同 4.2パ

ーセント）であり、2024 年度上半期は「寄附金の返金等」が２件（同

11.8パーセント）、同年度下半期は「寄附金の返金等」が１件（同 5.9

パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が５件（同７パーセント）、次

いで「寄附を悪用した詐欺」が１件（同 1.4パーセント）であった。 

 

【図表５－６】親からの関係情報の類型別件数 

 

 

（エ）当事者の子 

当事者の子から提供された関係情報の主な類型については、図表５

－７のとおり、「その他」を除くと、全ての期において「寄附金の返金

等」が最も多く、2023 年度上半期が 32件（子から提供された情報に占

める割合 32.3 パーセント）、同年度下半期が 68 件（同 49.3 パーセン

ト）、2024 年度上半期が 32 件（同 38.6 パーセント）、同年度下半期は

15件（同 26.3パーセント）、全ての期の累計は 147件（同 39パーセン

ト）であった。 

次いで多いのは「団体の入会、脱退問題等」で、2023 年度上半期が

25 件（同 25.3 パーセント）、同年度下半期が 20 件（同 14.5 パーセン

ト）、2024 年度上半期が 17 件（同 20.5 パーセント）、同年度下半期が

12件（同 21.1パーセント）であった。 

また、ほかの類型について、「寄附に関する商取引・契約問題等」が

寄附金の返金等 0 (0.0%) 2 (8.3%) 2 (5.4%) 2 (11.8%) 1 (5.9%) 3 (8.8%) 5 (7.0%)

団体の入会、脱退問題等 8 (61.5%) 13 (54.2%) 21 (56.8%) 5 (29.4%) 4 (23.5%) 9 (26.5%) 30 (42.3%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附を悪用した詐欺 0 (0.0%) 1 (4.2%) 1 (2.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (1.4%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 5 (38.5%) 8 (33.3%) 13 (35.1%) 10 (58.8%) 12 (70.6%) 22 (64.7%) 35 (49.3%)

2023年度

親全体 13 24 37 17 17 34 71

2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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2023年度上半期は８件（同 8.1パーセント）、同年度下半期は８件（同

5.8 パーセント）、2024 年度上半期は 10 件（同 12 パーセント）、同年

度下半期は５件（同 8.8 パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 2023

年度上半期は３件（同３パーセント）、同年度下半期は４件（同 2.9パ

ーセント）、2024 年度上半期は２件（同 2.4 パーセント）、同年度下半

期は２件（同 3.5パーセント）、「団体への会費の支払問題等」及び「法

律に対する要望意見」が 2023年度上半期に各１件（同各１パーセント）

であった。 

  全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が最も多く 147件（同 39パー

セント）、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 74件（同 19.6パーセ

ント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 31件（同 8.2パーセン

ト）、「寄附を悪用した詐欺」が 11件（同 2.9パーセント）、「団体への

会費の支払問題等」及び「法律に対する要望意見」が各１件（同各 0.3

パーセント）であった。 

 

【図表５－７】子からの関係情報の類型別件数 

 

 

（オ）当事者の兄弟姉妹 

当事者の兄弟姉妹から提供された関係情報の主な類型については、

図表５－８のとおり、「その他」を除くと、2023 年度上半期は、「寄附

金の返金等」が５件（兄弟姉妹から提供された情報に占める割合 23.8

パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が４件（同

19パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が１件（同 4.8パ

ーセント）であり、同年度下半期も、「寄附金の返金等」が 10件（同 37

パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が３件（同

寄附金の返金等 32 (32.3%) 68 (49.3%) 100 (42.2%) 32 (38.6%) 15 (26.3%) 47 (33.6%) 147 (39.0%)

団体の入会、脱退問題等 25 (25.3%) 20 (14.5%) 45 (19.0%) 17 (20.5%) 12 (21.1%) 29 (20.7%) 74 (19.6%)

団体への会費の支払問題等 1 (1.0%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)

寄附に関する商取引・契約問題等 8 (8.1%) 8 (5.8%) 16 (6.8%) 10 (12.0%) 5 (8.8%) 15 (10.7%) 31 (8.2%)

寄附を悪用した詐欺 3 (3.0%) 4 (2.9%) 7 (3.0%) 2 (2.4%) 2 (3.5%) 4 (2.9%) 11 (2.9%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 1 (1.0%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.3%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 29 (29.3%) 38 (27.5%) 67 (28.3%) 22 (26.5%) 23 (40.4%) 45 (32.1%) 112 (29.7%)

2023年度

上半期 下半期 計

子全体 99 138 237 57 140 377

計

83

2024年度
累計

上半期 下半期
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11.1 パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」及び「寄附を

悪用した詐欺」が各１件（同各 3.7パーセント）であった。 

2024 年度上半期は、「団体の入会、脱退問題等」が５件（同 25 パー

セント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が３件（同 15パーセ

ント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が１件（同５パーセント）

であり、同年度下半期は、「団体の入会、脱退問題等」が３件（同 25パ

ーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が２件（同 16.7パ

ーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 20 件（同 25 パーセント）

と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 15件（同 18.8パー

セント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が３件（同 3.8パーセン

ト）、「寄附を悪用した詐欺」が１件（同 1.3パーセント）であった。 

 

【図表５－８】兄弟姉妹からの関係情報の類型別件数 

 

 

（カ）当事者の親族 

当事者の親族（配偶者、親、子及び兄弟姉妹以外の者）から提供され

た関係情報の主な類型については、図表５－９のとおり、「その他」を

除くと、2023年度上半期は、「寄附金の返金等」が７件（親族から提供

された情報に占める割合 46.7パーセント）と最も多く、次いで「団体

の入会、脱退問題等」が２件（同 13.3パーセント）、「寄附に関する商

取引・契約問題等」及び「投資に関する問題」が各１件（同各 6.7パー

セント）であり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」が 13件（同 59.1

パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が３件（同

13.6パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が１件（同 4.5

寄附金の返金等 5 (23.8%) 10 (37.0%) 15 (31.3%) 3 (15.0%) 2 (16.7%) 5 (15.6%) 20 (25.0%)

団体の入会、脱退問題等 4 (19.0%) 3 (11.1%) 7 (14.6%) 5 (25.0%) 3 (25.0%) 8 (25.0%) 15 (18.8%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 1 (4.8%) 1 (3.7%) 2 (4.2%) 1 (5.0%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 3 (3.8%)

寄附を悪用した詐欺 0 (0.0%) 1 (3.7%) 1 (2.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (1.3%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 11 (52.4%) 12 (44.4%) 23 (47.9%) 11 (55.0%) 7 (58.3%) 18 (56.3%) 41 (51.3%)

兄弟姉妹全体 21 27 48

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計

20 12 32 80

上半期 下半期 計
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パーセント）であった。 

2024年度上半期は、「寄附金の返金等」が 10件（同 45.5パーセント）

と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が２件（同 9.1

パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が１件（同 4.5パーセント）

であり、同年度下半期は、「団体の入会、脱退問題等」が７件（同 41.2

パーセント）と最も多く、次いで「寄附金の返金等」が３件（同 17.6

パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 33件（同 43.4パーセント）

と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 13件（同 17.1パー

セント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が４件（同 5.3パーセン

ト）、「投資に関する問題」が１件（同 1.3パーセント）であった。 

 

【図表５－９】親族からの関係情報の類型別件数 

 

 

（キ）当事者の友人、知人、代理人等 

当事者の友人、知人、代理人等から提供された関係情報の主な類型に

ついては、図表５－10のとおり、「その他」を除くと、2023年度上半期

は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が６件（友人、知人、代理人

等から提供された情報に占める割合 24パーセント）と最も多く、次い

で「団体の入会、脱退問題等」が５件（同 20パーセント）、「寄附金の

返金等」が４件（同 16パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が３件（同

12 パーセント）、「法律に対する要望意見」が１件（同４パーセント）

であり、同年度下半期は、「寄附を悪用した詐欺」が 13件（同 28.9パ

ーセント）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が

10件（同 22.2パーセント）、「寄附金の返金等」が３件（同 6.7パーセ

寄附金の返金等 7 (46.7%) 13 (59.1%) 20 (54.1%) 10 (45.5%) 3 (17.6%) 13 (33.3%) 33 (43.4%)

団体の入会、脱退問題等 2 (13.3%) 3 (13.6%) 5 (13.5%) 1 (4.5%) 7 (41.2%) 8 (20.5%) 13 (17.1%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 1 (6.7%) 1 (4.5%) 2 (5.4%) 2 (9.1%) 0 (0.0%) 2 (5.1%) 4 (5.3%)

寄附を悪用した詐欺 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

投資に関する問題 1 (6.7%) 0 (0.0%) 1 (2.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (1.3%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 4 (26.7%) 5 (22.7%) 9 (24.3%) 9 (40.9%) 7 (41.2%) 16 (41.0%) 25 (32.9%)

親族全体 15 22 37

2023年度

上半期 下半期 計 計

22 17 39 76

2024年度
累計

上半期 下半期
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ント）、「団体の入会、脱退問題等」が１件（同 2.2パーセント）であっ

た。 

2024年度上半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が８件（同

30.8 パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が

５件（同 19.2パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が１件（同 3.8パ

ーセント）であり、同年度下半期は、「寄附を悪用した詐欺」が６件（同

25 パーセント）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題

等」が４件（同 16.7パーセント）、「寄附金の返金等」及び「団体の入

会、脱退問題等」が各１件（同各 4.2パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 28件（同

23.3パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」が 23件

（同 19.2パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 12件（同 10パ

ーセント）、「寄附金の返金等」が８件（同 6.7パーセント）、「法律に対

する要望意見」が１件（同 0.8パーセント）であった。 

 

【図表５－10】友人、知人、代理人等からの関係情報の類型別件数 

 

 

オ 関係法人等の類型 

（ア）類型の整理 

関係情報には、苦情、相談等の原因（対象）となり得る法人等（以下

「関係法人等」という。）の情報（名称、通称、俗称等）が含まれてい

る場合もあるため、第４章(２)ウと同様の整理により 

・ 宗教団体 

宗教法人を始め、自称他称を問わず宗教的な活動を行って

いる団体         

寄附金の返金等 4 (16.0%) 3 (6.7%) 7 (10.0%) 0 (0.0%) 1 (4.2%) 1 (2.0%) 8 (6.7%)

団体の入会、脱退問題等 5 (20.0%) 1 (2.2%) 6 (8.6%) 5 (19.2%) 1 (4.2%) 6 (12.0%) 12 (10.0%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 6 (24.0%) 10 (22.2%) 16 (22.9%) 8 (30.8%) 4 (16.7%) 12 (24.0%) 28 (23.3%)

寄附を悪用した詐欺 3 (12.0%) 13 (28.9%) 16 (22.9%) 1 (3.8%) 6 (25.0%) 7 (14.0%) 23 (19.2%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 1 (4.0%) 0 (0.0%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.8%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 6 (24.0%) 18 (40.0%) 24 (34.3%) 12 (46.2%) 12 (50.0%) 24 (48.0%) 48 (40.0%)

友人、知人、代理人等全体 25 45 70

2023年度

26 24 50 120

2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計
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       ・ 宗教団体以外 

         企業、財団法人、社団法人、法人格のない任意団体など 

       ・ 不明 

         団体等の名称、種別等が不明なもの 

の３項目に類型化し、整理した 39。 

 

（イ）関係法人等の類型別関係情報受付件数 

関係法人等の類型別関係情報受付件数については、図表５－11 のと

おり、全ての期において「宗教団体」の件数が最も多く、2023 年度上

半期は 272 件（全体に占める割合 36.7 パーセント）、同年度下半期は

413件（同 47.5パーセント）であり、2024年度上半期は 292件（同 42.8

パーセント）、同年度下半期は 197件（同 41パーセント）であった。 

「宗教団体以外」は、2023 年度上半期は 241 件（同 32.5 パーセン

ト）、同年度下半期は 235 件（同 27 パーセント）であり、2024 年度上

半期は 231 件（同 33.9 パーセント）、同年度下半期は 174 件（同 36.2

パーセント）であった。 

団体等の名称、種別等が「不明」なものは、2023年度上半期は 229件

（同 30.9 パーセント）、同年度下半期は 222 件（同 25.5 パーセント）

であり、2024 年度上半期は 159 件（同 23.3 パーセント）、同年度下半

期は 110件（同 22.9パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「宗教団体」が 1,174 件（同 42.3 パーセント）、

「宗教団体以外」は 881件（同 31.7パーセント）、「不明」は 720件（同

25.9パーセント）であった。 

 

【図表５－11】関係法人等の類型別関係情報受付件数 

 

 
39 苦情、相談等の対象となり得る法人等の類型については、受け付けた情報の内容のみに
より整理・分別しているため、消費者庁として客観的事実に基づいて認定したものではない。 

272 (36.7%) 413 (47.5%) 685 (42.5%) 292 (42.8%) 197 (41.0%) 489 (42.0%) 1,174 (42.3%)

241 (32.5%) 235 (27.0%) 476 (29.5%) 231 (33.9%) 174 (36.2%) 405 (34.8%) 881 (31.7%)

229 (30.9%) 222 (25.5%) 451 (28.0%) 159 (23.3%) 110 (22.9%) 269 (23.1%) 720 (25.9%)不明

累計

2,7751,163682 481全体 1,612

2023年度

上半期

2024年度

宗教団体

上半期 下半期 計下半期 計

742 870

宗教団体以外
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カ 関係法人等別の関係情報の類型 

（ア）宗教団体 

関係法人等が「宗教団体」の関係情報の類型別件数については、図表

５－12のとおり、「その他」を除くと、2023 年度上半期は、「寄附金の

返金等」が 91件（宗教団体の情報に占める割合 33.5パーセント）と最

も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 68 件（同 25 パーセン

ト）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 19件（同７パーセント）、

「団体への会費の支払問題等」が５件（同 1.8パーセント）、「法律に対

する要望意見」が４件（同 1.5パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が

１件（同 0.4パーセント）であり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」

が 199件（同 48.2パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱

退問題等」が 60件（同 14.5パーセント）、「寄附に関する商取引・契約

問題等」が 18 件（同 4.4 パーセント）、「団体への会費の支払問題等」

及び「消費者庁に対する要望意見」が各３件（同各 0.7 パーセント）、

「寄附を悪用した詐欺」及び「法律に対する要望意見」が各１件（同各

0.2パーセント）であった。 

2024 年度上半期は、「寄附金の返金等」が 115 件（同 39.4 パーセン

ト）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 51件（同 17.5

パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 32件（同 11パー

セント）、「団体への会費の支払問題等」が１件（同 0.3パーセント）で

あり、同年度下半期は、「寄附金の返金等」が 57件（同 28.9パーセン

ト）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が 36件（同 18.3

パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 15件（同 7.6パ

ーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が２件（同１パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附金の返金等」が 462 件（同 39.4 パーセン

ト）と最も多く、次いで、「団体の入会、脱退問題等」が 215件（同 18.3

パーセント）、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 84件（同 7.2パ

ーセント）、「団体への会費の支払問題等」が９件（同 0.8パーセント）、

「法律に対する要望意見」が５件（同 0.4パーセント）、「寄附を悪用し

た詐欺」が４件（同 0.3パーセント）、「消費者庁に対する要望意見」が

３件（同 0.3パーセント）であった。 
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【図表５－12】宗教団体に関する関係情報の類型別件数 

 

（イ）宗教団体以外 

関係法人等が「宗教団体以外」の関係情報の類型別件数については、

図表５－13のとおり、「その他」を除くと、2023年度上半期は、「団体

の入会、脱退問題等」が 76件（宗教団体以外の情報に占める割合 31.5

パーセント）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」

が 74件（同 30.7パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 15件（同 6.2

パーセント）、「寄附金の返金等」が５件（同 2.1パーセント）、「団体へ

の会費の支払問題等」及び「投資に関する問題」が各２件（同各 0.8パ

ーセント）であり、同年度下半期は、「寄附に関する商取引・契約問題

等」が 67件（同 28.5パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、

脱退問題等」が 37件（同 15.7パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が

12件（同 5.1パーセント）、「寄附金の返金等」が 10件（同 4.3パーセ

ント）、「団体への会費の支払問題等」が２件（同 0.9パーセント）であ

った。 

2024年度上半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 61件（同

26.4 パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が

45 件（同 19.5 パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 16 件（同 6.9

パーセント）、「寄附金の返金等」が 11件（同 4.8パーセント）、「団体

への会費の支払問題等」が３件（同 1.3パーセント）であり、同年度下

半期は「団体の入会、脱退問題等」が 33件（同 19パーセント）と最も

多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が 29件（同 16.7パ

ーセント）、「寄附金の返金等」が６件（同 3.4パーセント）、「寄附を悪

用した詐欺」が３件（同 1.7 パーセント）、「団体への会費の支払問題

等」が１件（同 0.6パーセント）であった。 

寄附金の返金等 91 (33.5%) 199 (48.2%) 290 (42.3%) 115 (39.4%) 57 (28.9%) 172 (35.2%) 462 (39.4%)

団体の入会、脱退問題等 68 (25.0%) 60 (14.5%) 128 (18.7%) 51 (17.5%) 36 (18.3%) 87 (17.8%) 215 (18.3%)

団体への会費の支払問題等 5 (1.8%) 3 (0.7%) 8 (1.2%) 1 (0.3%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 9 (0.8%)

寄附に関する商取引・契約問題等 19 (7.0%) 18 (4.4%) 37 (5.4%) 32 (11.0%) 15 (7.6%) 47 (9.6%) 84 (7.2%)

寄附を悪用した詐欺 1 (0.4%) 1 (0.2%) 2 (0.3%) 0 (0.0%) 2 (1.0%) 2 (0.4%) 4 (0.3%)

投資に関する問題 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

法律に対する要望意見 4 (1.5%) 1 (0.2%) 5 (0.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 5 (0.4%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 3 (0.7%) 3 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (0.3%)

その他 84 (30.9%) 128 (31.0%) 212 (30.9%) 93 (31.8%) 87 (44.2%) 180 (36.8%) 392 (33.4%)

2023年度 2024年度
累計

上半期 下半期 計 上半期 下半期 計

197 489 1,174「宗教団体」全体 272 413 685 292
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全ての期の累計は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 231件（同

26.2 パーセント）と最も多く、次いで「団体の入会、脱退問題等」が

191件（同 21.7パーセント）、「寄附を悪用した詐欺」が 46件（同 5.2

パーセント）、「寄附金の返金等」が 32件（同 3.6パーセント）、「団体

への会費の支払問題等」が８件（同 0.9パーセント）、「投資に関する問

題」が２件（同 0.2パーセント）であった。 

 

【図表５－13】宗教団体以外に関する関係情報の類型別件数 

 

 

（ウ）関係法人等不明 

関係法人等が「不明」の関係情報の類型別件数については、図表５－

14のとおり、「その他」を除くと、2023年度上半期は、「寄附を悪用し

た詐欺」が 37 件（関係法人等不明の情報に占める割合 16.2 パーセン

ト）と最も多く、次いで「寄附に関する商取引・契約問題等」が 26件

（同 11.4パーセント）、「寄附金の返金等」が７件（同 3.1パーセント）、

「団体の入会、脱退問題等」が６件（同 2.6パーセント）、「投資に関す

る問題」及び「法律に対する要望意見」が各１件（同各 0.4 パーセン

ト）であり、同年度下半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が

87件（同 39.2パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」

が 67件（同 30.2パーセント）、「寄附金の返金等」及び「団体の入会、

脱退問題等」が各 11件（同各５パーセント）、「消費者庁に対する要望

意見」が１件（同 0.5パーセント）であった。 

2024年度上半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 63件（同

39.6パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」が 31件

寄附金の返金等 5 (2.1%) 10 (4.3%) 15 (3.2%) 11 (4.8%) 6 (3.4%) 17 (4.2%) 32 (3.6%)

団体の入会、脱退問題等 76 (31.5%) 37 (15.7%) 113 (23.7%) 45 (19.5%) 33 (19.0%) 78 (19.3%) 191 (21.7%)

団体への会費の支払問題等 2 (0.8%) 2 (0.9%) 4 (0.8%) 3 (1.3%) 1 (0.6%) 4 (1.0%) 8 (0.9%)

寄附に関する商取引・契約問題等 74 (30.7%) 67 (28.5%) 141 (29.6%) 61 (26.4%) 29 (16.7%) 90 (22.2%) 231 (26.2%)

寄附を悪用した詐欺 15 (6.2%) 12 (5.1%) 27 (5.7%) 16 (6.9%) 3 (1.7%) 19 (4.7%) 46 (5.2%)

投資に関する問題 2 (0.8%) 0 (0.0%) 2 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (0.2%)

法律に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

その他 67 (27.8%) 107 (45.5%) 174 (36.6%) 95 (41.1%) 102 (58.6%) 197 (48.6%) 371 (42.1%)

「宗教団体以外」全体 241 235 476

2023年度

上半期 下半期 計

2024年度
累計

上半期 下半期 計

231 174 405 881
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（同 19.5パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 12件（同 7.5パ

ーセント）、「寄附金の返金等」が７件（同 4.4パーセント）であり、同

年度下半期は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 39 件（同 35.5

パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」が 22件（同

20 パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が６件（同 5.5 パーセン

ト）、「寄附金の返金等」が５件（同 4.5パーセント）であった。 

全ての期の累計は、「寄附に関する商取引・契約問題等」が 215件（同

29.9パーセント）と最も多く、次いで「寄附を悪用した詐欺」が 157件

（同 21.8パーセント）、「団体の入会、脱退問題等」が 35件（同 4.9パ

ーセント）、「寄附金の返金等」が 30件（同 4.2パーセント）、「投資に

関する問題」、「法律に対する要望意見」及び「消費者庁に対する要望意

見」が各１件（同各 0.1パーセント）であった。 

 

【図表５－14】関係法人等不明に関する関係情報の類型別件数 

 

 

  

寄附金の返金等 7 (3.1%) 11 (5.0%) 18 (4.0%) 7 (4.4%) 5 (4.5%) 12 (4.5%) 30 (4.2%)

団体の入会、脱退問題等 6 (2.6%) 11 (5.0%) 17 (3.8%) 12 (7.5%) 6 (5.5%) 18 (6.7%) 35 (4.9%)

団体への会費の支払問題等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

寄附に関する商取引・契約問題等 26 (11.4%) 87 (39.2%) 113 (25.1%) 63 (39.6%) 39 (35.5%) 102 (37.9%) 215 (29.9%)

寄附を悪用した詐欺 37 (16.2%) 67 (30.2%) 104 (23.1%) 31 (19.5%) 22 (20.0%) 53 (19.7%) 157 (21.8%)

投資に関する問題 1 (0.4%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.1%)

法律に対する要望意見 1 (0.4%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.1%)

消費者庁に対する要望意見 0 (0.0%) 1 (0.5%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.1%)

その他 151 (65.9%) 45 (20.3%) 196 (43.5%) 46 (28.9%) 38 (34.5%) 84 (31.2%) 280 (38.9%)

「関係法人等不明」全体 229 222 451

2023年度

上半期 下半期

159 110 269 720

2024年度
累計

上半期 下半期
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（２）寄附に関する消費生活相談の傾向分析                  

～PIO-NET を利用した「寄附」に関する消費生活相談の傾向分析～ 

 

ア 概要 

    本分析は、全国の消費生活センター等において、2015年度から 2024年

度の間に、PIO-NET40へ登録された相談情報のうち、「寄附」に関係するも

のを抽出し、寄附に係る消費者問題の傾向について、消費者庁が独自に分

析したものである 41。 

    PIO-NETについては、各相談情報に対してその内容に応じて各種キーワ

ード 42が付与されているところであるが、「寄附」に関する相談に付与す

るキーワードについては、不当寄附勧誘防止法の施行に合わせて 2023年

度に一部改訂されたため、現行のキーワードを使用して 2022年度以前及

び 2023年度以降の相談を同一条件の下に抽出することはできない。また、

2021 年度にキーワードの改訂を行っているため、後述のキーワード集計

結果では、経年的な推移を単純に比較することはできない。 

    そこで、前記期間における相談情報のうち、「相談件名」又は「相談概

要」の項目に「寄附」又は同義語である「寄付」、「布施」、「献金」、「浄財」

及び「寄進」のいずれかの用語（以下「寄附関連用語」という。）が含ま

れているものを抽出した上で、付与された各種キーワード等を活用して

分析を行った。 

その結果、抽出した相談について、総数は 2020年度の件数が最も多く、

そのうち寄附の不当勧誘に関する内容を含む可能性が高い相談は 2022年

度の件数が最も多かった 43。 
 

 
40 PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）とは、第３章（２）イでも記載し
たとおり、国民生活センターと全国の消費生活センター等をネットワークで結び、消費者か
ら消費生活センターに寄せられる消費生活に関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収
集を行っているシステムである。地方公共団体は、消費生活に関する様々な相談を受け付け
る窓口である消費生活センターや消費生活相談窓口を設置している。消費生活センターの
消費生活相談員が消費者から受け付けた苦情や相談についての情報が登録されているのが
PIO-NET である。PIO-NET には、相談者と契約当事者の情報（「年齢」、「性別」、「職業」
等）や、「受付年月日」、「相談概要」などの項目が入力されている。 
41 国民生活センターから提供を受けた情報を基に消費者庁において独自に集計・分析した。 
42 キーワードについては、相談の内容から、消費生活相談の専門家である相談員が判断し
て選択・入力し、入力内容と全体との整合性等を行政職員がチェック、決裁した上で、PIO-
NETに登録される。 
43 「寄附の不当勧誘に関する内容を含む可能性が高い相談」の定義については、後述ウ(オ)
を参照されたい。 
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イ 分析方法 

（ア）対象データ 

本分析においては、2015年度から 2024年度までの間に PIO-NETに登

録された情報のうち、前記の寄附関連用語が含まれた相談情報計

18,079件を対象とした 44。 

なお、本相談情報については、国民生活センターから提供を受けた受

付情報の範囲内で、消費者庁が独自に集計・分析したものである。 

 

（イ）キーワードの変更等に対する措置 

寄附に係るキーワードについては、2022 年度末までは商品キーワー

ドとして「祈とうサービス」及び「募金」が設定されていたが、2023年

度からは「募金」が廃止され、「寄附」が新設されるとともに、「祈とう

サービス」については定義変更がなされた。 

また、不当寄附勧誘防止法の施行に合わせて、内容等キーワードとし

て「不当寄附勧誘」、「配慮義務」及び「禁止行為」が新設された（詳細

は図表５－15に記載のとおり。）。 

そこで、過去の寄附関連相談の推移を分析するに際して、抽出条件の

連続性を担保するため、相談件名又は相談概要欄に寄附関連用語が含

まれるものを抽出した上で、二次的な傾向分析においてキーワードを

使用することとした。 

 

  

 
44 相談件名又は相談概要のいずれかに文字列“寄付”、“寄附”、“布施”、“献金”、“浄財”又は
“寄進”が含まれる相談情報（2015 年４月１日から 2025 年 3 月 31 日の間に受付、2025 年
３月 31 日までに PIO-NET に登録されたもの。）。 
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【図表５－15】キーワードの変遷 

種別 キーワード 2022年度末まで 2023年度から 

商品 

祈とう

サービ

ス 

・何らかの宗教的・呪術的な色彩があ

る役務を施すサービスの相談に付与。 

 ⇒ 占いアプリ・サイト、運命鑑定、     

霊視、手相占い、家系診断 

・何の役務も行わない献金、浄財等

（消費者問題としての側面があるもの）

に係る相談に付与。 

 ⇒ 宗教的・呪術的色彩のある 

清め、献金、浄財 

・何らかの宗教的・呪術的な色彩があ

る役務を施すサービスの相談に付与。 

 ⇒ 占いアプリ・サイト、運命鑑定、

霊視、手相占い、家系診断 

・何の役務も行わない献金、浄財等

（消費者問題としての側面があるもの）

に係る相談に付与。 

 ⇒ 宗教的・呪術的色彩のある 

清め、献金、浄財（定義変更） 

募金 

・物品販売を伴わない寄付集めに関

連する相談に付与 

（保健・福祉を目的とした寄付型のクラウドフ

ァンディングも含む） 

（廃止） 

寄附 （なし） 

（新設） 

・何の役務も行わない献金、浄財等

（消費者問題としての側面があるもの）

に係る相談に付与。 

 ⇒ 宗教的・呪術的色彩のある清 

め、献金、浄財 

・物品販売を伴わない寄附集め、寄

附、保健・福祉を目的とした寄附型の

クラウドファンディング、物品販売を伴

う寄附集めに関する相談に付与。 

内 容

等 

不当 

寄附 

勧誘 

（なし） 

（新設） 

不当寄附勧誘防止法に規定される

不当寄附勧誘に関連する相談に付

与。 

配慮 

義務 
（なし） 

（新設） 

不当寄附勧誘防止法第３条に規定

される配慮義務に違反する又は違反

する疑いのある寄附勧誘行為に関連

する相談に付与。 

禁止 

行為 
（なし） 

（新設） 

不当寄附勧誘防止法第４条及び第

５条に規定される寄附の勧誘に関する

禁止行為に当たる又は当たる疑いの

ある行為に関連する相談に付与。 
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ウ 分析結果 

（ア）全体の傾向 

抽出した相談について、受け付けた年度及び選定した用語ごとに集

計した結果、各年度における寄附関連相談の累計件数については、図表

５－16 及び図表５－17 のとおり、2015 年度の 1,570 件から 2017 年度

の 1,323 件にかけて緩やかに減少した後、2018 年度の 1,735 件から

2020年度の 2,770件にかけて顕著な増加傾向を示し、2020年度は本調

査期間における最高値となっている。 

その後、2021年度に 2,004件と急減し、以降は減少傾向である。 

寄附関連の用語別でみると、各年度共に「寄付」の用語が含まれる相

談の件数が最も多く、その他の用語については、2022年度を除くと「布

施」が２番目に多く、次いで「献金」が多くなっている。 

顕著な特徴として、2022年度は「献金」の件数が前年度の約 10倍で

ある 353件に急増し、「布施」の 237件を上回っている。 

 

【図表５－16】寄附に関する相談の受付件数推移 

 

【図表５－17】寄附に関する相談の受付件数推移 

 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 平均

1,570 1,527 1,323 1,735 2,226 2,770 2,004 1,936 1,689 1,299 1,808

寄進 15 18 8 16 10 3 2 5 6 8 9

浄財 3 7 2 2 1 4 1 3 1 0 2

献金 54 50 24 31 27 11 33 353 98 60 74

布施 279 224 182 198 174 160 161 237 209 206 203

寄附 15 12 9 22 31 37 16 13 61 28 24

寄付 1,234 1,239 1,113 1,492 2,004 2,578 1,805 1,400 1,352 1,018 1,524

全用語

※　各用語別の件数は、当該用語が含まれた相談件数であるため、同一の相談が重複計上される場合もある。
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（イ）商品別分類の付与状況 

抽出した相談において、相談の主体となる商品・役務等を分類する

「商品別分類」については、図表５－18 のとおり、各年度において、

「他の保健・福祉 45」又は「役務その他 46」が最も多く付与されている。 

なお、2022 年度末をもって商品別分類「他の保健・福祉」に位置付

けられていた商品キーワード「募金」が廃止され、代替として新設され

たキーワードの「寄附」は、商品別分類「役務その他」に位置付けられ

たため、2023 年度以降における商品別分類「他の保健・福祉」は、付

与数の上位には位置付けられていない。 

 

（ウ）商品キーワードの付与状況 

商品・役務等の相談内容を分類するキーワードである「第１商品キー

ワード」は、図表５－19のとおり、2015年度から 2021年度までは「募

金」、2022年度のみ「祈とうサービス」、2023年度以降は「寄附」が各

年度において最も多く付与されている。 

なお、「祈とうサービス」については、2022 年度以外の年度において

も２番目又は３番目に多く付与されている。 

 

（エ）内容等キーワードの付与状況 

相談内容等を表すキーワードである「内容等キーワード 47」は、図表

 
45 商品別分類「他の保健・福祉」は、保健・衛生を保つために受ける役務、身体を美化する
ために受ける役務及びサービスのうち「保健・福祉一般」、「医療」、「理美容」、「浴場」、「衛
生サービス」、「健康関連サービス」、「保育」及び「老人福祉・サービス」に該当しないもの
である。 
保健を除く児童福祉や物品の販売を伴わない保健や 2022 年度末までは福祉のための寄

付・募金が含まれる。 
46 商品別分類「役務その他」は、「他の役務」に含まれるもので、サービス業のうち「金融・
保険サービス」、「運輸・通信サービス」、「教育サービス」、「教養・娯楽サービス」及び「保
健・福祉サービス」に該当しないものとなる。 
 消費者問題の側面を持つ献金や浄財等や 2023 年度に新設された商品キーワード「寄附」
に係るものは「役務その他」に含まれる。 
47 内容等キーワードは、予め示された標準キーワード表に記載されたものから付与され、
成分・素材を表す成分キーワード及び外国名を表す外国名キーワードと合わせて最大 11個
まで付与することができるため、１件の相談に複数の内容等キーワードが付与される場合
もある。したがって、相談件数と内容等キーワードの件数は一致しない。 
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５－20 のとおり、全ての年度において「信用性 48」が最も多く付与さ

れており、２番目に多く付与されているキーワードについては、2015年

度及び 2016 年度は「電話勧誘」、2017 年度は「解約」、2018 年度から

2021 年度は「ＤＭ広告」、2022 年度は「返金」、2023 年度は「詐欺」、

2024年度は「インターネット通販」と年度により差異がある。 

特異な傾向として、2022年度は、「返金 49」の付与数が他の年度に比

較して多く、他の年度では付与数の上位 10項目に入っていない「開運

商法 50」が６番目の付与数となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
48 内容等キーワード「信用性」は、事業者等の信用性を問う相談などに付与される。 
49 内容等キーワード「返金」は、消費者からの返金希望、返金をめぐるトラブル等に付与さ
れる。例えば、契約している場合の返金には「解約」又は「クーリングオフ」を併せて付与
することとなる。 
50 内容等キーワード「開運商法」は、「購入しなければ不幸になる。購入すれば不幸から免
れる」という虚偽説明、「運勢が開ける」「幸福になる」というセールストークだけでなく「家
系図をみて・・」「姓名判断をして・・」「相手をみて・・」といった場合にも広く付与され
る。商品だけでなく、占いや祈とうサービス等の役務にも付与される。 
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【図表５－18】商品別分類付与件数（上位 10項目）の推移 

 
 

 

  

商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数

1 役務その他 295 他の保健･福祉 375 他の保健･福祉 366 他の保健･福祉 645 他の保健･福祉 1072

2 他の保健･福祉 292 役務その他 244 役務その他 188 役務その他 223 放送･コンテンツ等 216

3 放送･コンテンツ等 138 放送･コンテンツ等 127 放送･コンテンツ等 114 放送･コンテンツ等 166 役務その他 180

4 商品一般 119 相談その他 98 商品一般 79 商品一般 106 商品一般 161

5 相談その他 107 商品一般 97 相談その他 69 屋外装備品 65 相談その他 91

6 冠婚葬祭 76 屋外装備品 78 冠婚葬祭 58 相談その他 64 屋外装備品 65

7 書籍･印刷物 67 冠婚葬祭 67 屋外装備品 56 冠婚葬祭 55 冠婚葬祭 47

8 屋外装備品 60 書籍･印刷物 54 土地 46 書籍･印刷物 38 書籍･印刷物 33

9 土地 50 他の教養娯楽品 31 書籍･印刷物 43 土地 32 土地 26

10 慣習･しきたり 34 土地 30 他の教養娯楽品 20 他の教養･娯楽 24 他の教養娯楽品 24

商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数 商品別分類 付与数

1 他の保健･福祉 1641 他の保健･福祉 941 役務その他 512 役務その他 736 役務その他 464

2 商品一般 201 商品一般 172 他の保健･福祉 458 商品一般 203 商品一般 154

3 役務その他 152 役務その他 148 商品一般 159 他の教養･娯楽 82 冠婚葬祭 88

4 放送･コンテンツ等 150 他の教養･娯楽 130 他の教養･娯楽 116 屋外装備品 62 屋外装備品 58

5 相談その他 85 相談その他 81 相談その他 78 他の教養娯楽品 56 他の行政サービス 48

6 他の保健衛生品 62 冠婚葬祭 62 他の教養娯楽品 74 食器･台所用品 45 他の教養･娯楽 47

7 冠婚葬祭 50 屋外装備品 43 屋外装備品 66 他の行政サービス 40 他の教養娯楽品 40

8 土地 33 他の教養娯楽品 39 冠婚葬祭 48 冠婚葬祭 39 相談その他 39

9 屋外装備品 32 他の行政サービス 28 書籍･印刷物 32 書籍･印刷物 36 食器･台所用品 25

10 文具･事務用品 30 土地 22 他の行政サービス 31 他の金融関連サービス 30 書籍･印刷物 25

※2021年度及び2023年度にキーワードの改訂を行っているため、経年的な推移を単純に比較することはできない。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
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【図表５－19】第１商品キーワード付与件数（上位 10項目）の推移 

 
 

 

  

商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数

1 募金 283 募金 360 募金 356 募金 630 募金 1053

2 祈とうサービス 192 祈とうサービス 161 祈とうサービス 121 祈とうサービス 148 商品一般 161

3 商品一般 119 商品一般 97 商品一般 79 商品一般 106 祈とうサービス 115

4 相談その他 105 相談その他 97 相談その他 69 出会い系サイト 89 出会い系サイト 95

5 役務その他サービス 75 墓 73 墓 54 相談その他 61 相談その他 91

6 出会い系サイト 59 役務その他サービス 57 出会い系サイト 53 墓 59 他のデジタルコンテンツ 84

7 墓 59 出会い系サイト 51 他のデジタルコンテンツ 42 他のデジタルコンテンツ 46 墓 61

8 他のデジタルコンテンツ 47 他のデジタルコンテンツ 45 役務その他サービス 39 役務その他サービス 46 役務その他サービス 41

9 葬式 46 葬式 31 葬式 29 葬式 35 デジタルコンテンツ 28

10 書籍 39 他の冠婚葬祭 26 他の冠婚葬祭 26 デジタルコンテンツ 25 葬式 26

商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数 商品KW 付与数

1 募金 1630 募金 938 祈とうサービス 456 寄附 588 寄附 318

2 商品一般 201 商品一般 172 募金 450 商品一般 203 商品一般 154

3 祈とうサービス 96 祈とうサービス 94 商品一般 159 祈とうサービス 99 祈とうサービス 103

4 相談その他 83 相談その他 80 相談その他 75 墓 57 葬式 59

5 出会い系サイト 74 出会い系サイト･ｱﾌﾟﾘ 65 墓 63 出会い系サイト･ｱﾌﾟﾘ 48 墓 58

6 他のデジタルコンテンツ 58 教養・娯楽サービス 48 出会い系サイト･ｱﾌﾟﾘ 55 食器 42 他の行政サービス 48

7 保健衛生品その他 57 葬式 38 教養・娯楽サービス 43 他の行政サービス 40 相談その他 39

8 役務その他サービス 33 墓 36 役務その他サービス 36 相談その他 29 役務その他サービス 29

9 墓 30 役務その他サービス 33 葬式 31 葬式 29 他の冠婚葬祭 27

10 葬式 30 他の行政サービス 28 他の行政サービス 31 役務その他サービス 28 教養・娯楽サービス 25

※　2021年度及び2023年度にキーワードの改訂を行っているため、経年的な推移を単純に比較することはできない。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度
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【図表５－20】内容等キーワード付与件数（上位 10項目）の推移 

 

 

（オ）寄附の不当勧誘に関する内容を含む可能性が高い相談情報の選別 

ａ 趣旨 
これまでに分析対象とした相談情報については、相談件名又は相

談概要欄に寄附関連用語が含まれてはいるものの、寄附の不当勧誘

に関する内容でない相談も相当数含まれている。 

そこで、付与された商品キーワード及び内容等キーワードを活用

し、寄附の不当勧誘に関する内容を含む可能性が高い相談情報（以下

「選別情報」という。）を選別し、分析することとした。 

 

ｂ 選別条件とするキーワードの整理 
2022 年度以前にあっては、宗教的・呪術的な色彩がある役務を施

すサービスや消費者問題としての側面を有する何の役務も行わない

内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数

1 信用性 379 信用性 415 信用性 348 信用性 622 信用性 889

2 電話勧誘 290 電話勧誘 232 解約 175 DM広告 400 DM広告 705

3 詐欺 240 解約 205 高価格・料金 172 インターネット通販 226 プライバシー 393

4 高価格・料金 236 高価格・料金 189 DM広告 168 プライバシー 216 インターネット通販 248

5 強引 203 プライバシー 180 強引 163 高価格・料金 212 詐欺 231

6 解約 196 詐欺 176 インターネット通販 160 解約 201 解約 223

7 プライバシー 167 インターネット通販 159 プライバシー 152 詐欺 174 返金 197

8 インターネット通販 164 DM広告 157 詐欺 144 強引 171 高価格・料金 192

9 返金 126 強引 151 電話勧誘 141 返金 168 強引 184

10 DM広告 123 返金 139 返金 131 電話勧誘 142 契約書・書面 165

内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数

1 信用性 1,274 信用性 721 信用性 403 信用性 427 信用性 252

2 DM広告 1,106 DM広告 513 返金 394 詐欺 265 インターネット通販 207

3 プライバシー 583 個人情報 361 高価格・料金 387 電話勧誘 256 解約 198

4 インターネット通販 265 インターネット通販 293 解約 372 解約 253 高価格・料金 196

5 詐欺 243 詐欺 263 インターネット通販 287 インターネット通販 232 返金 185

6 解約 201 解約 233 開運商法 258 返金 230 詐欺 171

7 契約書・書面 198 高価格・料金 192 詐欺 240 高価格・料金 206 個人情報 117

8 返金 175 返金 179 個人情報 170 強引 150 電話勧誘 115

9 高価格・料金 169 SNS 146 強引 168 SNS 133 SNS 112

10 強引 160 契約書・書面 134 SNS 152 個人情報 132 説明不足 109

※　2021年度及び2023年度にキーワードの改訂を行っているため、経年的な推移を単純に比較することはできない。

24年度

18年度 19年度

20年度 21年度 22年度 23年度

15年度 16年度 17年度

※　内容等キーワード「プライバシー」については、2021年度から｢個人情報（ｺｼﾞﾝｼﾞﾖｳﾎｳ）」に名称変更。
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献金・浄財等に係る相談情報には、商品キーワード「祈とうサービス」

が付与されていた。 

本分析に使用した相談情報にあっては、相談件名又は相談概要の

欄に寄附関連用語が含まれていることが前提であるため、2022 年度

までの相談情報のうち、商品キーワード「祈とうサービス」が付与さ

れたものは、宗教的・呪術的色彩を有した寄附等に関するトラブルと

して整理することができるため、同相談情報を選別情報とした。 

一方、2023 年度以降については、同年度から関係するキーワード

の定義変更等がなされ、何の役務も行わない献金・浄財等に係る相談

情報には商品キーワード「祈とうサービス」を付与せず、新設された

商品キーワード「寄附」を付与することとなった 51。 

また、不当寄附勧誘防止法の施行に伴い、2023 年度からは法に関

係する相談には新設された内容等キーワード「不当寄附勧誘」、「配慮

義務」又は「禁止行為」が付与されることとなったため、これらのキ

ーワードを活用することで、相談情報の選別が可能となる 52。 

そこで、2023年度及び 2024年度については、内容等キーワードに

「不当寄附勧誘」、「配慮義務」又は「禁止行為」が付与された相談に

加えて、商品キーワードに「祈とうサービス」及び「寄附」の双方が

付与された相談を選別情報とすることとし、2022 年度までの選別情

報（商品キーワード「祈とうサービス」が付与されたもの）に近似す

る暫定値とした。 

なお、以上の整理における商品キーワード及び内容等キーワード

の定義変更の概略及び相談情報の選別の概要については、図表５－

21及び図表５－22にそれぞれ示したとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 
51「祈とうサービス」と「寄附」の両要素を併せ持つ相談については、いずれの商品キー
ワードも付与される。 
52 内容等キーワードに「不当寄附勧誘」、「配慮義務」又は「禁止行為」が付与される場
合、商品キーワードに「寄附」が付与される。 
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【図表５－21】商品キーワード及び内容等キーワードの定義変更の概略 

 

 

【図表５－22】相談情報の選別条件（概念図） 

  
 

ｃ 相談件数の推移 
各年度の相談情報について、前記ウ(オ)ｂに記載の条件により選

別した選別情報及び選別対象外の相談情報の件数の推移を図表５－

23及び図表５－24のとおり確認したところ、選別対象外の相談情報

については、ウ(ア)に記載した全体の受付件数（図表５－16 再掲）

とおおむね近似した傾向となった。一方、選別情報については、2015

年度の 211 件から 2021 年度の 99 件にかけておおむね減少傾向を示

種別 キーワード

何の役務も行わない献金・浄財等

不当寄附勧誘

配慮義務

禁止行為

商品

内容等

2022年度末まで 2023年度から

祈とうサービス

　何らかの宗教的・呪術的な色彩がある役務を施すサービス。

何の役務も行わない献金・浄財等 〈定義変更〉

寄附 （新設）

物品販売を伴わない寄附集め、寄附。

（新設）
不当寄附勧誘防止法に

関係する相談
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していたが、2022年度は 480件と急増している。 

なお、選別情報の 2022年度の月別受付状況を確認すると、図表５

－25 のとおり、７月から急増して９月に最高値の 100 件となり、10

月は 97件と高止まりした後、11月に 45件まで減少している。 

2023 年度以降については、キーワードの定義変更等がなされたた

め統計値としての完全性は維持できないものの、前記ウ(オ)ｂに記

載のとおり、関係するキーワードを活用して抽出した近似値は 2022

年度の 480 件から 2023 年度は 96 件まで急減し、2024 年度は 47 件

と、それぞれ 2021年度以前の件数と同水準以下に減少している。 

 

【図表５－23】選別した相談情報の受付件数の推移 

 

 

【図表５－24】選別した相談情報の受付件数の推移 

 

 

 

 

 

 

年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 平均

選別情報 211 170 136 152 118 98 99 480 96 47 161

対象外 1,359 1,357 1,187 1,583 2,108 2,672 1,905 1,456 1,593 1,252 1,647

全体 1,570 1,527 1,323 1,735 2,226 2,770 2,004 1,936 1,689 1,299 1,808
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【図表５－16】寄附に関する相談情報の受付件数の推移（再掲） 

 
 

【図表５－25】選別情報の 2022年度月別受付件数の推移 

 
 

ｄ 内容等キーワードの付与状況 
選別情報における内容等キーワードの付与状況については図表５

－26 のとおり、各年度において最も多く付与されている内容等キー

ワードは、2015 年度から 2021 年度までの間は「高価格・料金 53」、

2022年度は「開運商法」、2023年度は「配慮義務」、2024年度は「返

金」という状況である。 

      特異な傾向としては、「返金」の付与数について 2015年度から 2021

年度までは最多が 36 個、最少が 15 個であったが、2022 年度は 183

 
53 内容等キーワード「高価格・料金」は、価格・料金そのものに関する相談のうち、相対的
にみて高いか否かにかかわらず、相談者が高いと申し出たものに付与される。 
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個に増加している。なお、2023年度には 17個に減少し、2024年度も

19個と 2021年度以前と同等の付与数となっている。 

       

【図表５－26】選別情報における内容等キーワードの付与状況（上位 10項目） 

 

 

（カ）内容等キーワード「不当寄附勧誘」等が付与された相談の件数 

2023 年度に新設された内容等キーワード「不当寄附勧誘」、「配慮義

務」又は「禁止行為」が付与された相談の受付状況については、図表５

－27のとおり、2023年度から 2024年度までの間に計 63件を受け付け

ており、内容等キーワードの付与数については、包括的キーワードの

「不当寄附勧誘」が８個、個別行為を示すキーワードの「配慮義務」が

41個、「禁止行為」が 28個であった。 

月別の相談受付件数をみると、2023年４月の 16件及び同年５月の 10

件以降は一桁又はゼロという状況で推移している。 

また、相談者の属性については、当事者本人からの相談が計 29 件、

内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数

1 高価格・料金 75 高価格・料金 54 高価格・料金 48 高価格・料金 58 高価格・料金 36

2 開運商法 68 開運商法 41 強引 35 開運商法 43 強引 35

3 強引 51 解約 36 開運商法 32 解約 39 解約 31

4 解約 47 強引 32 解約 24 強引 38 開運商法 20

5 返金 36 返金 29 返金 20 返金 25 返金 18

6 信用性 33 信用性 26 信用性 17 家庭訪販 19 信用性 17

7 家庭訪販 20 家庭訪販 18 家庭訪販 16 信用性 16 契約書・書面 16

8 詐欺 18 説明不足 17 契約書・書面 10 契約書・書面 12 家庭訪販 11

9 電話勧誘 17 詐欺 14 説明不足 8 説明不足 11 説明不足 10

10 不当請求 16 価格・料金 14 価格・料金 8 判断不十分者契約 11 電話勧誘 8

内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数 内容等KW 付与数

1 高価格・料金 33 高価格・料金 27 開運商法 202 配慮義務 32 返金 19

2 開運商法 21 強引 20 高価格・料金 196 高価格・料金 30 高価格・料金 18

3 強引 18 開運商法 18 返金 183 開運商法 28 開運商法 15

4 解約 17 解約 18 解約 81 禁止行為 23 配慮義務 9

5 信用性 17 返金 17 強引 74 強引 23 強引 8

6 返金 15 家庭訪販 15 信用性 38 解約 18 解約 8

7 販売態度 12 信用性 11 判断不十分者契約 23 返金 17 信用性 5

8 電話勧誘 7 説明不足 10 契約書・書面 22 信用性 16 禁止行為 5

9 問題勧誘 6 インターネット通販 7 次々販売 21 身障者関連 10 身障者関連 5

10 説明不足 5 問題勧誘 5 問題勧誘 20 家庭訪販 9 契約書・書面 4

※　2021年度及び2023年度にキーワードの改訂を行っているため、経年的な推移を単純に比較することはできない。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度
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当事者以外からの相談が計 33件、関係不明の者からの相談が１件であ

った。 

これらの計 63件の相談情報について、それぞれの相談件名について

は、情報の受付年月と併せて図表５－28のとおり整理している。 

なお、上記のキーワードについては、法の要件に対して幅広く付与し

ているため、相談情報のみをもって直ちに不当寄附勧誘防止法に抵触

する事案が発生していると認定するものではない。 

 

【図表５－27】内容等キーワード「不当寄附勧誘」等が付与された相談の件数 

 

 

  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

不当寄附勧誘 3 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 6

配慮義務 12 9 3 0 1 0 1 1 1 0 4 0 32

禁止行為 6 2 2 1 3 0 0 2 2 0 4 1 23

当事者本人 5 6 3 1 0 0 1 2 1 0 1 0 20

当事者以外 10 4 1 0 3 0 1 2 1 0 4 1 27

不明 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

16 10 4 1 3 0 2 4 2 0 5 1 48

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

不当寄附勧誘 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 8

配慮義務 0 1 1 0 1 2 2 0 1 0 1 0 9 41

禁止行為 1 0 1 0 1 1 0 0 0 1 0 0 5 28

当事者本人 0 1 2 0 2 2 0 0 0 1 1 0 9 29

当事者以外 1 1 0 0 0 1 2 0 1 0 0 0 6 33

不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

1 2 2 0 2 3 2 0 1 1 1 0 15 63計

累計

2023年度

キーワード
付与数

相談
件数

相談者

計

2024年度

キーワード
付与数

相談
件数

相談者
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【図表５－28】内容等キーワード「不当寄附勧誘」等が付与された相談件名一覧 

No 受付年月 相談件名 

１ 
2023年 

４月 

知人の話。自分も瞑想セミナーのｗｅｂ研修を受け

たがお布施の話になり宗教と気づいた。知人は精神修

行と耳を貸さない。 

２ 
2023年 

４月 
宗教団体からしつこい勧誘を受けている。 

３ 
2023年 

４月 

義母がファミリーレストランで宗教法人から掛け軸

を買う約束をしたが止めさせたい。別の宗教法人の寄

付請求にも困惑。対応は。 

４ 
2023年 

４月 

以前、宗教団体に献金するため銀行から借り入れた

が返済困難。他にも生活費等の支払いが苦しい。 

５ 
2023年 

４月 

妹が海外の宗教にはまり、何枚もカードを作っては

セミナーに通ったり外国の宗教者に会いに行く。家族

からも借金をしている。 

６ 
2023年 

４月 

施設に入所中の祖母が不安をあおられ宗教団体に高

額な寄付をしていたことが分かった。可能であれば返

金を求めたい。 

７ 
2023年 

４月 

固定電話に地震の寄付のため食器はないかと電話が

あった。後刻にはアクセサリーや個人情報も聞かれ不

審。断わりたいが対処法は。 

８ 
2023年 

４月 

ＳＮＳで知り合った女性に寄附を頼まれてネット銀

行から借金し４０万円を送金した。詐欺に遭ったよう

だがどうしたらいいか。 

９ 
2023年 

４月 

以前の職場で知り合った人から、宗教の勧誘を受け

て迷惑。更に借りた覚えの無いお金の返済を言われて

いる。対応は。 

10 
2023年 

４月 

宗教団体に１０００万円ほど供養で寄付をした。結

婚の話の時にも献金をしたが話が流れた。苦情を言い

たいし、相談先を知りたい。 

11 
2023年 

４月 

妻が、金融機関から多額の借金をし、印鑑や経典など

を新興宗教から購入したり先祖供養として謝礼を支払

っていたことを聞いた。 
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No 受付年月 相談件名 

12 
2023年 

４月 

高齢者の支援をしているものである。利用者が高額

な投資を行っている。また、ある宗教に月々１０万円の

お布施をしている。 

13 
2023年 

４月 

夫が精神修養講座に参加したり、団体に寄付金とし

てお金を支払っているようだ。止めさせる方法はない

か。信用性はあるのか。 

14 
2023年 

４月 

妻が宗教団体に加入し、自分が相続した財産を寄付

しているようだ。自分の財産ではないので苦情は言え

ないが、今後の対処は。 

15 
2023年 

４月 

兄が職場の同僚に勧誘され、宗教団体に通っている。

入会金やお布施など数回に亘り納めている。金額も大

きくなっている。心配だ。 

16 
2023年 

４月 

20 数年前宗教団体に洗脳させられ 100 万円を献金し

た。その後精神病になり入院。当時の勧誘者がまだいる

ので返金してほしい。 

17 
2023年 

５月 

高齢で認知症の疑いのある母が年金のほとんどを使

ってしまうので困っている。 

18 
2023年 

５月 

市役所の委託を受けている者だと名乗り、「世界の貧

困地域への寄附のため、洋服などを頂けないか」との電

話が架かってきた。 

19 
2023年 

５月 

妻が宗教に没頭し３年分の家計簿だけで１千万円の

寄付が見つかった。家計は圧迫されているので取り戻

し請求はできるか。 

20 
2023年 

５月 

妹が母の預金を引き出し、宗教団体に寄付している

ようだ。相談したい。 

21 
2023年 

５月 

近所の女性から宗教のしつこい勧誘を受け、施設に

連れていかれ複数回お金を払わされた。お金を返して

ほしい。 

22 
2023年 

５月 

先祖供養がなっていないと言われ藁をもつかむ思い

で 300 万円支払った。冷静に考えると騙されたと思う。

返金してほしい。 
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No 受付年月 相談件名 

23 
2023年 

５月 

亡父の葬儀を依頼した寺院から、今後の法要のお布

施金額を一方的に提示された。断ることはできないら

しい。対処方法を知りたい。 

24 
2023年 

５月 

海外支援の寄付で不用品を回収すると市の名前を騙

る電話が掛かってきた。不審であったために対応はし

なかった。情報提供する。 

25 
2023年 

５月 

ボランティア団体を名乗って電話があり、不用品を

取りに行くので寄付して下さいと言って一方的に電話

が切れた。 

26 
2023年 

５月 

祖父が宗教団体に多額の献金を行っているようだ。

取り戻せないか。 

27 
2023年 

６月 

先ほど男性に訪問され災害の際の義援金をお願いし

たいと訪問された。宗教の信者かもしれないが執拗だ

ったため情報提供したい。 

28 
2023年 

６月 

願掛けをしており、宗教団体に入信している。本部の

相談窓口に連絡するたびお金の話になり、支払いを求

められ困っている。 

29 
2023年 

６月 

亡き母が宗教に献金し、貧乏を極めた。教団に苦情を

言ったが、何も対応しない。弁護団を教えて。 

30 
2023年 

６月 

宗教２世でこれまでの累積献金額は１億円である。

手を切りたいので相談先を教えてほしい。 

31 
2023年 

７月 

新興宗教の準管理職の人から献金を強要され困って

いる。脱会したい。 

32 
2023年 

８月 

高齢者支援センターだが、高齢者宅に宗教の人が来

て、断っても勝手に拝み、お布施を要求し、小銭でも渡

さないと帰らない。 

33 
2023年 

８月 

母が宗教に洗脳され毎月２０万円程お布施してい

る。やめさせたい。 
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No 受付年月 相談件名 

34 
2023年 

８月 

高齢の母の家に宗教団体の人が出入りしているよう

で以前には寄付もしたようだ。出入りするのを止めさ

せたいので対策を知りたい。 

35 
2023年 

10月 

４０年ほど前から宗教団体と付き合い、壺の購入や

寄附などで高額を支払っていた。できることなら返金

してほしい。 

36 
2023年 

10月 

母は、25 年前に最近報道されている宗教団体に入り

10 年前に退会した。家族でも献金の返金の申請ができ

るか、相談窓口を聞く。 

37 
2023年 

11月 

開運グッズを購入し購入先の寺に電話をしたら、家

運が傾いていると不安を煽られ、お布施を要求された。

霊感商法ではないか。 

38 
2023年 

11月 

11 年前に勧誘を受けて宗教団体に入信。寄付、先祖

供養、壺と塔の置物購入などで 1,500万円を支払った。

返金してほしい。 

39 
2023年 

11月 

障害のある知人が宗教団体を脱退したのに、同団体

に所属している職場の同僚から献金名目のお金を請求

されて困っている。 

40 
2023年 

11月 

甥が世間を騒がせている宗教団体に加入して高齢の

祖父母に高額のつぼ等を売っている。家族関係は壊れ

ており何とか改善したい。 

41 
2023年 

12月 

20 年前に宗教団体に多額の寄付をさせられた。取り

戻したい。 

42 
2023年 

12月 

母が宗教団体へ献金をしていたようで、多額の借金

があるようだ。返済に苦労しているが、何処か相談する

所は有るだろうか。 

43 
2024年 

２月 

入会している宗教団体に５００万円以上寄附してき

たが取り戻したい。また、宗教についてもどこかに相談

したい。 

44 
2024年 

２月 

当市に住んでいる高齢の母が地元の神社で占っても

らい、家族に災いが起こる等と言われ定期的に寄付を

しているようだ。 
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No 受付年月 相談件名 

45 
2024年 

２月 

昔から両親が信仰している宗教に献金させられてい

た。生活が破綻して母親と家をでたが、残った父と友人

家族が利用されていて心配。 

46 
2024年 

２月 

別居している父親が誰かに「運気が悪い」と言われ、

そこに寄付をしようとして自宅を売ろうとしている。

やめさせたい。 

47 
2024年 

２月 

他界した母親がある宗教に財産を寄付させられてい

たことが分かった。できれば、その財産を取り戻した

い。相談窓口を知りたい。 

48 
2024年 

３月 

母は１０年前から宗教団体に入信しており、当時か

ら月に１～２万円の寄付をしていた。母から「家を売却

して寄付する」と言われた。 

49 
2024年 

４月 

同居の母が、最近何かの宗教に入会し、高額のお金を

支払ったようである。また新たにお金を要求され、困っ

ている。 

50 
2024年 

５月 

母が宗教に洗脳されていて貯金から寄付を繰り返し

ている。今後の両親の生活が心配である。行政として対

応すべきだ。 

51 
2024年 

５月 

自宅に「寄付をお願いします」と２回、訪問があった。

何の寄付か分からず断ったが、最近町内で寄付を募る

ようなことはあるか。 

52 
2024年 

６月 

兄の入信をきっかけに家族が宗教に入信し、団体に

言われるがままに高額な寄附を繰り返した。不当な寄

附なので返金を求めたい。 

53 
2024年 

６月 

夫婦で宗教に入っているが、高額な寄付金を強要さ

れて困っている。宗教被害の相談窓口を紹介してほし

い。信仰はやめたくない。 

54 
2024年 

８月 

兄と社長に強引に宗教に誘われて不本意ながら入信

したが多額の寄付を強いられ妻が嫌がり離婚した。脱

会後も寄付を強いられている。 

55 
2024年 

８月 

７年前に８年間ずっと高額なお布施をしていたお寺

と縁を切った。総額で 800万円位は渡している。返金希

望。 
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No 受付年月 相談件名 

56 
2024年 

9月 

自分の子供が地元地域の駅前で宗教法人をかたる数

人に囲まれ寄付を求められた。その際に命に係わる脅

迫をされた。 

57 
2024年 

9月 

カルト教団問題について耳にした。市で適切な対応

や支援をしてほしい。相談窓口や対応策について教え

てほしい。 

58 
2024年 

9月 

宗教団体への寄付について。現在の宗教は続けたい

が、生活困窮しているのに少額だからと寄付を求めら

れて困っている。 

59 
2024年 

10月 

別居中の母が、カルト宗教にはまり母と同居のＢ型

事業所に通う兄の給料を搾取している。家庭裁判所に

相談したいがつながらない。 

60 
2024年 

10月 

高齢の母は私が生まれた頃から宗教に傾倒し今まで

に家一軒建つくらいのお布施をしている。今後どう対

応していけばいいだろうか。 

61 
2024年 

12月 

他県に住む高齢で認知症の母は生活が困窮している

にもかかわらず宗教団体に毎年お布施を渡している。

霊感商法に該当するか。 

62 
2025年 

1月 

職場の先輩に連れられて、よく当たるという先生に

１５回通い、その度不安を煽られてお布施を強制的に

払った。返金してほしい。 

63 
2025年 

2月 

某宗教団体の元信者である。行政等相談窓口は必要

な生活費までも献金しようとする信者に対して寄附を

やめるよう助言して欲しい。 

 

（３）警察に対する協力要請 

政府は、「旧統一教会」（世界平和統一家庭連合）について社会的に指摘さ

れている問題に関し、悪質商法などの不法行為の相談、被害者の救済を目的

として、関係省庁間で情報を共有するとともに、被害者への救済機関等のあ

っせんなど関係省庁による連携した対応を検討するため、法務大臣の主宰

により、令和４年８月から「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議 54を開催し

 
54 「「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議」については、令和６年１月 11 日をもって廃止
され、同会議における決定事項については同年１月 16 日付けで発足した「「旧統一教会」問
題に係る被害者等への支援に関する関係閣僚会議」に引き継がれている。 
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ている。 

同連絡会議の構成員には、消費者庁次長のほか警察庁生活安全局長も含

まれており、警察庁においては、「適切な警察相談対応」、「違法行為の取締

り」などを一層推進することとし、都道府県警察に対し 

・ 「旧統一教会」問題に関連する相談を受理等した場合には、相談内容

に応じて、関係部署、関係機関等と連携の上、適切に対応 

・ 寄せられた相談や通報において、刑罰法令に抵触する行為が認められ

る場合は、法と証拠に基づき、迅速かつ適正に捜査を推進 

するよう指示をしている。 

   そこで消費者庁においては、寄附の不当な勧誘に係る被害者等が被害の

申告又は相談を行う先として身近な行政機関である警察署、交番等を選択

する可能性は十分あり得ると推察し、警察において当該被害申告等を受け

付けた場合の対処要領などについて、改めて消費者庁から実務を担当する

都道府県警察本部の担当課に対して教示するなど、消費者庁の取組に対す

る協力要請等を行うこととした。 

 

ア 各都道府県警察本部担当課に対する協力要請 

    各都道府県警察に対する法の周知については、警察庁生活安全局から

書面にて行われているところ、これに加えて 

     ・ 成立経緯、運用方法の詳細を含めて法の周知を再徹底 

     ・ 違法情報の把握要領、把握した場合の対処要領の教示 

     ・ 寄附勧誘対策室との連絡窓口の構築 

   などを確実に行うため、図表５－29 のとおり、寄附勧誘対策室職員が各

都道府県警察本部に直接赴き、担当課の幹部職員に協力要請等を行った。 

 

【図表５－29】都道府県警察に対する協力要請実施状況 

     都道府県警察 担当課 実施日 実施者 

1 北海道警察本部 生活安全部生活経済課 R5.11.2 補佐 

2 青森県警察本部 生活安全部生活保安課 R5.9.21 室長 

3 岩手県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.9.22 室長 

4 宮城県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.8.29 室長 

5 秋田県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.9.22 室長 

6 山形県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.8.28 室長 

7 福島県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.8.29 室長 

8 警 視 庁 生活安全部生活経済課 R5.7.27 室長 
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 都道府県警察 担当課 実施日 実施者 

9 茨城県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.12.15 室長 

10 栃木県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.11.17 室長 

11 群馬県警察本部 生活安全部生活環境課 R 5 . 8 . 9 室長 

12 埼玉県警察本部 生活安全部生活経済課 R 5 . 8 . 1 室長 

13 千葉県警察本部 生活安全部生活経済課 R 5 . 8 . 3 室長 

14 神奈川県警察本部 生活安全部生活経済課 R5.7.28 室長 

15 新潟県警察本部 生活安全部生活保安課 R5.8.10 室長 

16 山梨県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R5.12.8 室長 

17 長野県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.11.7 室長 

18 静岡県警察本部 生活安全部生活保安課 R5.8.21 室長 

19 富山県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R5.11.8 室長 

20 石川県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R6.10.31 室長 

21 福井県警察本部 生活安全部生活環境課 R6.10.30 室長 

22 岐阜県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.8.22 室長 

23 愛知県警察本部 生活安全部生活経済課 R5.8.21 室長 

24 三重県警察本部 生活安全部生活環境課 R 5 . 9 . 5 室長 

25 滋賀県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.7.12 室長 

26 京都府警察本部 生活安全部生活保安課 R5.7.11 室長 

27 大阪府警察本部 生活安全部生活経済課 R5.7.11 室長 

28 兵庫県警察本部 生活安全部生活経済課 R5.10.30 室長 

29 奈良県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.7.11 室長 

30 和歌山県警察本部 生活安全部生活環境課 R 5 . 9 . 6 室長 

31 鳥取県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R6.2.28 室長 

32 島根県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R6.2.27 室長 

33 岡山県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R5.10.31 室長 

34 広島県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.10.19 補佐 

35 山口県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.10.19 補佐 

36 徳島県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R 6 . 2 . 8 室長 

37 香川県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R 6 . 2 . 9 室長 

38 愛媛県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.11.28 補佐 

39 高知県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R5.11.29 補佐 

40 福岡県警察本部 生活安全部生活経済課 R 6 . 7 . 5 室長 
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 都道府県警察 担当課 実施日 実施者 

41 佐賀県警察本部 生活安全部生活安全企画課 R6.12.9 室長 

42 長崎県警察本部 生活安全部生活安全捜査課 R6.11.6 室長 

43 熊本県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.10.2 補佐 

44 大分県警察本部 生 活 安 全 部 保 安 課 R5.11.21 室長 

45 宮崎県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.11.22 室長 

46 鹿児島県警察本部 生活安全部生活環境課 R5.10.3 補佐 

47 沖縄県警察本部 生活安全部生活保安課 R5.6.29 参事官 

 

イ 幹部警察官に対する寄附法講義 

    法の周知、消費者庁の取組に対する協力要請などの実効性を一層高め

るため、第一線で活動する幹部警察官に対して直接教養を行う機会を得

るべく、関係機関に働き掛けを行い、令和６年度からは警察大学校（警部

任用科 55）並びに各管区警察学校及び北海道警察学校（いずれも警部補任

用科 56）の入校生に対して不当寄附勧誘防止法に係る講義を実施してい

る。当該講義の資料及び実施状況はそれぞれ図表５－30 及び図表５－31

のとおりである。 

 

【図表５－30】警察官に対する講義資料（抜粋） 

 

 
55 警部任用科は、警部昇任者（予定者を含む。）に対し、警察署の課長等として必要な知識
及び技能を修得させるための教養を行う課程。 
56 警部補任用科は、警部補昇任者（予定者を含む。）に対し、警察署の係長等として必要な
知識及び技能を習得させるための教養を行う課程。 
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【図表５－31】警察官に対する講義実施状況 (令和６年度) 

 実施場所 主な受講警察 実施日 受講者数 

１ 

警察大学校 全都道府県警察 

R6.5.14 約 60人 

２ R6.8.29 約 80人 

３ R6.10.31 約 70人 

４ R7.2.4 約 70人 

５ 
北海道警察学校 北海道 

R6.12.13 約 50人 

６ R7.1.31 約 60人 

７ 

東北管区警察学校 
青森、岩手、宮城

秋田、山形、福島 

R6.6.4 約 60人 

８ R6.9.12 約 60人 

９ R6.11.22 約 70人 

10 R7.2.6 約 80人 

11 

関東管区警察学校 

茨城、栃木、群馬 

埼玉、警視庁 

千葉、神奈川 

新潟、山梨、長野

静岡 

R6.5.8 約 260 人 

12 R6.7.2 約 270 人 

13 R6.9.12 約 230 人 

14 R6.11.11 約 290 人 

15 R7.1.27 約 240 人 

16 

中部管区警察学校 
富山、石川、福井 

岐阜、愛知、三重 

R6.5.30 約 80人 

17 R6.8.22 約 80人 

18 R6.11.8 約 90人 

19 R7.1.22 約 110 人 

20 

近畿管区警察学校 

滋賀、京都、大阪

兵庫、奈良 

和歌山 

R6.5.10 約 90人 

21 R6.6.25 約 110 人 

22 R6.10.11 約 100 人 

23 R6.11.21 約 120 人 

24 R7.2.21 約 120 人 

25 

中国四国管区 

警察学校 

鳥取、島根、岡山 

広島、山口、徳島 

香川、愛媛、高知 

R6.6.11 約 70人 

26 R6.9.25 約 80人 

27 R6.11.28 約 90人 

28 R7.1.17 約 90人 

29 

九州管区警察学校 

福岡、佐賀、長崎 

熊本、大分、宮崎 

鹿児島、沖縄 

R6.7.5 約 100 人 

30 R6.10.1 約 80人 

31 R6.12.10 約 100 人 

32 R7.2.14 約 110 人 

延べ実施回数 32回 累計受講者 約 3,570人 
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（参考資料１）法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律 

 

令和四年法律第百五号 
法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律 
 
目次 
第一章 総則（第一条・第二条） 
第二章 寄附の不当な勧誘の防止 
第一節 配慮義務（第三条） 
第二節 禁止行為（第四条・第五条） 
第三節 違反に対する措置等（第六条・第七条） 

第三章 寄附の意思表示の取消し等（第八条―第十条） 
第四章 法人等の不当な勧誘により寄附をした者等に対する支援（第十一条） 
第五章 雑則（第十二条―第十五条） 
第六章 罰則（第十六条―第十八条） 
附則 

 
第一章 総則 
（目的） 
第一条 この法律は、法人等（法人又は法人でない社団若しくは財団で代表者若

しくは管理人の定めがあるものをいう。以下同じ。）による不当な寄附の勧誘

を禁止するとともに、当該勧誘を行う法人等に対する行政上の措置等を定め

ることにより、消費者契約法（平成十二年法律第六十一号）とあいまって、法

人等からの寄附の勧誘を受ける者の保護を図ることを目的とする。 
（定義） 
第二条 この法律において「寄附」とは、次に掲げるものをいう。 
一 個人（事業のために契約の当事者となる場合又は単独行為をする場合に

おけるものを除く。以下同じ。）と法人等との間で締結される次に掲げる契

約 
イ 当該個人が当該法人等に対し無償で財産に関する権利を移転すること

を内容とする契約（当該財産又はこれと種類、品質及び数量の同じものを

返還することを約するものを除く。ロにおいて同じ。） 
ロ 当該個人が当該法人等に対し当該法人等以外の第三者に無償で当該個

人の財産に関する権利を移転することを委託することを内容とする契約 
二 個人が法人等に対し無償で財産上の利益を供与する単独行為 
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第二章 寄附の不当な勧誘の防止 
第一節 配慮義務 
第三条 法人等は、寄附の勧誘を行うに当たっては、次に掲げる事項に十分に配

慮しなければならない。 
一 寄附の勧誘が個人の自由な意思を抑圧し、その勧誘を受ける個人が寄附

をするか否かについて適切な判断をすることが困難な状態に陥ることがな

いようにすること。 
二 寄附により、個人又はその配偶者若しくは親族（当該個人が民法（明治二

十九年法律第八十九号）第八百七十七条から第八百八十条までの規定によ

り扶養の義務を負う者に限る。第五条において同じ。）の生活の維持を困難

にすることがないようにすること。 
三 寄附の勧誘を受ける個人に対し、当該寄附の勧誘を行う法人等を特定す

るに足りる事項を明らかにするとともに、寄附される財産の使途について

誤認させるおそれがないようにすること。 
第二節 禁止行為 
（寄附の勧誘に関する禁止行為） 
第四条 法人等は、寄附の勧誘をするに際し、次に掲げる行為をして寄附の勧誘

を受ける個人を困惑させてはならない。 
一 当該法人等に対し、当該個人が、その住居又はその業務を行っている場所

から退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去

しないこと。 
二 当該法人等が当該寄附の勧誘をしている場所から当該個人が退去する旨

の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該個人を退去させないこ

と。 
三 当該個人に対し、当該寄附について勧誘をすることを告げずに、当該個人

が任意に退去することが困難な場所であることを知りながら、当該個人を

その場所に同行し、その場所において当該寄附の勧誘をすること。 
四 当該個人が当該寄附の勧誘を受けている場所において、当該個人が当該

寄附をするか否かについて相談を行うために電話その他の内閣府令で定め

る方法によって当該法人等以外の者と連絡する旨の意思を示したにもかか

わらず、威迫する言動を交えて、当該個人が当該方法によって連絡すること

を妨げること。 
五 当該個人が、社会生活上の経験が乏しいことから、当該寄附の勧誘を行う

者に対して恋愛感情その他の好意の感情を抱き、かつ、当該勧誘を行う者も

当該個人に対して同様の感情を抱いているものと誤信していることを知り

ながら、これに乗じ、当該寄附をしなければ当該勧誘を行う者との関係が破
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綻することになる旨を告げること。 
六 当該個人に対し、霊感その他の合理的に実証することが困難な特別な能

力による知見として、当該個人又はその親族の生命、身体、財産その他の重

要な事項について、そのままでは現在生じ、若しくは将来生じ得る重大な不

利益を回避することができないとの不安をあおり、又はそのような不安を

抱いていることに乗じて、その重大な不利益を回避するためには、当該寄附

をすることが必要不可欠である旨を告げること。 
（借入れ等による資金調達の要求の禁止） 
第五条 法人等は、寄附の勧誘をするに際し、寄附の勧誘を受ける個人に対し、

借入れにより、又は次に掲げる財産を処分することにより、寄附をするための

資金を調達することを要求してはならない。 
一 当該個人又はその配偶者若しくは親族が現に居住の用に供している建物

又はその敷地 
二 現に当該個人が営む事業（その継続が当該個人又はその配偶者若しくは

親族の生活の維持に欠くことのできないものに限る。）の用に供している土

地若しくは土地の上に存する権利又は建物その他の減価償却資産（所得税

法（昭和四十年法律第三十三号）第二条第一項第十九号に規定する減価償却

資産をいう。）であって、当該事業の継続に欠くことのできないもの（前号

に掲げるものを除く。） 
第三節 違反に対する措置等 
（配慮義務の遵守に係る勧告等） 
第六条 内閣総理大臣は、法人等が第三条の規定を遵守していないため、当該法

人等から寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護に著しい支障が生じていると

明らかに認められる場合において、更に同様の支障が生ずるおそれが著しい

と認めるときは、当該法人等に対し、遵守すべき事項を示して、これに従うべ

き旨を勧告することができる。 
２ 内閣総理大臣は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受

けた法人等がこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
３ 内閣総理大臣は、第一項の規定による勧告をするために必要な限度におい

て、法人等に対し、第三条各号に掲げる事項に係る配慮の状況に関し、必要な

報告を求めることができる。 
（禁止行為に係る報告、勧告等） 
第七条 内閣総理大臣は、第四条及び第五条の規定の施行に関し特に必要と認

めるときは、その必要の限度において、法人等に対し、寄附の勧誘に関する業

務の状況に関し、必要な報告を求めることができる。 
２ 内閣総理大臣は、法人等が不特定又は多数の個人に対して第四条又は第五
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条の規定に違反する行為をしていると認められる場合において、引き続き当

該行為をするおそれが著しいと認めるときは、当該法人等に対し、当該行為の

停止その他の必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 
３ 内閣総理大臣は、前項の規定による勧告を受けた法人等が、正当な理由がな

くてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該法人等に対し、その勧告

に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
４ 内閣総理大臣は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公表しなけ

ればならない。 
 
第三章 寄附の意思表示の取消し等 
（寄附の意思表示の取消し） 
第八条 個人は、法人等が寄附の勧誘をするに際し、当該個人に対して第四条各

号に掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって寄附に係る契約の申

込み若しくはその承諾の意思表示又は単独行為をする旨の意思表示（以下「寄

附の意思表示」と総称する。）をしたときは、当該寄附の意思表示（当該寄附

が消費者契約（消費者契約法第二条第三項に規定する消費者契約をいう。第十

条第一項第二号において同じ。）に該当する場合における当該消費者契約の申

込み又はその承諾の意思表示を除く。次項及び次条において同じ。）を取り消

すことができる。 
２ 前項の規定による寄附の意思表示の取消しは、これをもって善意でかつ過

失がない第三者に対抗することができない。 
３ 前二項の規定は、法人等が第三者に対し、当該法人等と個人との間における

寄附について媒介をすることの委託（以下この項において単に「委託」という。）

をし、当該委託を受けた第三者（その第三者から委託（二以上の段階にわたる

委託を含む。）を受けた者を含む。次項において「受託者等」という。）が個人

に対して第一項に規定する行為をした場合について準用する。 
４ 寄附に係る個人の代理人（復代理人（二以上の段階にわたり復代理人として

選任された者を含む。）を含む。以下この項において同じ。）、法人等の代理人

及び受託者等の代理人は、第一項（前項において準用する場合を含む。以下同

じ。）の規定の適用については、それぞれ個人、法人等及び受託者等とみなす。 
（取消権の行使期間） 
第九条 前条第一項の規定による取消権は、追認をすることができる時から一

年間（第四条第六号に掲げる行為により困惑したことを理由とする同項の規

定による取消権については、三年間）行わないときは、時効によって消滅する。

寄附の意思表示をした時から五年（同号に掲げる行為により困惑したことを

理由とする同項の規定による取消権については、十年）を経過したときも、同
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様とする。 
（扶養義務等に係る定期金債権を保全するための債権者代位権の行使に関する

特例） 
第十条 法人等に寄附（金銭の給付を内容とするものに限る。以下この項におい

て同じ。）をした個人の扶養義務等に係る定期金債権の債権者は、民法第四百

二十三条第二項本文の規定にかかわらず、当該定期金債権のうち確定期限の

到来していない部分を保全するため必要があるときは、当該個人である債務

者に属する当該寄附に関する次に掲げる権利を行使することができる。 
一 第八条第一項の規定による取消権 
二 債務者がした寄附に係る消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示に

係る消費者契約法第四条第三項（第一号から第四号まで、第六号又は第八号

に係る部分に限る。）（同法第五条第一項において準用する場合を含む。）の

規定による取消権 
三 前二号の取消権を行使したことにより生ずる寄附による給付の返還請求

権 
２ 前項（第三号に係る部分に限る。）の場合において、同項の扶養義務等に係

る定期金債権のうち確定期限が到来していない部分については、民法第四百

二十三条の三前段の規定は、適用しない。この場合において、債権者は、当該

法人等に当該確定期限が到来していない部分に相当する金額を債務者のため

に供託させることができる。 
３ 前項後段の規定により供託をした法人等は、遅滞なく、第一項第三号に掲げ

る権利を行使した債権者及びその債務者に供託の通知をしなければならない。 
４ この条において「扶養義務等に係る定期金債権」とは、次に掲げる義務に係

る確定期限の定めのある定期金債権をいう。 
一 民法第七百五十二条の規定による夫婦間の協力及び扶助の義務 
二 民法第七百六十条の規定による婚姻から生ずる費用の分担の義務 
三 民法第七百六十六条（同法第七百四十九条、第七百七十一条及び第七百八

十八条において準用する場合を含む。）の規定による子の監護に関する義務 
四 民法第八百七十七条から第八百八十条までの規定による扶養の義務 
 

第四章 法人等の不当な勧誘により寄附をした者等に対する支援 
第十一条 国は、前条第一項各号に掲げる権利を有する者又は同項若しくは民

法第四百二十三条第一項本文の規定によりこれらの権利を行使することがで

きる者が、その権利の適切な行使により被害の回復等を図ることができるよ

うにするため、日本司法支援センターと関係機関及び関係団体等との連携の

強化を図り、利用しやすい相談体制を整備する等必要な支援に関する施策を
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講ずるよう努めなければならない。 
 
第五章 雑則 
（運用上の配慮） 
第十二条 この法律の運用に当たっては、法人等の活動において寄附が果たす

役割の重要性に留意しつつ、個人及び法人等の学問の自由、信教の自由及び政

治活動の自由に十分配慮しなければならない。 
（内閣総理大臣への資料提供等） 
第十三条 内閣総理大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認め

るときは、関係行政機関の長に対し、資料の提供、説明その他必要な協力を求

めることができる。 
（権限の委任） 
第十四条 内閣総理大臣は、第二章第三節及び前条の規定による権限（同条の規

定による権限にあっては、国務大臣に対するものを除く。）を消費者庁長官に

委任する。 
（命令への委任） 
第十五条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、

命令で定める。 
 
第六章 罰則 
第十六条 第七条第三項の規定による命令に違反したときは、当該違反行為を

した者は、一年以下の拘禁刑若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併

科する。 
第十七条 第七条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき

は、当該違反行為をした者は、五十万円以下の罰金に処する。 
第十八条 法人等の代表者若しくは管理人又は法人等の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人等の業務に関して、前二条の違反行為をしたときは、行

為者を罰するほか、その法人等に対しても、各本条の罰金刑を科する。 
２ 法人でない社団又は財団について前項の規定の適用がある場合には、その

代表者又は管理人が、その訴訟行為につき法人でない社団又は財団を代表す

るほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定

を準用する。 
 
附 則 抄 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。
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ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一 第四条（第三号及び第四号に係る部分に限る。）及び第八条（第四条第三

号及び第四号に係る部分に限る。）の規定 消費者契約法及び消費者の財産

的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律の一部

を改正する法律（令和四年法律第五十九号）の施行の日 
二 第五条、第二章第三節及び第六章の規定並びに附則第四条の規定 公布

の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日 
（経過措置） 
第二条 第八条第一項の規定は、この法律の施行の日以後にされる寄附の意思

表示（第四条第三号及び第四号に掲げる行為により困惑したことを理由とす

るものにあっては、前条第一号に掲げる規定の施行の日以後にされる寄附の

意思表示）について適用する。 
第三条 消費者契約法及び消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の

裁判手続の特例に関する法律の一部を改正する法律の施行の日の前日までの

間における第十条第一項の規定の適用については、同項第二号中「から第四号

まで、第六号又は第八号」とあるのは、「、第二号、第四号又は第六号」とす

る。 
第四条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号）の施行の日

（以下この条において「刑法施行日」という。）の前日までの間における第十

六条の規定の適用については、同条中「拘禁刑」とあるのは、「懲役」とする。

刑法施行日以後における刑法施行日前にした行為に対する同条の規定の適用

についても、同様とする。 
（検討） 
第五条 政府は、この法律の施行後二年を目途として、この法律の規定の施行の

状況及び経済社会情勢の変化を勘案し、この法律の規定について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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（参考資料２）法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律に基づく

消費者庁長官の処分に係る処分基準等について（令和５年４月 17

日消政策 136 号） 
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（参考資料３－１）執行アドバイザーの委嘱について（令和５年３月 31 日） 
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（参考資料３－２）執行アドバイザーの委嘱について（令和７年４月１日） 
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